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移住者として生きる

はじめに

この報告書は公益財団法人トヨタ財団の助成を得て2017年から実施した「日韓の移住

当事者の交流と学び合いを通じて」事業の成果をまとめたものである。

観光、留学、労働移住、結婚等の様々な理由で行われるアジア地域内での人の移動によ

り、アジアの主な受入れ国である日本と韓国の社会も国籍、身分、人種など多様な背景を

もつ人々が暮らす社会として変化している。日韓両国で現れている変化を、人の移動と定

着により与えられる課題と機会として捉えなおす上で、移住する当事者の視点は不可欠で

あり、日韓両国の移住者当事者に焦点を当てた本事業は従来にない意義のあるものとい

える。

事業の成果を取りまとめた本報告書が、人口減少の進展により一層移住者・外国人の受

入れと統合が大きな政策的課題として位置付けられつつある日本と韓国において、当事

者の目線から現状を捉えなおし、今後の方向性と具体的な施策を模索する議論を活性化

させる一助となれば幸いである。

この場をお借りして本事業を助成してくださったトヨタ財団並びに事業実施にご協力を

いただいた移住者及び日韓両国の皆様に深く感謝の意を表したい。

2019年11月
（公財）日本国際交流センター　理事長 

大河原　昭夫





事業の概要
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移住者として生きる

事業の背景と目的

日本と韓国は、海外からの人の流入の急増と、それに伴う社会の多文化・多民族化、少子高齢化
による人口減少という両国社会を根底から揺るがす共通の課題を抱えている。こうした共通課題
は、日韓両国に、これまでの教育・医療・労働・福祉など社会システムに新たな課題を提示するもの
であると同時に、持続可能な活力のある社会の維持に向けて移住者がもたらす多様性の生かした
仕組みの構築を求めるものである。

一方、日本と韓国は、1980年代以降、移住者・外国人を受け入れる社会システム・法制度が整っ
ていないなかで移住者が急増したという共通問題・課題に対処しようと、NPO、学者らを中心に移
住者・外国人労働者問題を巡る日韓の交流も早くから進めてきた。また、こうした日韓の交流は、移
住者・外国人にかかわる法制度の整備や、地域社会・市民による支援体制の構築を進めるうえで、
重要な学びの場としての役割を果たしてきた。

しかし、移住者をめぐるこれまでの日韓の交流は、受け入れ社会のマジョリティである日本人、韓
国人が中心で、日本と韓国の法制度・施策に直接影響を受ける移住当事者が主体となる交流は、
ほとんど行われてこなかった。今後、日韓両国において移住者の受け入れと定住化が一層進展す
ると予想され、移住者・外国人関連政策がもたらしうる移住当事者に対する複雑な側面への理解も
一層求められることを踏まえると、移住当事者の交流は欠かせないだろう。

以上の問題意識のもとで、(公財)日本国際交流センターでは、韓国の「外国人移住労働者の人権
のための会」と「アジア人権文化連帯」との協力のもと、公益財団法人トヨタ財団の国際助成により、
日韓の移住者とそのコミュニティによる交流事業「移住当事者による政策提言：日韓の移住当事者
の交流と学びあいを通じて」(2017年11月～2019年10月)を立ち上げた。

本事業では、教育・労働・医療などの課題に直面する当事者であると同時に、移住者の多様性
を生かした新たな仕組みを現実に即して模索できる、日韓の移住者とそのコミュニティに焦点をあ
てた。日本と韓国の法制度・施策に直接影響を受け、その制度・施策を主体的に使えるべき存在で
ある移住者とそのコミュニティが、異なる文化・身分をもつコミュニティ同士の交流や、異なる制度枠
組みをもつ国との交流と学びあいを通じて、客観的に現状を把握し、その現状を改善していくため
の具体的な政策提言を行うことを目的として行われた。さらに、日韓両国において移住者とその
コミュニティによる社会参画が始まっている現在、日本と韓国の間での移住者同士の交流・相互学
習を通じて、限定された情報とネットワークしか持っていなかった移住者とコミュニティをエンパワー
メントするとともに、日韓両国の外国人政策のもつ課題を新たな視点から浮き彫りにすることで、当
事者による社会参画を促すことを目指してきた。
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事業の実施概要

事業メンバー

事業全体代表

・ 毛受敏浩　 (公財)日本国際交流センター執行理事

日本側代表、事業全体コーディネーター

・ 李惠珍　　 (公財)日本国際交流センターシニア・プログラム・オフィサー　　

韓国側代表

・ ソク・ウォンジョン　 外国人移住労働者の人権のための会所長

韓国側コーディネーター

・ イ・ワン　 アジア人権文化連帯活動家（前代表）

在日本移住者

・ シュレスタ・ブーパル・マン　 エベレスト・インターナショナル・スクール・ジャパン理事長 （ネパー
ル出身）

・ マリップ・センブ　 NPO法人PEACE理事長 （ミャンマー出身）
・ レイ・ベントゥーラ　 ジャーナリスト・映像作家 (フィリピン出身)
・ 新田一福（Tran Ngoc Phuc） （一社）在日ベトナム人協会会長 （ベトナム出身）※

在韓国移住者

・ ケーピーシトウーラ　  在韓ネパール人コミュニティ（NCC）顧問 （ネパール出身）
・ ソ・モゥ・トゥ　 在韓ミャンマー労働者福祉センター運営委員長 （ミャンマー出身）
・ カン・スルギ　　 ウィジョンブExodus活動家 （フィリピンと韓国のダブル・移民2世）
・ ウォン・オックグム　 在韓ベトナム人協会会長 （ベトナム出身）

　
※ただし、2019年度韓国視察訪問プログラム等一部の交流事業には（一社）在日ベトナム人協会事務局のチャン・フォン・

ナム氏が代理参加。
※ただし、2018年度には、高山ゆき（ベトナム出身）、オン・モンウィン・エルヘンリ（ミャンマ出身）、大谷由梨香（フィリピンと

日本のダブル、移民2世）が、日本側移住者メンバーとして参加。
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移住者として生きる

訪問プログラムの概要

◆2018年度韓国視察訪問プログラム（4月25日～29日）

４月25日（水曜日）
・ オリエンテーション     

・ ソウルグローバルセンター

・ 移住女性センター 

4月26日（木曜日）
・ Uijeongbu外国人力支援センター 

・ Uijeongbu 「EXODUS」移住民センター

・ Seongdong外国人勤労者センター

・ Seongdong多文化家族支援センター

4月27日（金曜日）
・ 移住労働者シェルター「地球人の停留場」

・ Ansanグローバル多文化センター (Ansan多文化家族支援
センター、Ansanグローバル 青少年センター、Gyeongido 
外国人人権支援センター)

・ Ansan　「国境なき村」 

4月28日（土曜日）											
・ 日韓メンバーによる意見交換会

4月29日（日曜日）
・ ネパールハウス（ネパール・コミュニティ)

・ 移住民センター「同行」（ベトナム・コミュニティ）

・ Padauk Glory（ミャンマー・コミュニティ）
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◆2018年度日本視察訪問プログラム（8月23日～27日）

8月23日（木曜日）
・ オリエンテーション

8月	24日（金曜日)		
・ エベレストインターナショナルスクールジャパン

・ 新宿大久保図書館+社団法人Kuriya

・ 特定非営利法人　移住者と連帯する全国ネットワーク

8月25日(土曜日)　　　　　　　　　
・ 武蔵野市国際交流協会

・ ネパールフェスティバル2018

・ ミャンマー出身難民Kyaw Kyaw Soe氏とミャンマーコミュニ
ティ   

8月26日（日曜日）																																																																																																																																								
・ 横浜市中国際交流ラウンジ

・ カラバオの会

		8月27日（月曜日）
・ 日本におけるヘイトスピーチ関連法と条例；師岡康子弁護士

・ 日韓メンバーによる意見交換会
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移住者として生きる

◆2019年度日本視察訪問プログラム（5月30日～6月2日）

5月30日(木曜日)																																																																																																
・ 新宿区立牛込仲之小学校

・ 新宿教育委員会教育支援担当

5月	31日(金曜日)	
・ 浜松市の「不就学ゼロ」への取組み（浜松市国際課）

・ 日系ブラジル人コミュニティ関係者

・ 浜松大平台高等学校

・ 学校法人ムンド・デ・アレグリア

・ 日韓両国における差別・ヘイトスピーチ関連活動についての
意見交換会

6月1日　(土曜日)　　　　　　　　
・ 日本の非正規滞在の子ども；草加道常氏（RINK;すべての外

国人労働者とその家族の人権を守る関西ネットワーク）

・ 移住者と連帯する全国フォーラム・東京2019

6月2日（日曜日）
・ 移住者と連帯する全国フォーラム・東京2019

・ 日韓メンバーによる意見交換会

・ 移住者にかかわる団体のネットワーキングと組織運営；鳥井
一平氏（移住者と連帯する全国ネットワーク代表理事）
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◆2019年度韓国視察訪問プログラム（7月7日～10日）

7月7日(日曜日)																																																																																																
・ 在韓ミャンマー労働者福祉センター　　　　

7月8日　(月曜日)	
・ ファウォン総合社会福祉センター+グロ区役所多文化政策課+

グロ文化財団　

・ グロ・チャイナタウン（中国人街）

・ グロ中学校+ソウル教育委員会+グロ区役所教育支援課

7月9日　(火曜日)
・ スックミョン女子大学多文化統合研究所（社会統合プログ

ラム 拠点センター）

・ 難民人権センター 

・ ムジゲ(虹)青少年センター

7月10日（水曜日）
・ ソウル 西南圏グローバルセンター

・ アジア人権文化連帯

・ 日韓メンバーによる意見交換会 
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移住者として生きる

報告書の構成

本報告書は、公益財団法人トヨタ財団の国際助成により、2017年秋から2年間、日本と韓国に暮
らす移住者とそのコミュニティ（ネパール、ミャンマー、ベトナム、フィリピン）の交流と学びを通じて、当
事者の目線から現状を捉えなおし、今後の方向性と具体的な施策を模索することを目的に実施し
てきた「移住当事者による政策提言」プロジェクトの成果をとりまとめたものである。

以下に、本報告書の構成を簡略に記しておきたい。
はじめにでは、長年地域における国際交流や、多文化共生、移住者にかかわる政策アドボカシー

に携わってきた事業全体代表と韓国代表が、日韓の移住者コミュニティからなる移住者メンバーに
よる交流と学び合いという本事業の試みの意義と成果について、日本と韓国それぞれにおいて重
要な視点を触れながら、整理している。

日本と韓国の移住者メンバーによる報告では、日本と韓国それぞれで行われてきた会合や勉強
会、コミュニティ訪問、そして相手国で行われた視察訪問プログラムを通じて得られた学びや見識を
もとに、移住者が暮らす日本と韓国に対して、当事者としての問題意識やホスト社会における共通
課題、必要な視点と政策的取り組み、移住者コミュニティや自らの活動に求められる視点、取り組み
について提言している。

おわりにでは、日本代表と韓国のコーディネーターが韓国と日本で移住者関連活動に携わってき
た経験や、日本と韓国で事業のコーディネーターを通じて見えてきた日韓の移住者コミュニティの活
動や、移住者にかかわる政策・社会の変化に触れながら、事業の成果を今後に結びつけるための
方向性や新たな可能性、課題について示している。





報告
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移住者として生きる

はじめに：本事業の意義と成果

移住者コミュニティの声を聴く

（公財）日本国際交流センター
毛受敏浩

1　前列のない事業

日本での多文化共生の活動は1990年代にはじまり、これまで地域社会でさまざまな活動が行わ
れてきた。しかし、本事業は２つの点で極めてユニークな事業であり、前例のない試みといえる。

一つには移住者である在留外国人を本事業の主役としたことである。移住者コミュニティの代表
が参加して、彼(女)らの視点からの多文化共生を論じ、提言を行うことを目的としたことである。従
来の多文化共生は、日本人の視点から移住者への対応のあり方を考え、事業の客体として移住者
をみなして実施してきた。そこでは、移住者は課題を抱えた人たち、支援の必要な人たちと考えが
ちで、移住者の意見を十分に聞くことなく、日本側の認識を元に事業を行う傾向があった。

もちろん諸制度が整っていない日本では課題を抱えた移住者も多く、彼（女）らを支援するという
取り組みは重要であるが、一方で、彼（女）ら自身の考えに耳を傾けること、そして彼(女)らに声を出
すように促し、自身の生の声を日本社会に伝えることを促す取り組みはほとんど行われてこなかっ
た。本事業はそうした機会を作ることに重点をおいた。

二点目は日本と韓国との移住者同士が交流し、エンパワーメントを行うとともに、それぞれの国
の制度や社会を移住者の視点から見つめるという点である。それぞれが両国を訪問し、移住者の
立場から両国の社会環境や制度、移住者コミュニティのあり方を洞察したうえで、彼（女）ら自身の考
えに基づき提案を行うことを意図した。こうした前例のない事業が実施され、成功したのは韓国出
身で日本の大学院を卒業し、本テーマについて十分な経験とネットワークを持ったプログラムオフィ
サーが当センターにいたことが大きい。

事業自体はそれほど容易なものではなかった。まず日本中で移住者コミュニティの存在を探り当
て、本事業に参加が可能で一定の見識を持つ移住者を探り当てることに苦労した。日本側では事
業の途中でメンバーが入れ替わり、計7名が本事業に参加したが、彼（女）らの日本での生活の不安
定さもその理由の一つとなっている。
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2　移住者としての視点　

本事業に参加した移住者はそれぞれの立場は大きく違うものの、事業を通じて何度も顔を合わ
せ、日本への移住者としての共通項を通じてお互いの境遇を理解し、また互いに尊敬し合う関係
が築かれた。日本の大学、大学院で学び高度人材として活躍している人、難民本人、難民の子弟と
して在留し、日本で地歩を固めていった人などその生い立ちや日本での境遇も様々である。しかし、
それぞれが日本の中で自分の居場所、そして地位を確立していったが、その人生は、紆余曲折があ
り、異郷の地、日本でのさまざまな苦労と喜びに彩られている。

従来、日本は移住者を一時的な滞在者としてみなし、定住を前提に彼（女）らの生活を支援する
ことを怠ってきた。そうした厳しい環境の中で、それぞれが直面したさまざまな体験や苦労は日本
人には想像もできないことも多いが、本来、多文化共生であれ、移民政策であれ、彼(女)らの声を
聞くことからスタートすべきであるといえる。ただし、参加した彼（女）らに共通しているのは、過去に
筆舌に尽くせないような苦労を経験しながらも、明るく気丈にふるまい、また彼らを助けた日本人
に心から感謝していることである。さらに日本社会に対して貢献をしたい、また同胞の人々に対して
彼（女）らが日本で無益な苦労なく生活できることを心から望んでいる。

3　「韓国に移住した方がよかった」

本事業を通じて参加者は1度もしくは２度、相手国を訪れた。日本側の参加者は一様に、韓国で
は外国人受け入れの制度が整っていることに大いに驚いた。政府のみならず、自治体においても
相当規模の予算が組まれ、また専門家によって移住者が直面するさまざまな課題を支援する体制
が整えられている。一方、日本では移住者への支援はNPOに大きく依存し、必要最小限度以下の
予算しか組まれてこなかった自治体も多いのが現実である。「韓国に移住したほうがよかった。」と
いうのは日本側の参加者の率直な声であるが、そうした声がでるほど、その差は顕著であるといえ
る。

一方、韓国側のメンバーは、外国人受け入れは日本のほうが先行して始まり、その意味で一部の
自治体やNPOは韓国よりもより長い経験を持っている点を評価した。韓国メンバーと訪問したNPO
や一部の自治体では長い経験を活かして、移住者に寄り添った事業や外国ルーツの青年をリー
ダー役に育てる事業などの活動が行われている例も散見された。

日韓の移住者は視察によって相手国の状況について理解を深めただけにとどまらず、移住者の
コミュニティ同士の交流やお互いが励まし合う場面が何度も訪れた。

例えば、日本ではネパール人コミュニティは都内にネパール人学校を設置しているが、韓国では
その例はなく、韓国での設立に向けて、日本での経験から学びたいという強い意欲が示された。ま
た日韓それぞれで難民や労働者としての在留する人が多いミャンマー人は韓国でミャンマー人のさ
まざまなコミュニティが結束して労働相談所を作っていることから、日本でも同じような結束を強め
ることができないかと模索を始めた。

相互交流は単なる知識を得るだけではなく、現実のアクションにつながり始めたことは極めて重
要である。それが可能になったのは、交流の経験自体が極めて印象強くインパクトがあったととも
に、同胞を助けたいという強い思いと、参加者自身が日ごろから強い問題意識と行動力を持ち合
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わせていたからに他ならない。移住者として苦労を乗り越えた者が持つバイタリティは日本人がす
でに失ってしまったものかもしれない。彼らの存在は閉塞感が深まる日本にとって大きな可能性を
抱かせるものである。

4　移住者コミュニティの重要性

本事業の成果として強調したいことは、日本の中の移住者コミュニティの健全な発展の重要性で
ある。日本人の人口が減少を続ける中で、移住者はさまざまな在留資格で日本を訪れそして住み
始める。この動きはもはや止めることはできず、また止めることは高齢化がいっそう進む日本社会の
持続性を危うくすることにつながる。

その意味で移住者の存在は日本にとって必要不可欠といえるが、しかし、われわれ日本人はど
れだけ移住者の生活、そして彼（女）らのコミュニティについて知っているだろうか？どのようなリー
ダーがいて、どう組織化され、どのような考えを持っているのか？そうしたことをしっかり理解し、彼
らに寄り添いながら健全な発展を支援することが日本社会にとって極めて重要になるだろう。

本事業に参加した日本に住む移住者からは、新規に来日する移住者へのオリエンテーションの
必要性や、多様性を増す移住者に対して多様な日本語教育の機会の提供の必要性などの意見が
出された。さらに、コミュニティ自身が移住者に的確な情報を届けるためのワンストップセンターの役
割を担いたいといった意見も出されている。従来、多文化共生の議論の中で、十分に検討されてこ
なかった視点である。

政府も社会もそうした声に従来、耳を傾けることは多くなかったが、今後、移住者コミュニティとの
対話こそが、日本の共生社会の実現にとってますます重要性を増すことになる。その意味で、本事
業の最大の意義は、日本で暮らす移住者の声を聴くことの重要性の認識であり、移住者コミュニティ
の健全な発展を促すことの理解を広げることであるともいえる。

移住者の本音の声を聴くとともに、対等な立場での対話があって初めて、彼らの持つ力が発揮で
きる環境が生まれ、共生社会が実現されるのだろう。本事業はそうした新たな認識と取り組みにつ
ながる最初の一歩となることを期待したい。
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交流とつながりを通じて日韓両国の 
移住民政策の違いを見る 

外国人移住労働者人権のための会
ソク・ウォン・ジョン

１．注目すべき日韓の移住者コミュニティリーダーの交流とつながり

日本が、韓国と様々な側面において類似な点が多くありながらも、韓国より10～20年先に社会的
変化を経験するという点は周知の通りであろう。それゆえ、韓国は様々なところで日本に比べて「後
発者としての利点」を相当活用できたともいえる。こうした日韓両国の関係における特徴により、韓
国と日本の社会運動・活動家はもちろん、官民の移住者政策の関係者は日韓両国の変化に常に注
目せざるを得ないと感じさせる。

韓国社会における変化は、移住者にかかわる事柄もさることながら、すべてにおいて短期間かつ
集約的な形で早いスピードで行われてきた。そのため、ある側面においては韓国が日本より先に進
んでいたり、またはそのように見えたりする一方、ある側面においては日本が先に進んでいて韓国
はそこから色んな教訓を得ていることもある。

こうした状況のなか、過去20年間、移住者の人権にかかわる活動をする日韓の関係者はお互い
に様々な形で交流し、お互いについて学習し、自国の状況に合わせて変容してきた。こうした側面
からとらえれば、今回のプロジェクトは、日韓両国の市民社会の長い交流とつながりの接点の一つ
に過ぎない。しかしながら、移住当事者、特に個人ではなくコミュニティのリーダーとして移住当事
者が日韓両国を訪問し、互いを比較、省察を行う交流とつながりを持てる機会はこれが初めてであ
り、その側面からとらえるとこのプロジェクトのユニークさとオリジナルティが際立つ点といえよう。

ホスト社会の視点ではなく、移住者の視点から見える日韓両国の移住者政策と当事者の今はど
のようなものだったのだろうか。ここで記す報告、感想だけでは、日韓における移住者政策の全貌を
見ることはできないことは当然だろうが、際立つ違い、または日韓両国で移住者の人権保護と進展
のために腐心する現場の活動家が最も自国が直面し抱えているテーマは何か、そのテーマを相手
国でどのように解決しようとしているのかを鑑みることはできるだろう。 

2. 日韓における移住者政策の主な違いへの認識と韓国への適用可能性 

日韓両国の移住者コミュニティリーダーらは、このプロジェクトを通じて公教育機関、図書館・市立
の住民センター等の公共機関、民間のガバナンス機関、移住者コミュニティ、移住者コミュニティが設
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立した学校、移住者人権活動NGOなどに訪問した。運営機関も、利用者も、運営方法も異なる多様
な機関が、それぞれ明確な運営方針のもとで移住者に必要なプログラムを実施している様子を見
ることができた。以下では、そこから得られた重要な学びと視点を整理してみたい。

1）外国ルーツ青少年の教育、在留についての重要な示唆

韓国側メンバーの主要関心事であった外国ルーツ青少年の教育の権利について、日本の政策
は重要な示唆を与えてくれた。移住者コミュニティが主体となって設立された学校や、外国ルーツの
学生が多い地域の公立学校における外国ルーツ青少年の健やかな成長と社会の構成員になるた
めの地域の官民協力による施策立案、施行の様子等一つのモデル的な取り組みを見ることができ
た。それらは、外国ルーツ青少年の適応と成長のために韓国の移住者人権活動NGOが求めてきた
政策が実践として現れていたといえる。

韓国では、最近までも親の呼び寄せ等で青少年期に韓国に入国した外国ルーツ青少年の転入
学を断る等、外国ルーツ青少年のための教育政策がいくつかあるものの、政策の数だけでなく、質
的な課題がある。課題の根底には、韓国語と韓国の状況に不慣れな子どもたちが健康に成長して
いくプロセスに対してどのようなビジョンをもって、どのようなプロセスを経てどのようにサポートすべ
きかについてポジティブで積極的なプランが明確ではないということがある。その脆弱さが現場の
教育機関の脆弱な教育環境へと流れ、結果的に公教育機関が子どもの教育を拒むという現象が
数十年間なくならないのであろう。

他方、韓国にはモンゴル学校など「代案学校」という名前で運営されている学校があるが、これら
の学校の設立の背景には「公教育が受け入れない」外国ルーツの子どもという存在がいた。子どもの
教育の大前提とは、公教育における統合的教育が基本となるべきだろう。すなわち、公的な形ではな
い特別な学校が設立されるというのは、それだけ公教育が自らの役割を果たしていないことを立証
していると判断せざるを得ない。特別な学校として解決すべき教育への需要と必要を、公教育の中
で解決できるよう制度、システムを作っていく、継続的な努力が依然として必要であるといえよう。

2）地方政府の役割に改めて注目する

韓国の移住者関連政策と事業は、民間で先に提案され、実践されてきたが、いつからか国家が
主導する日常的な活動へと変化した。それにより、地方分権がまだ弱い韓国の地方政府で行われ
る移住者関連政策は、中央政府で立案、施行する政策と事業に従属されているといってよい。ソウ
ル市やアンサン市、ブチョン市のように独自の政策を展開する地方政府もあるものの、中央政府が
設定した大きな枠組みを飛び出る政策はごく一部にとどまっている。

こうした状況から、一部の地方政府が独自にポジティブかつリベラルな政策を立案、施行してい
る日本の状況はよい示唆を与えてくれる。特に、嫌悪や人種差別に関連して市民社会の要請に地
方政府が条例制定や罰則規定などをもって積極的に取り組む様子とその成果は、韓国の中央政府
や地方政府によい海外事例として紹介されているなどよい影響を及ぼしている。中央政府の枠に
従属されている地方政府の移住者施策、事業を見てきた韓国の移住者コミュニティリーダーにとっ
て、こうした日本の姿は、新しい想像力の拡大と意欲を持たせたのではないだろうか。
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3)双方向的交流の多様な姿を見ることができた

民主的な政府の移住者政策と非民主的な政府の移住者政策にはいくつか大きな違いがある。
その一つが「ホスト社会の国民と移住者の関係が双方向的交流なのか、一方通行的交流なのか」
である。日本の先進的な地方自治体では、「多文化共生」という趣旨に沿って相互交流を軸として
実践されている事例に触れることができた。これは韓国政府の中央集権的な（いわゆる）多文化事
業によい教訓になりうるだろう。

4)異なる環境のなかで成長した移住者コミュニティへの理解の幅を広げる

韓国の移住者コミュニティを捉える際には、移住者コミュニティの結成と変化の過程が韓国の移
住者人権運動の歴史と軌を一つにしていながらも、同時に2007年に韓国政府が移住者にかかわ
る施策を国家主導の日常事業として政策化して以来、移住者コミュニティの性格が以前のコミュニ
ティとは質的、量的に大きな違いを見せていることを理解する必要がある。

今回のプロジェクトに参加した韓国の移住者メンバーは、2007年以前から活動してきたコミュニティ
のリーダーなので、過去のダイナミックで野心的でありながら、不安定さを抱えていたコミュニティの活
動や当時の活動家を思い出しながら、その記憶の延長線上で日本の姿を見たかっただろうと思う。
実際、日韓の移住者同士の交流を通じて、社会の変化が著しい韓国に比べて明確に安定して見え
る日本社会に少し驚きも感じたようだが、過去も、今後も日本の政策が今後の韓国の移住者政策に
様々な側面から示唆を与えることを認識した上で、日本の移住者政策の多様な側面を見ようと努力
する姿を見せてくれた。プロジェクトに参加することによって、移住者メンバーは、ある国の経験を短い
時間できちんと把握することは簡単ではなく、安易な解釈、判断してはならないという重要な経験を
したのであり、このプロジェクトが活動家としての認識の深みを増す契機となっただろうと考える。

3. 新しいアプローチへの期待 

韓国の視点に立てば、このプロジェクトを通じて、2005年の雇用許可制の導入、2007年の「在韓
外国人処遇基本法」の制定以降、韓国社会に起こった変化を、日本の移住者施策と具体的に比較
することで、韓国の移住者政策の虚実、改善と補完すべき点、拡大すべき点などを多少なりとも鑑
みることができた。

プロジェクトを進めるなかで、韓国で雇用許可制の導入を可能とした要因は何かという質問を何
度も受けた。韓国での移住労働者の受入れをめぐる運動もそうであったが、社会運動とは足を踏み
しめて立っている社会から、名分、戦略、戦術が引き出される領域である。それゆえに、日本側の質
問にきわめて原理的な話しかできないことにもどかしさを感じた。一方、韓国の移住者人権活動関
係者にとっては、日本の新たにスタートした外国人受入れ制度の内容と定着は極めて興味深い。
今後異なる切口からでも、日韓両国の制度と変化をより深く検討、理解することができる機会が作
れるとよいだろう。

ユニークなこのプロジェクトのアプローチにより得られた経験と成果が集約され、次のステップに
向けた下地として善用されることを望むとともに期待する。
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日本側移住者メンバーによる報告
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င္ယူျခင္းလို့ျမင္ပါတယ္။ဒါေပမဲ့ဂ်ပန္မွာေနထိုင္တဲ့နိုင္ငံနိုင္ငံျခားသားမ်ားဟာဂ်ပန္ဘာသာစကားကိုေလ့လာသင္ယူဖို့အ
ခြင့္အေရးနဲ့စနစ္မ်ိူးမရိွတာကိုေတြ့ရပါတယ္။

အျခားဒိန္းမတ္।ၾသစေတးလ်နိုင္ငံေတြမွာေတာ့နိွင္ငံျခားသားေတြသူတိုနိုင္ငံရဲ့ဘာသာစကားကိုသင္ယူနိုင္ဖို့နိုင္ငံ
ကေနေကာင္းမြန္တဲ့စံနစ္ေတြသတ္မွတ္ၿပီးေထာက္ပံ့ေပးတာေတြ့ရပါတယ္။

နိုင္ငံျခားသားေတြအေနနဲ့ဂ်ပန္လူမႈအဖြဲ့အစည္းမွာရပ္တည္ေနနိုင္ဖို့ဘာသာစကားကအဓိကက်တဲ့အခ်က္ျဖစ္တယ္
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ဒါေၾကာင့္ဂ်ပနိုင္ငံမွာေရာက္ရိွလာတဲ့ျမန္မာနိုင္ငံသားေတြဂ်ပန္စာသင္ၾကားနိုင္ဖို့NPO PEACEအေနနဲ့ဂ်ပန္စာေလ့လာနို
င္မည့္အခြင့္အလမ္းတစ္ရပ္ကိုဖန္တီးခဲ့ပါတယ္။ေအာင္ျမင္တဲ့အဖြဲ့အစည္းတစ္ခုျဖစ္ဖို့ဇြဲမေလ်ာ့ပဲအဓိကစဥ္ဆက္မျပတ္
လုပ္ေဆာင္ဖို့နဲ့ဂ်ပန္လူမူအဖြဲ့အစည္းရဲအားေပးေထာက္ပံ့ဖို့လိုအပ္ပါတယ္။တစ္နည္းအားျဖင့္နိုင္ငံျခားသားမ်ားဟာဂ်ပန္
လူမူအဖြဲ့အစည္းကိုအက်ိူးျပဳနိုင္တဲ့သူမ်ားျဖစ္လာေအာင္ႀကိဳးစားရမွာျဖစ္သလိုဂ်ပန္လူမူအဖြဲ့အစည္းအေနနဲ့ကလည္းနို
င္ငံျခားသားရယ္လို့မခြဲျခားပဲဘယ္နယ္ပယ္မွာမဆိုေႏြးေႏြးထြးေထြးနဲ့ဂ်ပန္လူမ်ိူးေတြနဲ့တန္းသူလက္တြဲေခၚယူသင့္တယ္
လို့ထင္ပါတယ္။   

ဆက္လက္လုပ္ေဆာင္မည့္လႈပ္ရွားမႈအစီအစဥ္မ်ား

ဂ်ပန္မွာေနထိုင္တာ၂၇နွစ္ရိွပါၿပီ။ဂ်ပန္မွာေနထိုင္တဲ့နိုင္ငံျခားသားေတြအဆင္ေျပေအာင္ႀကိဳးစားေနပါတယ္။
က်ြန္မအေနနဲ့ဂ်ပန္နိုင္ငံမွာယခုထက္ေကာင္းတဲ့ပိုမိုေကာင္းမြန္တဲ့နိုင္ငံနိုင္ငံျဖစ္လာေစျခင္တဲ့ဆႏၵျပင္းထန္ပါတ
ယ္။လက္ရိွအေျခအေနမွာဂ်ပန္နိုင္ငံဟာဂ်ပန္နိုင္ငံမွာေနထိုင္တဲ့နိုင္ငံျခားသားအေရးကိုက်ယ္က်ယ္ျပန့္ျပန့္လုပ္ေ
ဆာင္တာမ်ိုးမေတြ့ရေသးပါဘူး။

မ်ားမၾကာေသးမီွကိုးရီးယားနိုင္ငံမွာေနထိုင္တဲ့ျမန္မာလူမ်ိူးမ်ားနဲ့ဆက္သြယ္ၿပီးကိုးရီးယားနိုင္ငံရဲ့နိုင္ငံျခားသားပံ့ပိုးကူ
ညီမူအေျခအေနကိုေလ့လာခြင့္ရရိွခဲ့ပါတယ္။ေတာင္ကိုးရီးယားရဲေကာင္းမြန္တဲ့စံနွစ္ေတြဟာဂ်ပန္နိုင္နိုင္ငံအေေနနဲ့မ်ား
စြာသင္ယူနိုင္မယ့္အခ်က္ေတြလို့ုျမင္မိပါတယ္။

ကိုးရီးယားခရီးစဥ္ကိုအေျချပဳၿပီးဂ်ပန္လူမ်ိုးေတြသာမကနိုင္ငံျခားသားမ်ားအေနနဲ့ပါဂ်ပန္နိုင္ငံမွာေအးခ်မ္းစြာေနထိုင္
နုိင္ဖို့လိုအပ္တဲ့အဓိကအခ်က္ေတြလုပ္ေဆာင္သင့္တဲ့အခ်က္ေတြကိုအႀကံျပဳေျပာဆိုျခင္ပါတယ္။

နံပါတ္တစ္အခ်က္ကေတာ့နိုင္ငံျခားသားေတြကိုျပဳစုပ်ိူးေထာင္ဖ္ု့ပါပဲ။ နိုင္ငံအေနနဲ့ေရရွည္ကိုစဥ္းုစားၿပီးနိုင္ငံျခား
သားေတြမ်ားကိုလက္တြဲေခၚယူဖို့လိုအပ္ပါတယ္။ဥပမာအားျဖင့္ကြ်န္မဟာဂ်ပန္မွာသားသမီးေတြကိုျပဳစုပိ်ူးေထာင္ဖို့ေ
ဆြးေႏြးတိုင္ပင္စရာေနရာမရိွခဲ့ပါဘူး။ဂ်ပန္ေရာက္စကဂ်ပန္စာကိုေသေသခ်ာခ်ာေလ့လာသင္ယူနိုင္မည့္ေနရာလည္းမရိွ
ခဲ့ပါဘူး။

ဒါေၾကာင့္ပဲေတာင္ကိုးရီးယာနိုင္ငံလူမႈဖူလုံေရးအဖြဲ့အစည္းရဲ့မိခင္နွင့္ခေလးေစာင့္ေရွာက္မူ|မတူကြဲျပားတဲ့ယွဥ္ေက်းမူ
ကိုေလးစားတန္ဖိုးထားၿပီးလက္တြဲေခၚယူမူကိုအရမ္းပဲအားက်ခဲ့ရပါတယ္။နိုင္ငံျခားသားဆိုတဲ့ခြဲျခားမူမရိွပဲအျပန္အလွန္
ပံ့ပိုးကူညီမူနဲ့နားလည္မူရိွဖို့လိုအပ္တယ္လို့က်ြန္မထင္ပါတယ္။

နံပါတ္နွစ္အခ်က္ကေတာ့ကိုးရီးယားနိုင္ငံမွာျမန္မာလူမ်ိူးမ်ားစုစည္းတည္ေထာင္ထားတဲ့ျမန္မာအလုပ္သမားလူမႈဖူ
လုံေရးစင္တာတည္ရိွၿပီးဝိုင္းဝန္းကူညီၾကပါတယ္။ဂ်ပန္နိုင္ငံမွာေတာ့ဒီလိုစင္တာနဲ့အဖြဲ့အစည္းမရိွတဲ့အတြက္ေျကာင့္က်ြ
န္မတို့အဖြဲ့အစည္းမ်ားအေနနဲ့လုပ္နိုင္တဲ့အပိုင္းကေနစတင္ဖို့လိုအပ္ပါတယ္။ 
NPOPEACEအဖြဲ့အစည္းအေနနဲ့အလုပ္သင္သင္တန္းသားမ်ားကိုကူညီပန့္ပိုးနိုင္ဖို့စတင္ေဆာင္႐ြက္သြားျခင္ပါတယ္။အ
လုပ္သင္သင္တန္သားမ်ားေရာက္လာတဲ့အခါအစစအရာရာတိုင္ပင္ေဆြးေႏြးမယ့္အဖြ့ဲအစည္းအျဖစ္တည္ေထာင္သြားျခ
င္ပါတယ္။

နံပါတ္သုးံအခ်က္ကေတာ့လူငယ္ေတြအတြက္ပဲျဖစ္ပါတယ္။ေတာင္ကိုးရီးယားနိုင္ငံမွာဆိုရင္ပညာသင္ယူဖို့အခြင့္
အေရးမရခဲ့တဲ့လူငယ္ေတြအတြက္ပညာေလ့လာနိုင္ဖို့RainbowSchoolကေက်ာင္းဖြင့္လွစ္ေပးပါတယ္။ဒီေက်ာင္းကလူ
ငယ္ေတြကိုပညာသင္ယူန္ိင္ေအာင္ပံ့ပိုးေပးၿပီးပညာသင္ယူၿပီးေနာက္ပိုင္းအလုပ္အကိုင္ရရိွသည္အထိပန္းတိုင္ထိေရာ
က္ေအာင္ကူညီလုပ္ေဆာင္ေပးတာေတြ့ျမင္ခဲ့ရတယ္။ဒါေၾကာင့္NPOPEACEရဲ့ဂ်ပန္စာသင္တန္းကယခုနစ္မွာ၆နွစ္ေျမာ
က္ခဲ့ၿပီျဖစ္လို့ယခုအခ်ိန္အထိဂ်ပန္စာကိုေလ့လာသင္ယူလာတဲ့လူငယ္ေတြကိုအျခားအရည္အျခင္းစစ္စာေမးပြဲကိုေျဖ
ဆိုေစၿပီးဂ်ပန္နွင့္ျမန္မာနိုင္ငံမွာရပ္တည္ေနနိုင္ေအာင္ႀကိဳးစားသြားမွာျဖစ္တယ္။ဂ်ပန္အစိုးရအေနနဲ့NPO,NGOအဖြဲ့အစ
ည္းေတြကိုပံ့ပိုးမူေတြလည္းအဓိကလိုအပ္ပါတယ္ဒါ့အျပင္ေတာင္က္ုးရီးယားနိုင္ငံလိုမ်ိူးလုပ္ငန္းရွင္မ်ားရဲ့ပူးေပါင္းပါဝင္မူ
ဟာလည္းအလြန္ပဲအေရးႀကီးလွပါတယ္အစိုးရလုပ္ငန္းရွင္မ်ားနဲ့အဖြဲ့အစည္းအခ်ိတ္အဆက္မိမိနဲ့ပူးေပါင္းေဆာင္႐ြက္ၿ
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移住者として生きる

ပီးနိုင္ငံျခားသားမ်ားကိဂု်ပန္လူမူအဖြဲ့အစည္းမွာရပ္တည္နိုင္ေအာင္ကညူီေပးဖို့နဲ့ဂ်ပန္နိုင္ငံရဲ့မ်ိူးဆကသ္စ္ေတြအတြက္လ
ည္းနင္ငံတစ္ကာနဲ့လက္တြဲၿပီးနိုင္ငံအတြက္ႀကိဳးပမ္းနိုင္မဲ့အသိအျမင္ေတြေပးဆပ္နိုင္မည့္ပညာေရးက္ုလက္ဆင့္ကမ္းဖို့
လိုအပ္ပါသည္။

明日への力

特定非営利活動法人　PEACE
マリップ・センブ

1．「自立」と「つながり」のなかで

ミャンマーの少数民カチン族出身の私は、1992年に難民として日本に来た。来日して以来、クリス
チャンとしてある教会に通っているが、最初は日本人の牧師と協働して在日カチン族の支援を行っ
てきた。しかし、日本の教会コミュニティに依存していくのではなく、自立した形で活動を行うことを
目指し、2003年には自助団体を組織し、同じ出身の移住者への支援をはじめ、2010年からは在日
難民主体の自助団体である難民連携委員会（RCCJ）で活動してきた。やがて2012年には、日本に
暮らすミャンマー少数民族出身のコミュニティのリーダーと日本人がNPO法人PEACEを組織するに
いたった。

その過程で、日本の多くの応援者に恵まれ、各方面の方々による協力のもと、様々な団体とも連
携することができた。さらに、日本の人々の働きかけもあり、1992年前後に来日したカチン民族のみ
ならず、他のミャンマーから来た少数民族のコミュニティが結成され、安定していったことで、定住者
として日本での生活基盤が築かれつつある。

一方、個人としては、周りの日本の人々の支援を得ながら、2008年には焼き肉屋とブティック
を、2011年にはミャンマー少数民族の家庭料理店を開くことができた。さらに、ブティックは、百貨店
への出店も実現できるなど、日本で事業家としてのチャレンジも成し遂げた。

日本で暮らしながら、この国には真に頑張る人を応援する風土があると感じた。今の私は、その
周囲の応援あってこそいると思う。なお、今もNPO法人PEACEの理事長として、新宿区多文化共生
まちづくり会議の委員として、「移住者による政策提言」プロジェクトのメンバーとして、様々な団体、
人 と々つながっている。

２．課題解決に必要な「育つ」、「応援する」、「連携する」

これまでの移住者として生きてきて、最大の課題であると感じるのは日本語習得である。私を含
め2，30代に日本にきた移住者は、生活のために仕事に追われているがゆえに、日本語学習の時
間を確保することは難しい。しかし、日本社会で安定して暮らすことが大変だった経験からも、外国
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人が来日してすぐに日本語を学ぶことができる制度の確立は不可欠であると考える。デンマークや
オーストラリアなど諸外国では渡航後すぐに政府による支援のもとでその国の言語を勉強すること
ができるので、そのような制度が参考になろう。

次に、移住者が日本社会と連携する機会が圧倒的に少ないことも課題だろう。社会との接点の
欠如ともいえる。だからこそ、NPO法人PEACEの主要な事業である日本語教室では、コミュニティの
仲間と日本語学校の先生がともに学びの場を作り上げてきた。そして、こうした経験からも日本社
会との連携の重要性、効果を実感している。

課題の解決に必要なのは、移住者コミュニティが「育つ」こと、そしてそのことを日本社会が各方
面から「応援」すること、さらには移住者コミュニティと日本社会が「連携」していくことだ。つまり、移
住者が日本社会に貢献できるようになるためには、移住者自身が「一人前」になることが必要であ
る。そしてそのためには、「この人たちに育ってほしい」と思う日本人の存在が欠かせない。だからこ
そ、日本社会が移住者を温かく迎えいれることを望む。それは、職場をはじめ様々な場面で移住者
に対する差別をなくし、日本人と同様に扱うことでもある。

３．これからに向けた新たな取り組み

日本に滞在して27年、現在コミュニティには次世代の参加も著しくなっている。日本社会から多く
の応援があったからこそできたことで、私には日本がより良い国になるよう願う気持ちが強い。しか
しながら、現実に目を向けると、政府をはじめ外国人・移住者政策に高い関心を持つ人は依然とし
て多くないと感じる。

一方、プロジェクトを通じて韓国に暮らす移住者と交流し、韓国の状況を直接見ることができたこ
とで多くの学びと今後の活動への示唆を得た。とりわけ、韓国政府が構築してきた社会への安定的
な定着のための支援と社会統合の取り組みは、日本社会にとっても、移住当事者とそのコミュニティ
にとっても多くの示唆となろう。

以下では、平和と発展を大切にし、日本人のみならず移住者にとってもより住みやすくなるため
に求められる新たな視点、取り組みについて提言したい。

第一に、外国人を「育てる」という姿勢である。種が育つには水や十分な環境が重要であるよう
に、人間もそうである。政府と社会は目先の利益を求めるのではなく、外国人を「荷物」としてみなす
のではなく、長期的に育てるという視座をもって移住者と向かい合うべきだろう。例えば、私は四児
の母として、日本社会で子どもを育てるなかで、当初、周囲に苦労や悩みを相談できるところがな
かった。また、来日後学ぶ機会を十分に得ることもできなかった。だからこそ、韓国の地域の総合社
会福祉センターが「隣人を自分のように愛しなさい」というキリスト教の精神に根ざし、社会的にも
経済的にも困っている人々への一方的な支援ではなく、異なる文化を持つ人々が協力し、理解と尊
敬をもってともに歩んでいく観点から母子支援を行っていることに強く共感した。今後、このような
姿勢に立って、外国人・日本人という区別に基づかない「育てる」ための支援が必要であろう。それ
は、移住者に能力を発揮してほしいという期待を体現するものでもある。

第二に、移住者自身による取り組みである。韓国では、在韓ミャンマー人たちが自立し、連携しな
がら在韓ミャンマー労働者福祉センターという労働者の自助センターを創設していた。日本には、こ
のようなセンターはまだないが、新規の移住者のために、今後私たちコミュニティのリーダーたちが
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できることはあろう。また、その取り組みを進めるうえで、NPO法人PEACEのような組織基盤をもつ
登録団体の役割は大きいだろう。団体として、特定技能や技能実習で来日する新規の移住者を支
援する仕組みを可能なところからやっていきたい。例えば、新規の移住者が気軽に立ち寄れるよう
な相談窓口を設け、有給のスタッフが彼（女）らのニーズに応えるといったことがあげられよう。日本
に長く暮らしてきた先輩として、日本社会や駐日ミャンマー大使館と連携しながら在日ミャンマー人
の生活のニーズに応える仕組みを構築していけると考える。

第三に、手薄になりがちな青少年支援である。韓国には、Rainbow Schoolというシステムがあ
り、教育の機会が十分でない外国ルーツの青少年のための教育サポートを行い、さらに彼らの目
標の実現のため職業訓練を行っている。若者が自立して生きていくために手に職をつけることは
重要である。そのため、NPO法人PEACEの日本語教室が今年で6年目になったことから、これまで
勉強してきた若者が、学びを活かして何らかの資格を取得し、日本社会やミャンマーで活躍できるよ
う、自分自身の夢の実現に向けた努力を後押しすることを試みたい。

そのためにも、政府によるNPO・NGOの活動への支援が求められよう。また、韓国で取り組まれ
ているように、企業との連携もありうる。その際に日本の企業は、移住者団体への寄付のみならず、
団体と連携し、企業の役職員とその家族が外国人・移住者と直接つながるようなプログラムを通じ
て、後者のニーズに前者が協力しながら共に応えていくということも考えられよう。それとあわせて、
今後移住者と共に暮らす社会の構成員である、将来の国を担う存在である日本の若者が心を開い
て隣国と手を携えていけるような教育が求められるだろう。
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Learn from and Celebrate Our Differences

Rey Ventura

1. Introduction

I’ve been living in Japan since 2001. In my first three years, while learning basic Japanese, 
I was doing volunteer work. Mainly, I was translating Japanese texts into Tagalog for 
a community newsletter. At present, I still do various types of volunteer activities for 
non-profit organizations. 

The four-day trip to South Korea gave new perspectives on how migrant workers are 
organizing themselves and how various organizations are helping them. It also provided 
an opportunity to be acquainted on how the South Korean government is dealing with 
various issues related to migration and social integration. 

As a journalist and a community volunteer in Yokohama, I would like to make the fol-
lowing observations, comparisons, and recommendations.

2. The Strength of Migrant Communities

Currently, there are about 30,000 migrant workers from Myanmar in South Korea. After 
over twenty years of existence and struggles in Korea, the Myanmar Workers Welfare 
Centre was born in 2019. Now, they have an organization of their own.

In Korea, it seemed the civil society and the government have a strong support for for-
eign workers’ activities and welfare.

There is no Filipino Workers Welfare Centre in Japan; none during the Bubble Years; 
none during the Heisei Period; none at present. We, Filipinos, salute the Myanmar work-
ers in Korea. For assistance, consultation, and advice, Filipino workers in Japan rely on 
various non-profit organizations, volunteer groups, family members, personal friends, 
and the church. Generally, we do not seek help from our embassy nor go to the local 
government office.

Myanmar Workers Welfare Centre is an inspiration for Filipinos in Japan – that it’s nev-
er too late to build our own organization; it gives the Filipinos a good example of how to 
be independent.

Recently, Filipino organizations have started to appear all over Japan. However, their 
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nature is usually informal and temporary.  In the future, it would be nice to invite 
Myanmar migrant workers in Korea to share their experiences to groups of Filipino mi-
grant workers in Japan.

Another thing, in the future, it would be nice to observe migrant workers at work in 
South Korea.

3.  Grasping and tackling diversity: differences and commonalities between 
Japanese and Korean experience

During our visit to Guro, one of the twenty-five wards of Seoul (with 430,000 resi-
dents, 11.4% of whom are foreigners, mostly Chinese, including Korean-Chinese work-
ing in the service industry), we were able to observe the efforts of some local educators.

Due to the large presence of foreign migrant workers in this particular region, issues 
concerning multiculturalism, diversity, and social integration are inevitable.

Harmonizing different cultures, ethnic communities and groups’ interests require a 
delicate balancing act. And women are playing a crucial role. Women, I believe, are in-
herently better at handling delicate and complex social issues; they are more sensitive 
and broad-minded; they have deeper understanding and higher tolerance threshold.

In Japan, many people involved in multicultural activities and diversity issues are 
women. In my limited experience, a lot of active leaders in the fields of social integration 
and minority issues have always been women. If there is one thing in common between 
Japan and Korea that I have discovered, it is the fact that women are at the forefront of 
supporting migrant workers’ struggles.

On the other hand, one of the ideas that sprang out in our visit to a middle school was 
about ‘learning from differences.’ The presence of 2.3 million foreign residents and mi-
grant workers in a country with population over fifty three million and with a long histo-
ry of homogeneity and insularity is bound to create some kind of friction.  Uttered by a 
responsible educator, ‘learning from differences’ is a powerful statement.

The middle school promotes diversity and social integration. You could see it on the 
signs outside the classrooms: “Multicultural Office,” “Multicultural Harmony Classroom,” 
“Create your vision.” You could see it expressed on the painted walls and beams in differ-
ent hues and colours.  You could feel it in the images, drawings, and quotations on the 
walls; you could see it in the brightly-painted tables and chairs.

The school has even hired a full time Chinese female teacher. The school, visually, is 
not monotonous; it is colourful. It’s promotes multiculturalism and harmony.

Generally, public schools in Japan have one colour.  The middle school we had visited 
may be exceptional; but one thing I learned from this visit was -- actual visual diversity 
may encourage real social diversity.
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4. The need for migrant social integration programs

In South Korea, courses on Korean language, culture, and society are held free of charge 
for foreigners and naturalized citizens. Curriculums have very detailed contents and 
teachers have high qualifications.

In Korea, I felt, there is a strong sense of government responsibility. Many organiza-
tions are funded by the government or subsidized or sanctioned. There is also a strong 
sense of legislation—activities are done based on laws and mandate. Decision-making 
seemed to be faster.

In Japan, I learned basic Japanese attending classes managed by volunteers—lady vol-
unteers. I couldn’t afford to go to a language school; much more, I didn’t have the luxury 
of time. During my early years in Japan, I had never heard of free language classes offered 
officially by the city or town government. Most of the organizations were voluntary in na-
ture; however, they might have been funded, partly, by the government. Recently, howev-
er, free Japanese language courses have been offered by government-related institutions.

As a long-time resident in Japan, I’d like to continue my Japanese language education. 
One of my options is to continue going to volunteer language class. Because it’s free, 
the quality of teaching is average. Free language schools for migrant workers and long-
term residents are very few. South Korea’s KIIP (Korean Immigration and Integration 
Program) should be replicated in Japan. I definitely would enrol.

5. Vocational skills for the youth with multicultural background

At Rainbow Youth Centre in Korea, a young girl with long hair and brown complexion 
stands behind the coffee machine. She makes latte.

“Hi,” I said. “Do you work here?”
“I’m a student,” she says. “I want to be a barista.”
“That’s nice,” I say. “Where are you from?”
“I’m from Saudi Arabia.”
“Saudi Arabia! Really! That’s amazing,” I say. “You came all the way from Saudi Arabia 

to Korea to study and become a barista.”
“Yes.”
“That’s great. Good luck.”
“Thank you.”

And of course, she also studied the Korean language at one of the twenty-five Rainbow 
Schools located all over the country. One of the main programs of the centre is to help 
children of migrant workers acquire vocational and business skills. Rainbow Schools are 
mainly funded by the government.
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Acquiring vocational and business skills for young people of multicultural back-
ground should be given more thought in Japan, too.  Many volunteer groups and NPOs 
are mostly concerned with the acquisition of language skills. However, very few offer 
skills training. A one-step higher level of support should also be offered to children 
with less privileged backgrounds.

違いから学び、それを祝う

ジャーナリスト、映像作家
レイ・ベントゥーラ

1. はじめに―新しい機会

私は2001年から日本に住んでいるが、最初の3年間は、基本的な日本語を学びながらボランティ
ア活動をしていた。当時の主な仕事は、コミュニティのニュースレターのために日本語のテキストを
タガログ語に翻訳することだった。今もなお非営利団体のために様々なボランティア活動をしてい
る。

2019年に参加した韓国訪問プログラムを通じて、移住者・移住労働者がどのように自らを組織す
るのか、様々な組織がどのように移住者・移住労働者を支援するのかについての新しい視点が得
られた。また、韓国政府・社会が、移民の社会統合に係る諸問題をどのように扱っているかを知る機
会となった。

以下では、日本に暮らす移住者として、ジャーナリストとして、コミュニティのボランティアとして、問
題意識、提言を提示したい。

2. 移住者コミュニティの力

韓国に暮らすミャンマー出身移住者・労働者は、多様な背景、目的をもつコミュニティ同士の協力
と人権・労働のための苦戦の経験を活かし、2019年に独自の組織として「在韓ミャンマー労働者福
祉センター」を設立した。また、韓国では、そのような移住者とそのコミュニティの活動を、市民社会と
行政もが手厚く支援していると感じた。

他方、日本には韓国の「在韓ミャンマー労働者福祉センター」のような役割を担うフィリピン人労
働者福祉センターのようなものはない。バブル時代にも、平成時代にも、今の令和時代にもない。日
本に暮らすフィリピン出身移住者・労働者は、支援、相談、助言が必要な場合は、非営利団体、ボラン
ティア・グループ、家族、友人、教会等に依存する一方、大使館に助けを求めたり、地方自治体に行っ
たりすることはない。　
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しかし、まだ非公式かつ一時的なものではあるが、最近、フィリピン出身移住者の組織が日本でも
現れ始めている。そのため、韓国のミャンマー出身移住者・労働者の取り組みを共有することは、日
本に住むフィリピン人に自立する方法を示すよい事例、よい刺激になろう。独自の組織の構築に遅
すぎることはないのであるから。

3. 多様性をとらえる、多様性に取り組む：日韓の違いと共通性

韓国での視察訪問では、ソウルの25区のうち、地域の住民の11．4％が外国人(約43万人)という
九老区での取り組みに触れることができた。とりわけ、韓国系中国人を含む中国出身が大半を占め
るこの地域では、その数の多さからも、多文化主義、多様性、社会統合に関する問題は避けられな
い。実際様々なグループの関心事、文化、民族グループを調和させるうえで、バランスの取れた対応
が必要とされるが、そのための活動、取り組みでリーダーシップをとっているのは女性だった。日本
でも、私の限られた経験から、多文化・多様性、マイノリティ分野で積極的にリーダーシップをとってい
るのは女性だった。日本と韓国に共通する、移住者・労働者の困窮を支援する最前線には女性が
いるという事実から、この複雑で繊細な社会問題に取り組むには、より深い、より広い理解力と寛容
が求められるということではないだろうか。

一方、訪問先の1つで在学生の約26％が外国ルーツの生徒である中学校では、「違いから学ぶ」
というスローガンのもと、「反差別・反ヘイト教育」、「多文化オフィス」、「多文化ハーモニー教室」、

「社会ビジョンの作成」などを実施していた。責任のある教育者によって発せられる「違いから学
ぶ」というメッセージは強力な提言であろう。また、1つの色しかない日本の公立学校と違って、その
中学校では壁や梁、テーブル、椅子が色やかに塗られ、人権、多様性についての学生の絵画、図、作
文が展示され、多様性を認める、調和を促進する取り組みが感じられた。そこから、視覚的な多様
性が実際の社会的多様性を促進する可能性をもつことを学んだ気がした。　　

４．移住者の社会統合プログラムの必要性

韓国では、無料で外国人や帰化した市民を対象に韓国語や文化、社会に関する講座を実施して
いる。この社会統合プログラムは、政府の責任のもと、詳細な内容を盛り込んだカリキュラムが組ま
れ、高い資格をもった教師が講義を行っている。この例のみならず、韓国での視察訪問を通じて、政
府の責任を強く感じた。 多くの組織が政府から資金提供、補助金、業務委託を受けている。法律に
対する強い意識もあり、その活動は法律に基づいて行われている。また、意思決定もより迅速に行
われているように思えた。

日本に来て間もない時期、経済的にも、時間的にも余裕がなかった私は、女性ボランティアによる
日本語クラスに通って基本的な日本語を学んだ。私が日本に住み始めた頃は、市や町の行政が公
式に提供する無料の語学クラスについて聞いたことがなく、一部には政府による資金提供があった
かもしれないが、ほとんどの組織は自発的なボランティア・グループだった。最近は、政府関連機関
によって一部、無料の日本語コースが提供されているとの変化はある。

日本に長年住んでいる私であっても、日本語学習を続けたい。そんな私にあるオプションの1つ
は、無料のボランティア語学クラスを継続することだが、授業の質は平均的なものである。また、日
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本には、移民労働者や長期滞在者のための無料の語学学校は非常に少ない。日本でも韓国の社
会統合プログラムのようなものを設けるべきだし、もしそれができれば間違いなく私も入学するだろ
う。

5．多文化背景を持つ若者のために

多文化背景をもつ若者のためのレインボーユースセンター。全国に25か所あるレインボースクー
ルの1つを訪問した際に、長い髪と茶色の肌を持つ若い女性がコーヒーメーカーの後ろに立ってラ
テを作っていた。私の「ここで働いていますか」との質問に「私はサウジアラビア出身の学生。バリス
タになりたい」と答える彼女に韓国語学習と、職業訓練の機会を提供しているのがレインボーユー
スセンターだった。政府の予算支援のもと、多文化背景の青少年が韓国語だけでなく、職業とビジ
ネスのスキルを身につけることを支援する取り組みだ。

日本でも多文化的背景を持つ若者に職業とビジネスのスキルを習得させる方策を考慮すべき
だ。多くのボランティア・グループとNPOは、主に語学スキルの習得に関心を持っており、キャリア支
援、スキル・トレーニングを提供する団体はあまりない。バックグラウンドにより機会に恵まれない子
どもにも、より高いレベルでのサポートを提供する必要があるのではないか。
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दक्षिण कोरियाबाट सिक्नुपर्ने बहुसांस्कृतिक समाजको एकिकरण

1. जापानमा बिदेशीहरुको अवस्था र समस्याहरु

जापानको आर्थिक विकासको लागि यहाँको जनसंख्यामा आएको गिरावट ठूलो समस्याको रुपमा रहेको बताइन्छ । सन् २१०० 
मा यहाँको कूल जनसंख्या करीव ७ करोड ५० लाखमा झर्ने र त्यसमा पनि ६५ बर्ष माथिको संख्या करीव ४० प्रतिशत, १५ देखि 
६४ बर्षको काम गर्न सक्ने उमेरकाको संख्या करीव ५० प्रतिशतमा झरी भविष्यमा कामदारको अभाव हुने अनुमान गरिएको छ । 

अर्कोतर्फ, जापानमा बिदेशीहरुको संख्यामा भने बार्षिक रुपमा बृद्धि भई सन् २०१८ मा करीव २७ लाख पुगेको छ । यसरी 
जापानीको संख्या घट्ने र बिदेशीको संख्या बढ्ने क्रमले जापानमा देखिएको कामदारको अभावलाई बिदेशीले पूर्ति गरेको पाइन्छ 
। तर, जापानमा विद्यार्थी, प्राविधिक प्रशिक्षार्थी तथा उनीहरूमा आश्रित परिवार भिसामा रहेकाहरु कामदारको रुपमा रहेका 
छन् । जो काम गर्नको लागि नभई अध्ययन अध्यापन र परिवारको साथमा रहनको लागि जापान आएका हुन । 

जापानमा हाल ४४ भन्दा बढी औद्योगिक क्षेत्रमा कामदारको आपूर्ति मागभन्दा कम छ । जापानमा देखिएको कामदार 
अभावको समस्या समाधान गर्नको लागि सरकारले सन् २०१९ अप्रिल महिनादेखि बिशेष प्राविधिक अर्थात तोकुतेइ गिनोउ 
नामको नयाँ भिसाको ब्यवस्था गरी बिदेशी कामदार भित्र्याउन शुरु गरेको छ । जापानले पहिलो पटक साधारण कामदारको 
रुपमा बिदेशीलाई भित्र्याउन खोजेको हो । बिदेशीहरुको संख्यामा आउने वृद्धिसंगै उनीहरुका विविध समस्याहरु देखा पर्नेछन् 
। साधारतया भाषाको समस्या र त्यसबाट आइपर्ने समस्याहरु हुन् । जापानी भाषा नजानेकै कारण बैंक खाता खोल्न, मोबाइल 
फोन लिन र कोठा लिन लगायतका आधारभूत सेवामा प्रत्यक्ष पहुंच नपुग्ने बिदेशीहरु पनि कम छैनन् । साथै, बिदेशी भएको 
कारण विविध खालका बिभेदहरु भोग्नु परेका पनि धेरै छन् । जस्तै, कोठा खोज्ने क्रममा अधिकांश घरबेटीको पहिलो प्रश्न नै 
उसको नागरिकता सम्बन्धी हुन्छ र कुनै राष्ट्र बिशेषको आधारमा रियल स्टेटको अफिसमै प्रबेश निषेध गरिन्छ । कुनै बिदेशी 
नागरिकको भिसाको अवधी कम छ भने उसले मोबाइल फोन लिनबाट वञ्चित हुनुपर्छ । बिशेषगरी भर्खर जापान आएका 
बिदेशीहरुले यस किसिमका समस्या भोग्नु परेका हुन्छन् । 

यसैगरी, सूचना तथा जानकारीको बहुभाषिकिकरण नहुँदा आवश्यक जानकारी नपाएर बिदेशीहरु समस्यामा पर्ने गरेका छन् । 
आगामी दिनमा बिदेशीहरुको संख्या बृद्धि भएसँगै यस किसिमका समस्याहरु झन बढ्ने अनुमान गर्न सकिन्छ । यस अवस्थामा 
स्थानीय निकायहरुले लागू गरेको बिदेशी लक्षित बिबिध कार्यक्रमहरुको उपयोगिताको बारेमा थप अनुगमन गर्न जरुरी देखिन्छ । 

2. दक्षिण कोरियाको अवलोकन भ्रमणबाट सिकेका कुराहरु

जापानको छिमेकी मुलुक दक्षिण कोरियामा पनि बिदेशीहरुको संख्या बार्षिक रुपमा बृद्धि भई सन् २०२० मा ३० लाख पुग्ने 
अनुमान छ । पछिल्लो समयमा आर्थिक साझेदारी प्रणाली (ईपिएस) मार्फत कोरिया आउने बिदेशीहरुको संख्यामा वृद्धि 
भइरहेको र उनीहरुको रोजगारसँग सम्बन्धित समस्याहरु पनि देखा परिरहेका छन् । त्यसैगरी बहुसांस्कृतिक परिवार भनिने बैदेशिक 
विवाह मार्फत कोरिया आउने बिदेशीहरुको संख्यामा पनि वृद्धि भैरहेको र फरक संस्कृतिको बुझाईको कमीले आउने समस्याहरु 
पनि छन् । 

ददक्षक्षऺऺणण  ककोोररररययााबबााटट  ससससक्क्ननुऩुऩननेे  बबहहुसुसााॉॉस्स्ककृृससततकक  ससममााजजककोो  एएककककककररणण  

एएभभररेे��  इइन्न्टटररननेशेशननऱऱ  स्स्ककुुऱऱ  जजााऩऩाानन  
भभूऩूऩााऱऱममाानन  श्रशेे्र�� 

११  जजााऩऩााननममाा  ससबबददेेशशीीहहरुरुककोो  अअववस्स्थथाा  रर  ससममस्स्ययााहहरुरु
जाऩानको आसथिक कवकासको ऱासग यहाॊको जनसॊख्यामा आएको सगरावट ठूऱो समस्याको रुऩमा रहेको बताइन्छ 

। सन ्२१०० मा यहाॊको कुऱ जनसॊख्या कररब ७ करोड ५० ऱाखमा झने र त्यसमा ऩसन ६५ बषि माथीको 
सॊख्या कररब ४० प्रसतशत, १५ देक्षख ६४ बषिको काम गनि सक्ने उमेरकाको सॊख्या कररब ५० प्रसतशतमा झरी 
भसबष्यमा कामदारको अभाव हनुे अनमुान गररएको छ । 

अकोतर्ि , जाऩानमा सबदेशीहरुको सॊख्यामा भने बाकषिक रुऩमा बकृि भई सन ्२०१८ मा कररब २७ ऱाख ऩगेुको 
छ । यसरी, जाऩानीको सॊख्या घट्ने र सबदेशीको सॊख्या बढ्ने क्रमऱे जाऩानमा देक्षखएको कामदारको अभावऱाई 
सबदेशीऱे ऩसुति गरेको ऩाइन्छ । तर, जाऩानमा सबद्याथी, प्रासबसधक प्रक्षशऺाथी तथा आक्षश्रत ऩररवार सभसामा रहेकाहरु 
कामदारको रुऩमा रहेका छन ्। जो काम गनिको ऱासग नभई अध्ययन अध्याऩन र ऩाररवाररक साथको ऱासग जाऩान 
आएका हनु । 

जाऩानमा हाऱ ४४ भन्दा बकढ औद्योसगक ऺ ेत्रमा कामदारको आऩसुति मागभन्दा कम छ । जाऩानमा देक्षखएको 
कामदार अभावको समस्या समाधान गनिको ऱासग सरकारऱे सन ्२०१९ अकप्रऱ मकहनादेक्षख सबशेष प्रासबसधक अथाित 
तोकुतेइ सगनोउ नामको नयाॊ सभसाको ब्यवस्था गरी सबदेशी कामदार सभत्र्याउन शरुु गरेको छ । जाऩानऱे ऩकहऱो 
ऩटक साधारण कामदारको रुऩमा सबदेशीऱाई सभत्र्याउन खोजेको हो । सबदेशीहरुको सॊख्यामा आउने बकृिसॊगै 
उनीहरुका सबसबध समस्याहरु देखा ऩने छन ्। साधारतया भाषाको समस्या र त्यसबाट आइऩने समस्याहरु हनु ्
। जाऩानी भाषा नजानेकै कारण बैंक खाता, मोबाइऱ र्ोन, कोठा ऱगायतका आधारभतू सेवामा प्रत्यऺ ऩहुॊच नऩगु्न े
सबदेशीहरु ऩसन कम छैनन ्। साथै, सबदेशी भएको कारण सबसबध खाऱका सबभेदहरु भोग्न ुऩरेका ऩसन धेरै छन ्
। जस्तै, कोठा खोज्ने क्रममा असधकाॊश घरबेटीको ऩकहऱो प्रश्ननै उसको नागररकता सम्बन्धी हनु्छ र कुनै राष्ट 
सबशेषको आधारमा ररयऱ स्टेटको अकर्समै प्रबेश सनषेध गररन्छ । कुनै सबदेशी नागररकको सभसाको अवधी कम 
छ भने उसऱे मोबाइऱ र्ोन सऱनबाट वक्षित हनुऩुछि । सबशेष गरी भखिर जाऩान आएका सबदेशीहरुऱे यस ककससमका 
समस्या भोग्न ुऩरेका हनु्छन ्। 

यसैगरी, सचुना तथा जानकारीको बहभुाकषकककरण नहुॊदा आवश्यक जानकारी नऩाएर सबदेशीहरु समस्यामा ऩने 
गरेका छन ्। आगामी ददनमा सबदेशीहरुको सॊख्या बकृि भएसॊगै यस ककससमका समस्याहरु झन बढ्ने अनमुान 
गनि सककन्छ । यस अवस्थामा स्थासनय सनकायहरुऱे ऱाग ुगरेको सबदेशी ऱक्षऺत सबसबध कायिक्रमहरुको उऩयोसगताको 
बारेमा थऩ अनगुमन गनि जरुरी देक्षखन्छ । 

२२  ददक्षक्षऺऺणण  ककोोररररययााककोो  अअववऱऱोोककनन  भ्रभ्रममणणबबााटट  ससससककेेककाा  ककुुररााहहरुरु
जाऩानको सछमेकक मऱुकु दक्षऺण कोररयामा ऩसन सबदेशीहरुको सॊख्या बाकषिक रुऩमा बकृि भई सन ्२०२० मा 

३० ऱाख ऩगु्ने अनमुान छ । ऩसछल्ऱो समयमा आसथिक साझेदारी प्रणाऱी (ईकऩएस) मार्ि त कोररया आउन े
सबदेशीहरुको सॊख्यामा बकृि भइरहेको र उनीहरुको रोजगारसॊग सम्बक्षन्धत समस्याहरु ऩसन देखा ऩरररहेका छन ्
। त्यसैगरी बहसुाॉस्कृसतक ऩररवार भसनन ेबैदेक्षशक सबवाह मार्ि त कोररया आउन ेसबदेशीहरुको सॊख्यामा ऩसन बकृि 
भैरहेको र र्रक सॊस्कृसतको बझुाईको कसमऱे आउने समस्याहरु ऩसन छन ्। 
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移住者として生きる

मैले सन् २०१८ र २०१९ गरी २ पटक कोरियाको अवलोकन भ्रमण गर्ने अवसर पाएँ । सन् २०१८ मा बिदेशी कामदार तथा 
बहुसांस्कृतिक परिवार सहयोग केन्द्र संचालन गरिरहेका निकायहरु, नेपाली, भियतनामी, बर्मेली समुदायसँग भेटघाट गरियो भने 
सन् २०१९ मा आप्रवासी बिदेशीहरुको सामाजिक एकीकरणको कार्यक्रमहरु संचालन गरिरहेका निकायहरुको भ्रमण गरियो । ती 
निकायहरुको प्रमुख गतिबिधीहरुमा बिदेशीहरुको सहयोग, परामर्श केन्द्रको संचालन, आप्रवासीहरुको सामाजिक एकीकरण आदि 
हुन् । परामर्श अन्तर्गत शिक्षा, स्वास्थ्य, बित्तीय सेवा, भिसा, सामाजिक कल्याण, उपभोक्ता आदि दैनिक जीवन यापनसँग 
सम्बन्धित कुराहरु समेटिएका छन् भने आप्रवासीको सामाजिक एकीकरण अन्तर्गत कोरियन भाषा तालिम, बिद्यालयहरुमा 
बहुसांस्कृतिक शिक्षा, युवाहरुलाई शिक्षा, रोजगार तथा सांस्कृतिक आदान प्रदानका कार्यक्रमहरु छन् । त्यसैगरी, कामदार 
सहयोग अन्तर्गत तलबको अशुली, काम परिवर्तन, कुटपिट, यौनहिंसा लगायतका समस्याको समाधान छन् । दक्षिण कोरियामा 
कार्यरत एनपिओ/एनजिओ, स्कुल, कलेज लगायतका अनुशन्धान निकायहरुले केन्द्रीय सरकार वा सिउल सिटीबाट अनुदान 
प्राप्त गरी गतिबिधीहरु संचालन गरिरहेका छन् । साथै, भिसाको म्याद सकिएर ओभरस्टे बसेकाहरुले पनि सरकारी अनुदानबाट 
संचालित निकायहरुबाट सेवा लिईरहेका कुराले म प्रभावित भएँ । निजी कम्पनीहरुले पनि आप्रवासीहरुको सहयोगको लागि ठूलो 
मात्रामा अनुदान दिई कार्यक्रमहरु संचालन गरिरहेको पाइयो । यसरी स्थानीय निकायहरु र निजी कम्पनीहरुको अनुदानबाट 
आप्रवासीहरुको लागि सहयोग कार्यक्रमहरु संचालन भईरहेको र उनीहरुले दिएका सेवाहरु पनि गुणस्तरीय र प्रभावकारी रहेको 
पाइयो । 

3. जापानमा लागू गरिने आगामी नीतिको लागि अपेक्षा र सुझाव

यस प्रोजेक्ट मार्फत धेरै कुरा सिक्ने मौका पाइयो र बहुसांस्कृतिक समाजको निर्माण र आप्रवासीहरुको सहयोगको सम्बन्धमा 
दक्षिण कोरियामा लागू भएका कार्यक्रमहरु जापानको आगामी नीति निर्माणमा महत्वपूर्ण सन्दर्भ सामाग्री हुन सक्दछ । 
जापानको बहुसांस्कृतिक कार्यक्रमहरु स्थानीय निकायको भरमा छोडिएको टिप्पणीहरु आईरहेका छन् र कम संख्याका स्थानीय 
निकायहरु यस कार्यमा सक्रिय देखिन्छन् । उनीहरुको कार्यक्रमको प्रभावकारीताको बारेमा पनि समिक्षा गरिनु आवश्यक 
देखिन्छ । अर्कोतर्फ, स्थानीय निकायहरुको कार्यक्रमहरु पनि आप्रवासीहरुले दैनिक रुपमा भोगिरहेका समस्या समाधानलाई 
लक्षित गरिनु पर्दछ । 

अधिकांश बिदेशीहरु भाषाको कारण आवश्यक सूचनाहरुबाट वञ्चित हुनु परिरहेको र बिदेशीको संख्यामा आएको वृद्धिसंगै 
उनीहरुको आफ्नै समाज निर्माण भई त्यसका सदस्यहरु सरकारी निकाय नभई आफ्नै समाजबाट सूचनाहरु संकलन गरिरहेका 
हुन्छन् । तर, उक्त समाजसँग पनि सही सूचनाहरु छन कि छैनन् भन्ने पनि एउटा समस्याको रुपमा रहेको छ । बिदेशीहरुको समाज 
भित्र संचार भईरहेका सूचनाहरु गलत पनि हुन सक्ने र त्यसमै बिश्वास गरेर आफ्नो कार्य अघि बढाउँदा नकारात्मक असर पर्न 
सक्ने सम्भावना पनि रहन्छ । सही सूचना सम्बन्धित ब्यक्तिसम्म पुर्याउनको लागि सकेसम्म बहुभाषिक रुपमा सूचना प्रसारण 
गर्ने र बिदेशीहरुको समाज तथा मेडियाहरुको सहयोग लिंदा राम्रो हुन्छ । साथै, सूचना प्रवाहको माध्याम परम्परागत रुपमा 
कागजी रुपमा मात्र नभई डिजिटल माध्यम अपनाउनु पनि उपयुक्त हुन्छ । 

माथि उल्लेख गरिए अनुसार जापानी भाषा नजानेकै आधारमा कोठा, मोबाइल फोन, बैंक खाता, क्रेडिट कार्ड आदि जस्ता 
आधारभूत सेवाबाट वन्चित हुनुपर्ने अवस्थामा सुधार नआएसम्म बिदेशीहरुमा जापान प्रतिको धारणा नकारात्मक रहने सम्भावना 
हुन्छ । यस्तो अवस्थाको सुधारको लागि टोल-टोलमा सांस्कृतिक आदान प्रदानका कार्यक्रमहरु बढीभन्दा बढी आयोजना गरी 
बिदेशी र जापानीहरुलाई सहभागी गराउनु आवश्यक छ । जसले गर्दा एक आपसको संस्कृतिको बारेमा बुझ्ने मौका पाउँछ र उनीहरु 
एउटै टोलबासीको रुपमा बिभिन्न गतिबिधीहरुमा सकृय हुन सक्छन् । 

जापानमा आप्रवासीहरुले दैनिक रुपमा भोग्नु परेका समस्याहरुको बारेमा ढुक्क भएर परामर्श लिने परामर्श केन्द्रहरु अझै 
पनि कम संख्यामा छन् । दक्षिण कोरियामा जस्तै जापानमा पनि सरकारी अनुदानमा निजी तथा बिदेशी संस्थाहरुले पनि परामर्श 
केन्द्रहरुको संचालन गर्ने ब्यवस्था भएमा आप्रवासीहरुले दैनिक परमर्शमा सजिलै पहुंच राख्थे र उनीहरुको जीवन यापन पनि 
सहज बन्थ्यो । अर्थात, सरकारले बहुसांस्कृतिक समाजको निर्माण र आप्रवासीहरुको सहयोगमा उनीहरुकै संस्था र निजी 

मैऱे सन ्२०१८ र २०१९ गरी २ ऩटक कोररयाको अवऱोकन भ्रमण गने अवसर ऩाएॊ । सन ्२०१८ मा 
सबदेशी कामदार तथा बहसुाॉस्कृसतक ऩररवार सहयोग केन्र सॊचाऱन गरररहेका सनकायहरु, नेऩाऱी, सभयतनामी, बमेऱी 
समदुायसॊग भेटघाट गररयो भन ेसन ्२०१९ मा आप्रवासी सबदेशीहरुको सामाक्षजक एकककरणको कायिक्रमहरु सॊचाऱन 
गरररहेका सनकायहरुको भ्रमण गररयो । सत सनकायहरुको प्रमखु गसतसबधीहरुमा सबदेशीहरुको सहयोग, ऩरामशि 
केन्रको सॊचाऱन, आप्रवासीहरुको सामाक्षजक एकककरण आदद हनु ्। ऩरामशि अन्तगित क्षशऺा, स्वास््य, सबक्षिय सेवा, 
सभसा, सामाक्षजक कल्याण, उऩभोक्ता आदद दैसनक जीबन याऩनसॊग सम्बक्षन्धत कुराहरु समेकटएका छन ्भन े
आप्रवासीको सामाक्षजक एकककरण अन्तगित कोररयन भाषा तासऱम, सबद्याऱयहरुमा बहसुाॉस्कृसतक क्षशऺा, यवुाहरुऱाई 
क्षशऺा, रोजगार तथा साॉस्कृसतक आदान प्रदानका कायिक्रमहरु छन ्। त्यसैगरी, कामदार सहयोग अन्तगित तऱबको 
अशऱुी, काम ऩररवतिन, कुटकऩट, यौनकहॊसा ऱगायतका समस्याको समाधान छन ्। दक्षऺण कोररयामा कायिरत 
एनकऩओ/एनक्षजओ, स्कुऱ, कऱेज ऱगायतका अनशुन्धान सनकायहरुऱे केक्षन्रय सरकार वा ससउऱ ससटीबाट अनदुान 
प्राप्त गरी गसतसबधीहरु सॊचाऱन गरररहेका छन ्। साथै, सभसाको म्याद सककएर ओभरस्टे बसेकाहरुऱे ऩसन सरकारी 
अनदुानबाट सॊचासऱत सनकायहरुबाट सेवा सऱईरहेका कुराऱे म प्रभाकवत भएॊ । सनजी कम्ऩनीहरुऱे ऩसन 
आप्रवासीहरुको सहयोगको ऱासग ठूऱो मात्रामा अनदुान ददई कायिक्रमहरु सॊचाऱन गरररहेको ऩाइयो । यसरी स्थासनय 
सनकायहरु र सनजी कम्ऩनीहरुको अनदुानबाट आप्रवासीहरुको ऱासग सहयोग कायिक्रमहरु सॊचाऱन भईरहेको र 
उनीहरुऱे ददएका सेवाहरु ऩसन गणुस्तररय र प्रभावकारी रहेको ऩाइयो ।  
 
३३  जजााऩऩााननममाा  ऱऱाागगु ु गगररररनने े आआगगााममीी  ननीीससततककोो  ऱऱााससगग  अअऩऩेेऺऺाा  रर  ससुझुझाावव  

यस प्रोजेक्ट मार्ि त धेरै कुरा ससक्ने मौका ऩाइयो र बहसुाॉस्कृसतक समाजको सनमािण र आप्रवासीहरुको सहयोगको 
सम्बन्धमा दक्षऺण कोररयामा ऱाग ुभएका कायिक्रमहरु जाऩानको आगामी नीसत सनमािणमा महत्वऩूणि सन्दभि सामाग्री 
हनु सक्दछ । जाऩानको बहसुाॉस्कृसतक कायिक्रमहरु स्थासनय सनकायको भरमा छोसडएको कटप्ऩक्षणहरु आईरहेका 
छन ्र कम सॊख्याका स्थासनय सनकायहरु यस कायिमा सकृय देक्षखन्छन ्। उनीहरुको कायिक्रमको प्रभावकारीताको 
बारेमा ऩसन ससमऺा गररन ुआवश्यक देक्षखन्छ । अकोतर्ि , स्थासनय सनकायहरुको कायिक्रमहरु ऩसन आप्रवासीहरुऱे 
दैसनक रुऩमा भोसगरहेका समस्या समाधानऱाई ऱक्षऺत गररन ुऩदिछ ।  

असधकाॊश सबदेशीहरु भाषाको कारण आवश्यक सचुनाहरुबाट वक्षित हनु ुऩरररहेको र सबदेशीको सॊख्यामा आएको 
बकृिसॊगै उनीहरुको आफ़्नै समाज सनमािण भई त्यसका सदस्यहरु सरकारी सनकाय नभई आफ़्नै समाजबाट सचुनाहरु 
सॊकऱन गरररहेका हनु्छन ्। तर, उक्त समाजसॊग ऩसन सकह सचुनाहरु छन कक छैनन ्भने्न ऩसन एउटा समस्याको 
रुऩमा रहेको छ । सबदेशीहरुको समाज सभत्र सॊचार भईरहेका सचुनाहरु गऱत ऩसन हनु सक्ने र त्यसमै सबश्वास 
गरेर आफ़्नो कायि अक्षघ बढाउॊदा नकारात्मक असर ऩनि सक्ने सम्भावना ऩसन रहन्छ । सकह सचुना सम्बक्षन्धत 
ब्यक्षक्तसम्म ऩरु् याउनको ऱासग सकेसम्म बहभुाकषक रुऩमा सचुना सॊप्रशेण/प्रकाशन गने र सबदेशीहरुको समाज तथा 
मेसडयाहरुको सहयोग सऱॊदा राम्रो हनु्छ । साथै, सचुना प्रवाहको माध्याम ऩरम्ऩरागत रुऩमा कागजी रुऩमा मात्र 
नभई सडक्षजटऱ माध्याम अऩनाउन ुऩसन उऩयकु्त हनु्छ ।  

माथी उल्ऱेख गररए अनसुार जाऩानी भाषा नजानकैे आधारमा कोठा, मोबाइऱ र्ोन, बैंक खाता, के्रसडट काडि 
आदद जस्ता आधारभतू सेवाबाट वक्षन्चत हनुऩुने अवस्थामा सधुार नआएसम्म सबदेशीहरुमा जाऩान प्रसतको धारणा 
नकारात्मक रहने सम्भावना हनु्छ । यस्तो अवस्थाको सधुारको ऱासग टोऱ-टोऱमा साॉस्कृसतक आदान प्रदानका 
कायिक्रमहरु बकढभन्दा बकढ आयोजना गरी सबदेशी र जाऩानीहरुऱाई सहभागी गराउन ुआवश्यक छ । जसऱे गदाि 
एक आऩसको सॊस्कृसतको बारेमा बझु्ने मौका ऩाउॊछ र उनीहरु एउटै टोऱबासीको रुऩमा सबसभन्न गसतसबधीहरुमा 
सकृय हनु सक्छन ्।  

जाऩानमा आप्रवासीहरुऱे दैसनक रुऩमा भोग्न ुऩरेका समस्याहरुको बारेमा ढुक्क भएर ऩरामशि सऱने ऩरामशि केन्रहरु 
अझै ऩसन कम सॊख्यामा छन ्। दक्षऺण कोररयामा जस्तै जाऩानमा ऩसन सरकारी अनदुानमा सनजी तथा सबदेशी सॊस्थाहरुऱे 
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संस्थाहरुलाई पनि सहभागी गराएमा त्यस्ता कार्यक्रमहरु अझ बढी प्राभवकारी हुने अनुमान गर्न सकिन्छ । 
जापानको घट्दो जनसंख्या र बिदेशीहरुको संख्यामा आएको वृद्धिले भबिष्यमा जापानको आर्थिक विकास बिदेशीहरुको 

गतिबिधीमा भर पर्नु पर्ने अवस्था देखिन्छ । त्यसैले बिदेशीहरुलाई कामदारको रुपमा मात्र नहेरी समाजको एक जिम्मेवार 
नागरिकको रुपमा पनि स्थापित गर्ने खालको नीति लागू गर्नुपर्ने आवश्यक देखिन्छ । बिदेशीहरुलाई जापानी समाजमा घुलमिल 
गराउने खालको सामाजिक एकीकरणका कार्यक्रमहरु लागू गरी त्यसलाई जापानीहरु माझ पनि बुझाउनु आगामी दिनको चुनौति हो 
र त्यसको लागि सरकार र स्थानीय निकायले उपयुक्त नीति ल्याउने अपेक्षा गरिएको छ । 

韓国から学ぶ多文化共生と移住者の社会統合

エベレスト・インターナショナル・スクール・ジャパン　
シュレスタ・ブパール・マン

1. 在日外国人の現状と課題

日本の経済発展において日本社会の少子高齢化が深刻な問題であると指摘されている。し
かし、2100年には、総人口が約7500万人に減少、総人口に占める65歳以上の人口の割合は4割
に、15歳から64歳までの労働人口は約5割になると予測され、人手不足は将来においてさらに深
刻な問題になっていこう。

一方、在日外国人は、2018年現在約270万人で年々増加傾向にある。日本人人口の減少と外国
人人口の増加があいまって、外国人が様々な人手不足の分野の供給源となっている。しかし、在日
外国人のなかには在留資格「留学」、「技能実習」、「家族滞在」で働いている人も多く、彼（女）らの
来日目的は就労ではなく、勉学または家族統合である。

現在は44の業種において求人倍率が1倍以上で、日本政府は、このような深刻な人手不足の問
題の解決策として、2019年4月から新しい在留資格「特定技能」のもとで外国人を受け入れることに
した。日本政府による初めての単純労働者の受入れである「特定技能」の下で外国人が来日するこ
とにより、日本の外国人の全体的な構成も変化していくだろう。

在日外国人の数が増加すれば様々な課題や問題も浮上するだろうが、基本的には言葉の壁と
それに関連する諸問題である。日本語ができないことから、銀行口座の開設や、携帯電話の開通、
部屋の契約など日常のライフラインの問題を抱える人も少なくない。また、外国人であることで差別
を感じている人も多い。例えば、住まい探しの際に、大半の大家の最初の質問は国籍であり、特定
の国籍については不動産屋に入る時点で門前払いされたり、在留資格の有効期限によって携帯電
話の契約ができなかったりする。このような問題は特に、来日したばかりの外国人が抱えやすい。

ऩसन ऩरामशि केन्रहरुको सॊचाऱन गने ब्यवस्था भएमा आप्रवासीहरुऱे दैसनक ऩरमशिमा सजीऱै ऩहुॊच राख्थे र 
उनीहरुको जीवन याऩन ऩसन सहज बन््यो । अथाित, सरकारऱे बहसुाॉस्कृसतक समाजको सनमािण र आप्रवासीहरुको 
सहयोगमा उनीहरुकै सॊस्था र सनजी सॊस्थाहरुऱाई ऩसन सहभागी गराएमा त्यस्ता कायिक्रमहरु अझ बकढ प्राभवकारी 
हनुे अनमुान गनि सककन्छ ।  

जाऩानको घट्दो जनसॊख्या र सबदेशीहरुको सॊख्यामा आएको बकृिऱे भसबष्यमा जाऩानको आसथिक कवकास 
सबदेशीहरुको गसतसबधीमा भर ऩनुिऩने अवस्था देक्षखन्छ । त्यसैऱे सबदेशीहरुऱाई कामदारको रुऩमा मात्र नहेरी 
समाजको एक क्षजम्मेवार नागररकको रुऩमा ऩसन स्थाकऩत गने खाऱको नीसत ऱाग ुगनुिऩने आवश्यक देक्षखन्छ । 
सबदेशीहरुऱाई जाऩानी समाजमा घऱुसमऱ गराउन ेखाऱको सामाक्षजक एकककरणका कायिक्रमहरु ऱाग ुगरी त्यसऱाई 
जाऩानीहरु माझ ऩसन बझुाउन ुआगामी ददनको चनुौसत हो र त्यसको ऱासग सरकार र स्थासनय सनकायऱे उऩयकु्त 
नीसत ल्याउन ेअऩेऺा गररएको छ ।  
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移住者として生きる

さらに、情報の多言語化が進んでいないため、必要な情報の不足によりトラブルにあう人も少な
くない。今後さらに外国人が増加すると予想される中、こうした問題はさらに拡大するだろう。ただ
し、地方自治体の今までの取り組みとそれによる効果がどの程度有効的かは疑問である。

2. 韓国の視察訪問とその印象

日本の隣国である韓国も、同じく外国人人口が年々増加しており、2020年には300万人に達する
という。近年は、雇用許可制に基づいて来韓する外国人が増加しており、就労などの諸問題が生じ
ている。また、多文化家族といわれる国際結婚等で来韓した外国人も増えており、異文化への理解
不足などによる問題もある。

私はプロジェクトメンバーとして2回（2018年、2019年）韓国の移住者関連団体を視察訪問し
た。2018年には、外国人労働者支援センターや多文化家族支援センターといった移住者にかかわ
る機関やNGO/NPO、ネパール、ベトナム、ミャンマーなどの移住者コミュニティを訪問した。2019年
には、移民・外国人の社会統合プログラムにかかわる機関や、地域社会の福祉・相談拠点機関、外
国ルーツの子ども・青少年支援センターと中学校などを訪問した。

訪問した団体の主な活動は、外国人の生活支援や、相談窓口の運営、移住者の社会統合プログ
ラムなどである。生活相談では教育、医療、金融、在留、保健福祉、消費者など生活にかかわる全般
的なものが含まれ、移住者の社会統合では韓国語学習や、小・中学校の多文化教育、青少年の教
育・就労支援、様々な交流活動などがある。労働者支援では、賃金未払いや、転職、暴力、セクハラ
などの問題解決がある。韓国で活動するNPO/NGOや、学校、大学のような研究機関の多くは、中
央政府及びソウル市のような地方自治体から専門性が認められ、委託を受けて活動を行っている。
また、在留資格のない「未登録者」状態の外国人も公的な支援が受けられる取り組みもあり、印象
的だった。

さらに、民間の企業からも、移住者にかかわる活動団体に高額の寄付や直接的な支援が行われ
ており、行政や企業のサポートで韓国の諸団体が移住者の支援活動に力を入れることができてい
ることがうかがえた。地方自治体のような行政の活動に加えて、民間の諸団体が公的な委託を受け
て移住者の支援活動に積極的であること、それゆえ質的にも高い水準の活動を行っていることが
印象的だった。

3. 日本における今後の取り組みの期待と提言

このプロジェクトを通じて多くのことを学ぶことができたが、多文化共生や移住者支援に関する
韓国の取り組みは、日本の今後の政策作りにも重要な参考になると考える。

日本の多文化共生の取り組みは、「自治体任せ」であると指摘され、ごく一部の自治体のみが積
極的であると言われているが、自治体による今までの取り組みがどの程度効果的であるかを調査
することも必要だろう。

一方、自治体の取り組みは、移住者コミュニティで実際に起きている問題や、日々の生活で抱えて
いる課題をもとに考える必要があろう。多くの外国人には言葉の壁により正確かつ必要な情報が
届いていない状況がある中、在留外国人の増加によって移住者コミュニティも次々と結成されるに
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つれて、日本語能力のない人は情報源として役所ではなく出身国のコミュニティに依存している。し
かしそのコミュニティが、正確な情報をもっているかどうかの問題がある。場合によっては、コミュニテ
ィのなかに誤った情報が流れ、結果として、その情報に依存した人が間違った方向に進む可能性も
高くなる。正確な情報を必要とする人に届けるためには、可能な限り情報を多言語化し、移住者コ
ミュニティやエスニックメディアと協力することが必要だろう。また、情報発信の仕方についても従来
の紙媒体のみならず、デジタル化する必要があると考える。

前述したように、日本語ができないことによって部屋、携帯電話、銀行口座、クレジット・カードなど
基本的なサービスから除外される状況が改善されない限り、外国人の日本に対する第一印象が悪
くなる可能性があろう。それを防ぐためにも、地域の中で国際交流イベントやプログラムなどが頻繁
に実施され、多くの外国人と日本人住民がともに参加できるようにする努力が必要だろう。それに
よって相互の文化を理解し、地域のために同じ住民として活動することにつながると考える。

さらに、日本には、移住者が抱える様々な問題や困りごとについて気楽に相談できる相談セン
ターや窓口がまだ少ない。韓国のように相談センターが、政府の委託・支援を受けて民間団体や外
国人コミュニティが運営する仕組みがあれば、移住者が生活相談によりアクセスしやくなり、より充実
した生活を送ることができよう。言い換えれば、行政が多文化共生や移住者にかかわる支援に外
国人・移住者コミュニティや民間団体が参加できるようにすることで、支援がより効果的になると考
える。

日本の人口減少と外国人の増加を踏まえると、将来的には日本の経済発展が外国人の活躍に
依存せざるを得ない状況が生じうるという。そのため、外国人を単なる労働者としてではなく、地域
社会の一員として定住化させるような取り組みを導入する必要があろう。外国人が地域社会に溶け
込めるよう社会統合プログラムを実施し、それを日本国民にも理解させていくことが今後の課題で
あり、そのための政府や地方自治体による適切な政策や取り組みを期待したい。
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Nhật Bản trong thời đại di dân 
―Tương lai của niềm tin và sự tử tế―

(Pháp nhân) Hội người Việt Nam tại Nhật Bản VAIJ
Trần Phương Nam

1. Mở đầu

Năm 19 tuổi, tôi tới Nhật như những du học sinh tư phí khác. Ấn tượng ban đầu về cuộc 
sống tại Nhật là mình giống như một người khách qua đường trong một xã hội xa lạ, cùng 
sự cô độc khi bị cuốn vào guồng quay của học hành và đi làm thêm gần như không có tiếp 
xúc với người khác, kể cả người Nhật hay người Việt. Tôi học hết trường tiếng, học lên 
trường dạy nghề, học chuyển tiếp lên đại học theo dòng đẩy của cuộc đờ. Nhưng trong 
những năm tháng đó, tôi không cảm thấy đây là nơi thuộc về mình. Sau khi bỏ dở đại học 
và đi làm, tôi bắt đầu tham gia các hoạt động xã hội và dần hiểu hơn về Nhật Bản khi nói 
chuyện với những người Nhật cùng tham hoạt động. Việc thay đổi đó khiến tôi suy nghĩ 
nhiều hơn về lý do mình tới Nhật, lý do mình ở lại Nhật, có cái gì đó thôi thúc tôi đi tìm 
câu trả lời cho những câu hỏi đó. Sau đó những hoạt động tôi tham gia ngày càng nhiều 
hơn, ban đầu là những hoạt động giao lưu giưa người Nhật và người nước ngoài (phần 
nhiều là với người Việt), sau đó là những hoạt động của các nhóm cộng đồng người Việt 
với nhau. Dần dần tôi xác định được mục tiêu là tạo ra những mối liên kết người người 
Việt với nhau và giữa người Việt và người Nhật

Lần này tôi tham gia vào “chương trình Giao lưu di trú Nhật Hàn” để tìm hiểu về hoạt 
động của các nhóm cộng đồng người nước ngoài tại Hàn Quốc, tham khảo kinh nghiệm 
cho việc triển khai hoạt động cho cộng đồng người Việt tại Nhật Bản và hơn hết là nói lên 
tiếng nói của một người di trú đang sống trong xã hội Nhật Bản.

2. Những đạt được từ chuyến công tác Hàn Quốc : Chính sách di dân của Hàn 
Quốc và hiện trạng

Với tư cách là một quốc gia có nền kinh tế phát triển và dân số già hóa nhanh, Hàn Quốc 
cũng gặp vấn đề về dân số lao động giống Nhật Bản. Vào năm 2003, Hàn Quốc thông qua 
“Dự thảo luật liên quan đến lao động người nước ngoài”, tạo tiền đề cho các luật và chính 
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sách có lợi cho người lao động nói riêng và người nước ngoại sống tại Hàn Quốc nói 
chung. Lần công tác Hàn Quốc này là dịp để tôi và những người trong đoàn được tìm hiểu 
về chính sách di dân của Hàn Quốc và tình trạng thực thi các chính sách này.

Tại Hàn Quốc, các luật liên quan đến người nước ngoài có 3 luật chính, đó là “Luật tuyển 
dụng lao động người nước ngoài”, ”Luật cơ bản đối xử với người nước ngoài sống ở Hàn 
Quốc” và ”Luật hỗ trợ gia đình đa văn hóa”. Dựa vào từng luật mà quyết định cơ chế chính 
sách, dự toán chính phủ và các hoạt động hỗ trợ cho từng loại đối tượng. Và đặc điểm 
của cơ chế hỗ trợ là các hoạt động hỗ trợ trực tiếp phần lớn là do các đoàn thể xã hội địa 
phương tiến hành chứ không phải do các cơ quan của chính phủ như ở Nhật. Nói chính 
xác là các nội dung hỗ trợ theo luật định sẽ được nhà nước ủy thác cho các đoàn thể xã hội 
địa phương này và chi phí cho các hoạt động hỗ trợ người nước ngoài sẽ được hỗ trợ từ quỹ 
của chính phủ và 1 phần từ sự đóng góp của các doanh nghiệp và người dân địa phương. 

Trong lần công tác này, ấn tượng để lại là lần đến thăm “Trung tâm hỗ trợ tổng hợp 
dành cho người nước ngoài”. Trong trung tâm thì ngoài những nhân viên chính thức thì 
còn được sự tham gia đóng góp của hơn một nghìn chuyên viên tư vấn, bác sỹ và điều 
dưỡng viên. Nội dung hoạt động thì ngoài các hoạt động hỗ trợ thông thường (Tư vấn 
về vấn đề lao động, khám chữa bệnh định kỳ, tư vấn thuê phòng hay dạy tiếng Hàn, lớp 
hướng dẫn cuộc sống tại Hàn…) thì trung tâm còn có các lớp dạy nghề hay các khóa đào 
tạo khởi nghiệp dành cho người nước ngoài. Tôi khác bất ngờ vì với số nhân viên ít ỏi 
(chỉ có 6 người fulltime) nhưng với sự hợp tác của các chuyên gia và tình nguyện viên mà 
trung tâm đã tạo được những hoạt động rất thiết thực.

Ngoài ra chúng tôi còn được đi thăm 1 trường trung học có gần 30% học sinh có xuất 
thân ngoại quốc (bố mẹ người nước ngoài, con lai hay trẻ người Hàn nhưng sống từ nhỏ 
tại nước ngoài) và 1 trung tâm chuyên hỗ trợ thanh thiếu niên thuộc diện này. Ở 2 cơ quan 
này, trẻ có xuất thân ngoại quốc ngoài việc được học tiếng Hàn và văn hóa Hàn Quốc thì 
còn được định hướng tương lai và nhận được giáo dục nghề nghiệp để lơn lên có thể tự 
độc lập trong xã hội Hàn Quốc. Những cơ quan giáo dục như thế này tôi chưa thấy ở Nhật 
Bản và cảm thấy đây là hoạt động rất có ý nghĩa vì nếu những thanh thiếu niên này nhận 
được giáo dục tốt thì sẽ trở thành cầu nối văn hóa giữa cộng đồng người nước ngoài tai 
địa phương và cư dân bản địa cũng như trở thành cầu nối cho bước tiến toàn cầu hóa của 
nước sở tại.

Mặt khác, tôi thấy hoạt động của các tổ chức cộng đồng người nước ngoài tại Hàn Quốc 
lại có những điểm khá khác biệt với các tổ chức xẫ hội địa phương. Hoạt động của các tổ 
chức cộng đồng người nước ngoài có đặc điểm là dựa vào sự tương trợ của những người 
chung xuất thân nên dễ nhận được sự tin tưởng từ đối tượng được hỗ trợ, nhưng ngược 
lại các tổ chức này lại gặp khó khăn nhiều trong việc tìm địa điểm, kinh phí hay tìm nhân 
viênđể duy trì hoạt động. Chúng tôi có đi thăm Trung tâm hỗ trợ lao động người Myanmar 
tại Hàn Quốc, trung tâm này được hình thành từ việc tập hợp đại biểu của trên 30 nhóm 
cộng đồng nhỏ của người Myanmar tại Hàn và đại diện cho những nhóm cộng đồng này 



43

移住者として生きる

trong việc hỗ trợ về pháp lý hay tiến hành quyên góp khi cần. Đây là mô hình rất hay và 
có giá trị tham khảo cao cho các hoạt động của cộng đồng người Việt Nam tại Nhật Bản.

Cảm nhận trong lần đi công tác Hàn Quốc lần này là tuy kinh tế đã khá phát triển 
nhưng tôi vẫn cảm nhận được sự sôi động ngầm của xã hội Hàn Quốc. Người dân ở Hàn 
có mối quan tâm lớn tới các vấn đề xã hội và nhân quyền nên với các hoạt động công 
ích dễ nhận được sự quan tâm và hỗ trợ của người dân, chuyên gia, doanh nghiệp. Điều 
đó ảnh hưởng tích cực tới việc tham gia các hoạt động xã hội của người nước ngoài và 
thúc đẩy việc tạo dựng các cộng đồng người nước ngoài tại các địa phương. Điều đó làm 
những người hoạt động cộng đồng tại Nhật như chúng tôi cảm thấy ao ước. Nhưng mặt 
khác, cùng với việc chia các đối tượng hỗ trợ ra với các chính sách riêng biệt dễ tạo ra 
những bước tường ngăn cách các nhóm đối tượng được hỗ trợ với nhau và với bản thân 
người bản địa. Và qua việc quan sát các chính sách cho người ngoại quốc của hàn quốc 
thì tôi thấy bộ phần phát huy thế mạnh đa văn hóa vẫn còn thiếu và có chút hơi hướng 
của chính sách đồng hóa văn hóa.

3. Nhật bản trong thời đại di dân

1) Nhật Bản và những người trẻ tuổi mang “giấc mơ Nhật” 

Ở Nhật thì do ảnh hưởng của những bộ phim Mỹ chiếu tràn lan trên TV vào những năm 
60 của thế ký trước, mà câu chuyện về “giấc mơ Mỹ” đã được truyền lưu trong giới trẻ và 
có nhiều người đã bằng mọi sách để sang Mỹ với những mong ước cháy bỏng của một 
dân tộc thất bại sau chiến tranh. Nhưng với ngày nay, trong giới trẻ các nước đang phát 
triển ở châu Á thì Nhật Bản đã và đang là một biểu tượng của sự phát triển với những câu 
chuyện được lan truyền về “giấc mơ Nhật”. Trong những năm 80, 90 của thế kỷ trước, các 
nét văn hóa Nhật phim truyền hình (đặc biệt là “Osin”), truyện manga (Doraemon, Bảy 
viên ngọc rồng…), trò chơi điện tử nên danh tiếng của Nhật Bản được đẩy lên cao. Thêm 
vào đó là nên kinh tế đứng thứ 2 thế giới hay độ nổi tiếng của những công nghệ mang tên 
“kỹ thuật Nhật Bản” đã tạo nên ảnh hưởng lớn tới các thanh thiếu niên ở các nước đang 
phát triển thời bấy giờ. Hiện tại những thanh thiếu niên đó đã trở thành tầng lớp lao động 
chính của xã hội và họ bắt đầu khăn gói lên đường qua Nhật để tìm cách thực hiện giấc 
mơ thưở nhỏ có tên “Japan Dream”.

2) Nhật bản với tình trạng thiếu hụt nguồn lao động và danh tiếng đang thấp 
dần

Chúng ta vẫn nghe đài báo nói về câu chuyện thiếu hụt nguồn lao động ở Nhật Bản, 
nhưng câu chuyện thực tế thì nghiêm trọng hơn các bài phân tích rất nhiều. Hiện nay, 
NHK đang chiếu 1 đặc tập về những xí nghiệp Nhật phá sản hàng loạt do làm ăn thua lỗ, 
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mà trong đố 1 phần nguyên nhân là do không có người lao động. Những kỹ thuật đặt biệt 
chỉ có ở các công ty vừa và nhỏ của Nhật sẽ mất dần mà không có người nối nghiệp. Các 
chính sách về lao động người nước ngoài được đưa ra để đối phó với trình trạng này mà 
điển hình là chính sách về mở rộng tiếp nhận du học sinh và tu nghiệp sinh kỹ năng.

Nhưng có một lỗ hổng trong các chính sách này đó là mảng trợ giúp, hỗ trợ người nước 
ngoài và xử lý các tranh chấp phát sinh. Lỗi không hoàn toàn do ở phía Nhật bản mà một 
phần do các tổ chức trung gian môi giới người ở tại các nước cử người đi, nhưng những 
tin tức xấu về môi trường làm việc, đãi ngộ hay phân biệt đối xử có xu thế truyền lưu về 
nội bộ các nước này. Bây giờ người lao động hay du học sinh có thể lựa chọn một số điểm 
đến khác ngoài Nhật như Hàn Quốc, Đài Loan, các nước châu Âu và Nhật Bản đã không 
còn là lựa chọn ưu tiên với tư cách là điểm dừng chân cho ước mơ xuất ngoại.

3) Tương lai của niềm tin và sự tử tế

Đối với người mang “giấc mơ Nhật” như tôi, Nhật Bản có sức hấp dẫn đặc biệt mà không 
nơi nào có được. Nền văn hóa đặc sắc, những kỹ thuật hàng đầu thế giới, hệ thống sản 
xuất hiệu suất cao, là cội nguồn của các tư tưởng sống sâu sắc, tất cả đều là những thứ 
dáng để học hỏi. Vấn đề của Nhật Bản hiện nay là làm sao để phát huy những thế mạnh 
của bản thân nước Nhật, làm sao để làm sự tự tế trong văn hóa Nhật được lan tỏa và thay 
đổi nhận thức của thế giới về Nhật Bản, biến chính sách lao động người nức ngoài trở 
thành môi trường để tạo ra những nhân tài kết nối Nhật Bản và thế giới trong thời đại 
toàn cầu hóa. Để làm được điều đó, tôi mong Nhật Bản sẽ nghiên túc trong việc thúc đẩy 
xây dựng “Xã hội Cộng sinh Đa văn hóa”. 

４. Chung tay xây dựng xã hội Cộng sinh Đa văn hóa 

Xã hội Cộng sinh Đa văn hóa là “Xã hội được tạo dựng dựa trên nền tảng tôn trọng sự khác 
biệt văn hóa và quán triệt tinh thần cộng tồn - cộng vinh”. Do đó để tạo ra một xã hội như 
vậy cần tạo ra một môi trường mà cả người dân, doanh nghiệp, đoàn thể xã hội Nhật, và 
người nước ngoài, các cộng đồng người nước ngoài tại Nhật đều có thể tham gia.

Một số điều có thể tham khảo qua chuyến thăm hàn Quốc là : ① Các buổi hướng 
dẫn về sinh hoạt tại Nhật cho người mới sang bắng tiếng mẹ đẻ, ② Các khóa hướng 
dẫn cho công ty tiếp nhận người lao động trước khi nhận người, ③ Cơ chế hỗ trợ cho 
những người lao động đang làm trong các công ty Nhật,④ Cơ chế xử lý khi có tra-
nh chấp xảy ra, ⑤ Các hoạt động giao lưu văn hóa giữa người nước ngoài và người 
Nhật ở địa phương,⑥ Chương trình đào tạo nhân tài trong bối cảnh toàn cầu hóa 
 Để thực hiện những hoạt động này, cần sự hợp lực của các bên liên quan để đưa ra những 
việc thiết yếu cần tiến hành và lên lịch cụ thể để thực hiện chúng.

Bên cạnh đó, có một sự thật là hiện tại xã hội Nhật Bản chưa có nhận thức rõ về các 
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vấn đề xã hội và nhân quyền liên quan đến người nước ngoài cư trú tại Nhật. Hiện tại, 
có nhiều vụ việc đau lòng xảy ra tại nơi làm việc, nên chăng chính phủ Nhật nên xem lại 
việc hướng dẫn doanh nghiệp trước khi tiếp nhận người nước ngoài và có cơ chế xử phạt 
nghiêm các công ty vi phạm.

5. Lời kết

Nhật Bản đã thông qua việc sửa đổi Luật nhập cảnh vào tháng 12 năm 2018 và lần sửa đổi 
này được xem như sẽ mở ra thì một thời đại mới với cộng đồng người nước ngoài sinh 
sống tại Nhật. Cùng với các chính sách hỗ trợ đi kèm, lần sửa đổi này được kỳ vọng là 
sẽ thúc đẩy Nhật Bản tiến vào thời đại của “Xã hội Cộng sinh Đa văn hóa” nơi mà người 
Nhật và người nước ngoài cư trú tại Nhật sẽ cùng chung sống. Nhật Bản sẽ làm thế nào 
để đương đầu với những vấn đề sẽ phát sinh khi người nước ngoài đột ngột tăng lên? Nếu 
chuẩn bị tốt cho các vấn đề nảy sinh thì có thể sẽ mở ra một tương lai tươi sáng cho xã 
hội Nhật.

「移民時代」の日本 
―信頼と思いやりの将来―

一般社団法人 在日ベトナム人協会
チャン フォン ナム

１．はじめに

私は19歳で来日し、他の私費留学生と同じ留学生生活を送った。不慣れの環境で不安を抱きな
がら、他の人とコミュニケーションを取らず孤独な日々を送った。日本語学校・専門学校・大学へと進
学したが、ずっと日本社会の中に自分の居場所が見つからなかった。大学の中退後に就職したこと
をきっかけに参加したボランティア活動で様々な日本人と出会い話す機会が増えたことで、日本社
会の理解が深まり、自分の存在する理由も探したいと思うようになった。その後、いくつかの日本人
と移住者が一緒に活動するコミュニティやベトナム出身者のコミュニティに参加しながら、移住者と
日本の社会との結び紐となることを目指すようになった。

一方、日韓移住者交流プログラムに参加したことで、日韓に移住した他のコミュニティの活動に触
れ、学び合いながら、在日ベトナム人コミュニティの構築への視点を得るとともに、移住者として「移
民時代」の日本社会の一員として自分の思いを伝える機会も得られた。
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２. 韓国訪問を通じて：韓国における移民政策と実状

日本と同じく労働人口の減少が社会的課題となっている韓国では、2003年に「外国人労働者雇
用などに関する法律」の制定をはじめ、その後移住者関連の法律・政策が検討、実施される等移住
者にかかわる大きな展開があった。今回、韓国で移住者にかかわる活動をしている団体等を訪問し
たことにより、韓国の移民政策の現状を知ることができた。

韓国では、移住者に関わる法律として雇用許可制関連法、「在韓外国人処遇基本法」、「多文化
家族支援法」の3つが中心となっており、それに基づいて予算措置や施策・支援活動が決められて
いる。また特徴的な点は、移住者にかかわる支援を政府機関が直接行うよりは、市民社会団体等に
委託する形で行うことが多いことである。ただし、市民社会団体による移住者関連活動は、政府によ
る委託、助成とあわせて、企業や市民による寄付や参加で行われている。

今回、訪問した団体の中で移住者向けのワンストップセンターが印象的だった。そこでは、セン
ターには常勤職員以外に、連携している法律専門家・医者・看護師が1000人以上もいるという。活
動内容も一般支援（労働環境の相談・定期的医療支援・不動産の相談・オリエンテーション・韓国
語の教育）以外に職業訓練や起業家育成などがあった。常勤職員は少ないものの、ボランティア・ス
タッフや専門家の協力により充実した活動をしていることに驚いた。

他にも、外国にルーツをもつ子供が多い学校と、彼らを対象とする青少年センターを訪問したが、
そこでは外国ルーツの青少年のための素晴らしい教育やサポートが行われていた。韓国語、韓国
文化だけでなく、将来のキャリア指導、職業訓練など、韓国の社会で自立できる教育は日本では見
られないものだった。

一方、日本の移住者コミュニティの活動は、韓国の市民社会団体と比べて、活動の内容など多く
の点で異なる。移住者コミュニティは、同じ出身国の人々が支え合う精神で運営されるので、支援対
象から信頼を得やすい反面、活動場所、活動費用を自ら調達する必要があり、人の確保も課題であ
る。韓国で訪問した在韓ミャンマー人が運営している労働者センターは、30以上のミャンマー・コミュ
ニティの代表者たちが話し合いし、団結して結成されたという。現在、在日ベトナム人も小さなコミュ
ニティが多くできている状態で、どうやって連結するかに苦悩しているので、とても参考になるモデル
と感じた。

一方、韓国を訪れて感じたのは、やや沈滞した雰囲気の日本とは違い、社会全体に活気がある
ことだった。また韓国の市民らは、社会問題、人権問題に対して高い関心を持っていると感じた。そ
のため、社会のための公益活動は、市民、企業、専門家からの応援・支援を受けており、韓国に暮ら
している移住者も移住者コミュニティへの意識が高い。私をはじめ日本で活動している移住者団体
にとってはうらやましいことといえる。ただし、韓国では、移住者を対象別に分けてサポートしている
ため、韓国人と移住者、また対象が違う移住者同士に壁が生まれるではないかと、ある意味、多文
化共生政策というより同化政策としての側面が強いとも感じた。
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３．「移民時代」日本

１）日本とジャパンドリームを持つアジア発展途上国の若い者 

日本では1960年代にTVで放送されたアメリカドラマによってアメリカンドリームのブームがあった
が、現在アジアの発展途上国の若者の中ではジャパンドリームが流行っている。1980年、90年代から
アジアの発展途上国では、TVで日本の漫画（ドラえもん、ドラゴンボールなど）やドラマ（特に「おし
ん」）を放送していたため、日本の人気が高まった。当時、世界第2位の経済力だけではなく、世界有
数の技術力もとても魅力的であり、日本を憧れる少年、少女が増加した。その少年、少女が現在、20
代、30代の若者となり、日本に行く夢「ジャパンドリーム」を実現するため、外国人技能実習生や留学
生となり来日しているし、私もその一人だった。

２） 人手不足が深刻となった日本、国のブランドが低下

日本の人手不足の問題をよく耳にするが、それは想像するより困難な状態になっている。NHK
の特集「大廃業時代～会社を看取（みと）るおくりびと～」では、人手不足で企業が倒産する時代を
迎えていることを映し出していた。労働人口の減少で日本が世界に誇りを持った技術も消えてい
く。人手不足対策として、近年外国人技能実習生や留学生が急増しているが、移住者のための政
策、サポート体制、トラブル対応は不十分な状態である。原因の一部として送出し側の国での悪質
ブローカーという存在があるが、日本国内のサポート体制、トラブル対応の不十分もあり賃金未払
いや差別された悪い事例がベトナム国内に広がっていることで、現在日本というブランドが低下し
ているのを感じる。現在日本以外の国に目を向ければ、支援体制が進んでいる韓国、待遇が良い
ヨーロッパ、入国条件が低い台湾など、日本より良い選択肢が現れている。良い人材は日本より別
の選択をする傾向が少しずつ多くなってきている。

３）移民時代の日本——信頼と思いやりの将来——

ジャパンドリームをもって来日した私からみると、日本は素晴らしい魅力を持っている。独特な文
化、世界が認めていたトップの技術、効率の高い生産システムなど、勉強できることが数多い。これ
から増えていく移住者の若者に対して、彼らを育てていく、自分の成長を可能にする日本を世界に
見せて、私たちを日本と世界を繋ぐグローバル人財として教育してくれる、信頼と思いやりのある日
本になってほしいと願う。そのためには、「多文化共生社会」の実現に総力を挙げてほしいと思う。

４．多文化共生社会——誰が作るのか 

「多文化共生」とは、「異文化（多文化）を理解した上で、お互いに共に生きること」だと思う。日
本人、日本企業はさることながら、移住者コミュニティも積極的に参加できる環境を作っていく必
要がある。少なくても韓国でみてきたことから、①入国する際の日本生活についてのオリエンテー
ション（できれば母国語で）、②移住者を採用する企業を対象とした採用前のセミナーの実施、③企
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業で働いている移住者をフォローする仕組み、④トラブルへの対応する仕組み、⑤自治体による日
本人と移住者の文化交流の促進、⑥移住者をグローバル人財としての育成するための教育、といっ
た対応が必要だろうと考える。

それを実現するために、政府機関・民間団体・自治体は力を合わせ、また移住者と移住者コミュ
ニティも参加できるサポート制度を作る必要があろう。また、その実現に向けてスケジュールを明確
にして取り組んでいくべきだろう。

さらに、日本では、移住者の労働環境や人権問題がまだあまり認識されていないと感じる。認識
レベルの問題にとどまらず、労働現場で多くの悲惨な出来事が現れている今、企業に対する受け入
れ教育をもう一度見直し、法違反については厳格に対応すべきだろう。

5．おわりに

日本は、2018年12月の入管法改正により外国人の「労働者」の受け入れをめぐって新しい時代
に入っているといえる。今回の法改正を日本が多文化共生社会へ変わるきっかけとなるものとし
て、ポジティブに捉えることが求められよう。急増する移住者にどう対応するか。その現実にしっかり
対応することで、よい未来が開けるのではないだろうか。
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韓国側移住者メンバーによる報告

ကိုရီးယား- ဂ်ပန္ ႏွစ္ႏိုင္ငံတြင္း ေရႊ႕ေျပာင္းသူႏွင့္ ေ
ရႊ႕ေျပာင္းသူကြန္ျမဴနတီအေပၚ ေမွ်ာ္လင့္ျခင္းႏွင့္ အနာဂတ္အလားအလာ

စိုးမိုးသူ လုပ္ငန္းေကာ္မတီဥကၠဌ 
ျမန္မာအလုပ္သမားလူမႈဖူလံုေရးစင္တာ

၁။ ဂ်ပန္ႏိုင္ငံတြင္း ေရႊ႕ေျပာင္းသူေပၚလစီႏွင့္ ေရႊ႕ေျပာင္းသူ ကြန္ျမဴနတီမ်ား ပံုရိပ္

ကိုရီးယား၊ဂ်ပန္ ႏွစ္ႏိုင္ငံတြင္း ေရႊ႕ေျပာင္းသူမ်ား ဖလွယ္ေရး ပေရာ့ဂ်က္အရ ကိုရီးယားႏွင့္ ဂ်ပန္ႏိုင္ငံမ်ားသည္ ေ
ရြ႕ေျပာင္းအလုပ္သမားမ်ားအား မျဖစ္မေန လိုအပ္ေနသည့္ ႏိုင္ငံမ်ားျဖစ္ၾကသည္ကို သိရွိခဲ့ရသည္။ ထို႕ေၾကာင့္ ႏွ
စ္ႏိုင္ငံ၏ အစိုးရမ်ားသည္ ေရႊ႕ေျပာင္းသူမ်ားအတြက္ မ်ိဳးစံုလင္ေသာ စနစ္မ်ားကို အသီးသီး က်င့္သံုးေနၾကသည္။ 
ထုိကဲ့သို႕ေသာ္ စနစ္မ်ိဳးစံုလင္ ျပဌာန္းထားရေလာက္ေအာင္ပင္ အဆိုပါႏိုင္ငံမ်ားအတြက္ ေရႊ႕ေျပာင္းသူမ်ားသည္ 
အလြန္ လိုအပ္ေနၾကျခင္းျဖစ္သည္။ ထို႕ေၾကာင့္ ေရႊ႕ေျပာင္းသူမ်ားႏွင့္ အတူတကြ တည္ေဆာက္ေသာ 
အနာဂတ္အတြက္လည္း ျပင္ဆင္ေနၾကသည္ကိုလည္း ေလ့လာ ေတြ႕ရွိခဲ့ရသည္။

သို႕ေသာ္ျငားလည္း ဂ်ပန္ႏိုင္ငံရွိ မိိမိႏွင့္ အေျခအေနတူေသာ ခိုလႈံသူမ်ားႏွင့္ ေတြ႕ဆံုေဆြးေႏြးခဲ့ရာတြင္ ေနထိုင္ရာ 
တိုင္းျပည္ကြဲျပားလည္း ေရႊ႕ေျပာင္းသူတို႕ ခံစားရေသာ နာက်င္မႈ၊ အခက္အခဲ၊ အစိုးရ၏ ေဘးဖယ္တတ္ေသာ 
အမူအက်င့္မ်ားမွာမူ အားလံုး တူညီေနသည္ကို ေတြ႕ရွိခံစားခဲ့ရသည္။ တဘက္တြင္ ေထာက္ပံ့ေပးေသာ စနစ္မ်ား 
က်င့္သံုးေနေသာ္လည္း အျခားတဘက္တြင္မူ ကိုရီးယားအစိုးရႏွင့္ ဂ်ပန္အစိုးရမ်ား၏ ေရႊ႕ေျပာင္းသူအတြက္ 
စနစ္မ်ားသည္ ခြဲျခားပိတ္ပင္ ခ်ဳပ္ခ်ယ္ကန္႕သတ္မႈမ်ားတြင္ ထပ္တူညီေနသည္။

ကိုရီးယားမွာ လႈပ္ရွားခဲ့ေသာ မိမိအေတြ႕အၾကံဳမ်ားကို အေျခခံ၍ ဂ်ပန္ႏိုင္ငံတြင္း ေရႊ႕ေျပာင္းသူအေရး လႈပ္ရွားမႈကို 
ေလ့လာေသာ္ ဂ်ပန္လူမႈအသိုက္အ၀န္း၏ ေရႊ႕ေျပာင္းသူအေပၚ ေထာက္ပံ့ေရး လႈပ္ရွားမႈမ်ားသည္ အလြန္ 
မ်ိဳးစံုလင္ေသာ္ျငား တစ္ဘက္မွာမူ ေရႊ႕ေျပာင္းသူမ်ား ကိုယ္တိုင္ပါ၀င္လႈပ္ရွားမႈ (၀ါ) ေရႊ႕ေျပာင္းသူကြန္ျမဴနတီမ်ား၏ 
လႈပ္ရွားမႈမ်ားမွာမူ မ်ားစြာ အားနည္းေနသည္အား ေတြ႕ျမင္ရသျဖင့္ အလြန္ အားမရျဖစ္ခဲ့သည္။ ေရႊ႕ေျပာင္းသူမ်ားႏွင့္ 
အတူတည္ေဆာက္ေသာ လူမႈအသိုက္အ၀န္းအတြက္ ေရႊ႕ေျပာင္းသူမ်ားသည္ ပံ့ပိုးမႈကိုသာ ခံယူေသာသူမ်ားအျဖစ္ 
ရပ္တည္မသင့္ပဲ လူမႈအသိုက္အ၀န္းကို အတူတကြ တည္ေဆာက္ၾကေသာ တာ၀န္ယူတတ္သူမ်ားအျဖစ္ 
ရပ္တည္သင့္ေၾကာင္း မိမိ စြဲျမဲ ယံုၾကည္သည္။
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၂။ ပုစၦာသစ္အတြက္ ခံယူခ်က္ႏွင့္ ၾကိဳးပမ္းမႈ

ဂ်ပန္ေလ့လာေရးခရီးတြင္ သြားေရာက္ခဲ့ေသာ နီေပါေက်ာင္းအပါအ၀င္ ေရႊ႕ေျပာင္းသူဆိုင္ရာ ေက်ာင္းအခ်ိဳ႕သည္ 
ေရႊ႕ေျပာင္းသူမ်ား ကိုယ္တိုင္ ဦးေဆာင္၍ ေကာင္းစြာ လည္ပတ္ေနသည္အား အထူး ၀မ္းသာစြာ ျမင္ေတြ႕ခဲ့ရသည္။ 
အထူးသျဖင့္ ဂ်ပန္ရွိ နီေပါေက်ာင္းသည္ နီေပါႏိုင္ငံျပင္ပတြင္ ပထမဆံုး တည္ေထာင္ေသာေက်ာင္းျဖစ္ျပီး ျပည္ပရွိ ေ
က်ာင္းတည္ေထာင္ျခင္းႏွင့္ ဆိုင္ေသာ ဥပေဒအား ျပဌာန္းသည္အထိ အသိအမွတ္ျပဳခံရဖို႕ ၂ႏွစ္တာ ၾကာခဲ့ရေသာ္ျငား 
နီေပါဦးေဆာင္သူမ်ား၏ အားထုတ္ၾကိဳးပမ္းမႈေၾကာင့္ ဂ်ပန္ႏိုင္ငံတြင္း ေနထိုင္ၾကေသာ မ်ားစြာေသာ

နီေပါကေလးငယ္မ်ားမွာ ပညာႏို႕ရည္ကို ေသာက္သံုးခြင့္ရခဲ့ၾကသည္။ ထို႕ျပင္ အဆိုပါေက်ာင္းတြင္ 
တက္ေရာက္ေသာအတန္းသည္ နီေပါႏိုင္ငံတြင္း အတန္းမ်ားအတိုင္း အသိအမွတ္ျပဳခံရျပီး နီေပါသို႕ ျ
ပန္ေရာက္ပါကလည္း မိမိအသက္အလိုက္ သက္ဆိုင္ရာ အတန္းကိုလည္း ေရြးျခယ္ တက္ခြင့္ရွိသည္။ ထို႕ေၾကာင့္ 
မိဘအေျခအေနအရ မိခင္ႏိုင္ငံသို႕ ျပန္ခဲ့ရေသာ္ နီေပါရွိ ေက်ာင္းမ်ားတြင္ တက္ေရာက္ခြင့္ရွိသလို ဂ်ပန္ရွိ အျခား ေ
က်ာင္းမ်ားကိုလည္း ေရြးျခယ္ တက္ေရာက္ခြင့္ရွိသျဖင့္ ကေလးငယ္မ်ားသည္ သူတို႕ႏွစ္သက္သလို ပညာသင္ယူရန္ 
အခြင့္အလမ္းမ်ားအား စိတ္တိုင္းက် ေရြးျခယ္ခြင့္မ်ားကိုလည္း ပိုင္ဆိုင္ၾကသည္။

နီေပါေက်ာင္း လည္ပတ္မႈစနစ္ကို ေလ့လာရင္း ကိုရီးယားတြင္ ေနထိုင္ေနေသာ ျမန္မာႏိုင္ငံသား 
ခိုလႈံသူမိသားစုမ်ား၏ ကေလးငယ္မ်ား ပညာေရးအတြက္ စဥ္းစားၾကည့္မိသည္။ လက္ရွိ ကေလးငယ္မ်ားသည္ 
ကိုရီးယား ကေလးမ်ားနည္းတူ ကိုရီးယားေက်ာင္းမ်ားသို႕သာ တက္ေရာက္ကာ တူညီေသာ ပညာေရးကုိ 
သင္ယူေနၾကသည္။ မိဘမ်ားမွာ စား၀တ္ေနေရးအတြက္ ေန႕ညမေရြး ရုန္းကန္ေနၾကရသျဖင့္ သူတို႕၏ 
ကေလးငယ္မ်ားႏွင့္ အတူ ရွိေသာ အခ်ိန္မွာ အလြန္ နည္းပါးသည္။ ထို႕ေၾကာင့္ ကေလးငယ္မ်ားသည္ မိဘမ်ားထက္ 
ကိုရီးယားသူငယ္ခ်င္းမ်ားႏွင့္ ေတြ႕ဆံုခ်ိန္ ပိုမို မ်ားျပားသျဖင့္ ကိုရီးယားကေလးငယ္မ်ားႏွင့္ အသြင္တူညီေနၾကျပီး 
မိခင္တိုင္းျပည္ ျမန္မာျပည္ႏွင့္ ပတ္သက္ပါက မသိတာေတြ မ်ားလွသည္။

သို႕ေသာ္ ျမန္မာကြန္ျမဴနတီေခါင္းေဆာင္မ်ားသည္ ကေလးမ်ား၏ ထိုသုိ႕ေသာ အေျခအေနမ်ားကို ပံုမွန္ 
အေျခအေနဟုသာ ေတြးျမင္ၾကသည္။ မိမိသည္ ဂ်ပန္ႏိုင္ငံတြင္ ျမင္ေတြ႕ခဲ့ေသာ နီေပါေက်ာင္း လည္ပတ္ပံုစနစ္အား 
ကြန္ျမဴနတီေခါင္းေဆာင္မ်ားႏွင့္ ေဆြးေႏြးၾကည့္ေသာ္ျငား ေငြေၾကး အခက္အခဲၾကီးမားမႈေအာက္တြင္ ေဆြးေႏြးမႈမ်ား 
ကြယ္ေပ်ာက္သြားခဲ့ရသည္။ ကြ်န္ေတာ္တို႕ ကေလးငယ္မ်ား၏ ပညာေရး ေရြးျခယ္ခြင့္ႏွင့္ ေနထိုင္ခြင့္သည္ 
ကြ်န္ေတာ္တို႕ ေရွ႕ကို ေျဖရွင္းရမည့္ ပုစၦာတစ္ပုဒ္အျဖစ္ က်န္ေနသည္။

ဂ်ပန္သို႕ လည္ပတ္စဥ္ ကာလတြင္ ေတြ႕ဆံုခဲ့ေသာ ျမန္မာႏိုင္ငံသား ေရႊ႕ေျပာင္းသူမ်ားႏွင့္ ေတြ႕ဆံု 
စကားေျပာဆိုၾကည့္ရာတြင္ ကိုရီးယားတြင္း ေရႊ႕ေျပာင္းသူမ်ား ဘ၀ထက္ ဂ်ပန္ႏိုင္ငံတြင္း ေရႊ႕ေျပာင္းသူမ်ား ဘ၀က 
ပိုမို သာလြန္သည္ကို ေတြ႕ရွိခဲ့သည္။ အထူးသျဖင့္ မိမိအျမင္တြင္ အလုပ္သမားအခြင့္အေရး ကာကြယ္ေပးမႈတြင္ 
ဂ်ပန္သည္ ကိုရီးယားထက္ သာလြန္သည္ဟု ျမင္သည္။ ဂ်ပန္အစိုးရ၏ ေဘးဖယ္တတ္ေသာ စနစ္ကို အနည္းငယ္ ျ
ပဳျပင္သြားပါက အေျခအေနမ်ား ပိုမိုတိုးတက္လာက ဂ်ပန္ႏိုင္ငံတြင္း ေရႊ႕ေျပာင္းသူမ်ား ဘ၀သည္ ယခုထက္ပိုမို 
ေကာင္းမြန္သြားႏိုင္မည္ဟူ ေမွ်ာ္လင့္မိသည္။ သို႕ေသာ္ ဂ်ပန္ႏိုင္ငံသည္ အေထာက္အထားမဲ့(ဗီစာမဲ့) ေ
ရႊ႕ေျပာင္းသူမ်ားကိုမူ အရာအားလံုးမွ ေဘးဖယ္ထားသည္အား စိတ္မေကာင္းစြာ ေတြ႕ခဲ့ရျပန္သည္။

ဂ်ပန္တြင္ မိမိတို႕အဖြဲ႕ သြားေရာက္ ေလ့လာခဲ့ေသာ ေရႊ႕ေျပာင္းသူမ်ား ေထာက္ပံ့ေပးသည့္ ဌာနဆိုင္ရာမ်ား 
အားလံုးနီးပါး အေထာက္အထားမဲ့ေရႊ႕ေျပာင္းသူမ်ားႏွင့္ ပတ္သက္ျပီး မည္သို႕ေသာ ပံ့ပိုးမႈကိုမွ 
စိတ္မ၀င္စားၾကသည္ကို ေတြ႕ခဲ့ရသည္။ ႏုိင္ငံတစ္ႏိုင္ငံတြင္း အေၾကာင္းအရာအား အခ်ိန္တိုအတြင္း 
သံုးသတ္ျခင္းသည္ မမွန္ကန္ႏိုင္ေသာ္ျငား ႏိုင္ငံ၏စီးပြားေရးေအာက္ေျခပိုင္းတြင္ တိတ္ဆိတ္စြာ တာ၀န္ယူေပးေနေသာ 
အေထာက္အထားမဲ့ေရႊ႕ေျပာင္းသူမ်ားအား ေႏြးေထြးစြာ ကမ္းလင့္ေသာ ပံ့ပိုးမႈမ်ား တည္ရွိေသာ ဂ်ပန္ႏုိင္ငံ 
လူမႈအသိုက္အ၀န္းအား မိမိအေနျဖင့္ ေမွ်ာ္လင့္မိသည္။



51

移住者として生きる

၃။ ဖလွယ္မႈမွသည္ အနာဂတ္သို႕ လွမ္းေသာ စဥ္ဆက္မျပတ္ ခ်ိတ္ဆက္မႈသုိ႕

ေရႊ႕ေျပာင္းသူလႈပ္ရွားမႈ၊ ကြန္ျမဴနတီလႈပ္ရွားမႈႏွင့္ ပတ္သက္သည့္ ပေရာ့ဂ်က္တြင္ အတူတကြ 
ပူးေပါင္းပါ၀င္ၾကေသာ ကိုရီးယားတြင္း ကြန္ျမဴနတီေခါင္းေဆာင္မ်ားႏွင့္ ပိုမို နီးကပ္ရင္းႏွီးကာ ေရႊ႕ေျပာင္းသူႏွင့္ 
ပတ္သက္ေသာ မ်ိဳးစံုလင္ အေၾကာင္းအရာမ်ားကိုလည္း ပိုမို သိရွိျပီး ေျဖရွင္းရမည္မ်ားအားလည္းေတြ႕ခဲ့ရသည္။ ေ
ရႊ႕ေျပာင္းသူေခါင္းေဆာင္မ်ားသည္ ေရႊ႕ေျပာင္းအလုပ္သမား၊ ေရႊ႕ေျပာင္းအမ်ိဳးသမီး၊ ေရႊ႕ေျပာင္းသူကေလး၊ ခိုလႈံသူ၊ ေ
ရႊ႕ေျပာင္းလုပ္ငန္းရွင္ ေတြ႕ဆံုၾကသည့္အခါတိုင္း တိုးတက္ေျပာင္းလဲရမည့္ အသီးသီးဖလွယ္ၾကရင္း ေရႊ႕ေျပာင္းသူမ်ား 
ၾကံဳဆံုေနရေသာ အေျခအေနတစ္ရပ္လံုးအား ေလ့လာသိရွိႏိုင္ခဲ့သည္။ စသည့္ က႑အသီးသီးတြင္ တက္ၾကြစြာ 
လႈပ္ရွားေနၾကေသာသူမ်ားျဖစ္သျဖင့္ ကြန္ျမဴနတီမ်ား ရင္ဆိုင္ေနရေသာ အခက္အခဲ၊ အံ့ၾသဖြယ္အျဖစ္အပ်က္မ်ား၊ 
အေျခအေနမ်ား၊ စနစ္ဆိုးေၾကာင့္ ေပါက္ကြဲထြက္လာေသာ မေက်နပ္မႈမ်ားအား

ထို႕ျပင္ ေရႊ႕ေျပာင္းသူကြန္ျမဴနတီေခါင္းေဆာင္မ်ား ကိုယ္တိုင္ ရင္ဆိုင္ေနရေသာ ျပသနာမ်ားကိုလည္း အတူတကြ 
ဖလွယ္ႏိုင္ခဲ့သည္။ အျခား ေရႊ႕ေျပာင္းသူမ်ားထက္ ကိုရီးယားဘာသာစကား၊ ယဥ္ေက်းမႈ၊ ကိုရီးယားဓေလ့ 
စရိုက္မ်ားအား အထူး အကြ်မ္း၀င္ရွိျပီးၾကေသာ ကြန္ျမဴနတီေခါင္းေဆာင္မ်ားကိုယ္တိုင္ပင္ ေရွာင္ရွားႏိုင္ျခင္းမရွိေသာ 
လက္ရွိ အေျခအေနႏွင့္ မကိုက္ညီသည့္ ကိုရီးယားအစိုးရ၏ ပိတ္ပင္ကန္႕သတ္မႈမ်ားသည့္ စနစ္မ်ားအေပၚ 
စိတ္ပ်က္ခဲ့ရသည္။ ဒီတၾကိမ္ ပေရာ့ဂ်က္ကို အေၾကာင္းျပဳ၍ ဆံုခဲ့ၾကသည့္ ေရႊ႕ေျပာင္းသူ ကြန္ျမဴနတီ ေ
ခါင္းေဆာင္မ်ား ႏွင္ ့ေနာင္တြင္လည္း ပံုမွန္ဆံုေတြ႕ကာ ေရႊ႕ေျပာင္းသူဆိုင္ရာျပသနာမ်ိဳးစံုလင္မ်ားအားေဆြးေႏြးဖလွ
ယ္ျပီးေျဖရွင္းရန္နည္းလမ္းမ်ားကိုအတူ ရွာေဖြကာ လူမႈအဖြဲ႕အစည္းမ်ားႏွင့္ ပူးေပါင္းျပီး အင္အား တည္ေဆာက္၍ 
ကိုရီးယားအသိုင္းအ၀န္းသို႕ ေတာင္းဆိုျခင္းျဖင့္ ေရႊ႕ေျပာင္းသူတို႕ ဘ၀ ယခုထက္ ပိုမို အဆင္ေျပစြာ ေနထိုင္ႏိုင္ေသာ 
ကိုရီးယားလူမႈ၀န္းက်င္အား တည္ေဆာက္သြားႏိုင္မည့္ နည္းလမ္းမ်ားကို ရွာေဖြ သြားမည္ျဖစ္သည္။

ဂ်ပန္ဘက္ ေရႊ႕ေျပာင္းသူမ်ား၊ ေရႊ႕ေျပာင္းသူေခါင္းေဆာင္မ်ားမွတဆင့္ ဂ်ပန္တြင္း မိိမိႏိုင္ငံသားမ်ား ဘ၀ 
တိုးတက္ေရးအတြက္ ၾကိဳးပမ္းၾကေသာ နည္းလမ္းမ်ားကို ေလ့လာခဲ့ရာတြင္ နီေပါေက်ာင္းႏွင့္ ဘရာဇီးေက်ာင္းသို႕ ေ
လ့လာစဥ္ ေတြ႕ရွိခဲ့ရေသာ ပညာေရးလႈပ္ရွားမႈမ်ားအား လြန္စြာ ေက်နပ္ခဲ့ရသည္။ ထိုေက်ာင္းမ်ားမွ ထြက္လာေသာ 
ေရႊ႕ေျပာင္းသူမ်ားသည္ ေနာင္တြင္ ေရႊ႕ေျပာင္းသူတို႕အတြက္ လိုအပ္ေသာ လႈပ္ရွားမႈမ်ားအား စိတ္၀င္စားစြာ 
ပါ၀င္ၾကရင္ လြန္စြာ ေကာင္းေလစြဟု ေမွ်ာ္လင့္မိသည္။

တိုင္းတပါးတြင္ စိမ္းကားေသာ ပတ္၀န္းက်င္ ကာလၾကာရွည္ေနထိုင္ေသာ ေရႊ႕ေျပာင္းသူမ်ားအတြက္ အထူးသျဖင့္ 
သိရွိခြင့္ ဟူသည္ အလြန္အေရးၾကီးသည္။ မသိလို႕ မိမိအခြင့္အေရးမ်ား ဆုံးရွံဳးခဲ့ရေသာ ေရႊ႕ေျပာင္းသူမ်ားအား 
ကိုရီးယားႏိုင္ငံတြင္ မ်ားစြာ ျမင္ေတြ႕ခဲ့ရသည္။ ေရႊ႕ေျပာင္းသူ ကြန္ျမဴနတီေခါင္းေဆာင္မ်ားအေနျဖင့္ ဘာသာစကား 
တံတိုင္း အတားအဆီးေၾကာင့္ သတင္းအခ်က္အလက္မ်ားအား မရယူႏိုင္ေသာ မိမိႏိုင္ငံသား ေရႊ႕ေျပာင္းသူမ်ား၏ 
သိရွိခြင့္အား အကြယ္အကြယ္ေပးသည့္ လႈပ္ရွားမႈအား မ်ားစြာျပဳလုပ္ရန္ လိုအပ္ျပီး ထိုသို႕ေသာ လႈပ္ရွားမႈတြင္ ေ
ရႊ႕ေျပာင္းသူေက်ာင္းမွ ထြက္ေပၚလာေသာ ေရႊ႕ေျပာင္းသူမ်ားလည္း ပူးေပါင္း ပါ၀င္ႏိုင္ေအာင္ စီမံ ေဆာင္ရြက္ဖို႕လည္း 
အထူး လိုအပ္ေပသည္။

ထို႕ျပင္ ပေရာ့ဂ်က္ကို အေၾကာင္းျပဳ ဆံုေတြ႕ခဲ့ရေသာ ကြန္ျမဴနတီမ်ား၏ နက္၀က္ခ္သည္ ကိုရီးယား၊ဂ်ပန္ 
ႏွစ္ႏိုင္ငံတြင္း ေရႊ႕ေျပာင္းသူကြန္ျမဴနတီလႈပ္ရွားမႈမ်ားတြင္ အကူအညီျဖစ္ေစေသာ အခြင့္အလမ္းမ်ားကို 
ရွင္သန္ေစျခင္းအား ေမွ်ာ္လင့္မိသည္။
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၄။ အသိအမွတ္္ျပဳမႈေအာက္မွာ အလားအလာရွိေသာ ေရႊ႕ေျပာင္းသူကြန္ျမဴနတီ၏ 
တည္ျငိမ္ေသာလႈပ္ရွားမႈ

ကိုရီးယား- ဂ်ပန္ ႏွစ္ႏိုင္ငံတြင္း ေရႊ႕ေျပာင္းသူ ေပၚလစီမ်ား၊ ေရႊ႕ေျပာင္းတို႕အေၾကာင္း ေလ့လာရင္း ေ
ရႊ႕ေျပာင္းသူ႕အေရး လႈပ္ရွားမႈတြင္ ဘံုအေၾကာင္းအရာျဖစ္ေသာ အခက္အခဲႏွင့္ ေျဖရွင္းရမည္မ်ား၊ ႏွစ္ႏိုင္ငံ၏ 
အနာဂတ္ႏွင့္ ဆက္ႏြယ္ေနေသာ ျဖစ္လာႏိုင္ေခ်ရွိသည့္ ေရႊ႕ေျပာင္းသူေပၚလစီမ်ားႏွင့္ ပတ္သက္ျပီး မိမိသည္လည္း 
ေရႊ႕ေျပာင္းသူအေရးလႈပ္ရွားသူတစ္ဦးျဖစ္သည္ႏွင့္အညီ ေနာင္အနာဂတ္အတြက္ ၾကိဳတင္ျပင္ဆင္ထားရမည့္ 
လမ္းေၾကာင္းမ်ားကိုလည္း ရွာေဖြေတြ႕ရွိခဲ့သည္။ အထူးသျဖင့္ ေရႊ႕ေျပာင္းသူမ်ားကိုယ္တိုင္လႈပ္ရွားမႈ၏ အေရးပါမႈ၊ 
ေရႊ႕ေျပာင္းသူတို႕ အေပၚထားရွိေသာ ေဒသတြင္းျပည္သူမ်ား၏ အျမင္တိုးတက္ရန္ လိုအပ္မႈႏွင့္ ေရႊ႕ေျပာင္းသူ 
ကြန္ျမဴနတီ၏ လႈပ္ရွားမႈမ်ား တုိးတက္ေစမည့္ အိုင္ဒီယာမ်ားကို ရရွိခဲ့သည္။

မိမိအေနျဖင့္ ေရႊ႕ေျပာင္းသူကြန္ျမဴနတီသည္ ေဒသခံမ်ားႏွင့္ မဆက္ဆံပဲ သီးျခားရပ္တည္လႈပ္ရွားျခင္းမ်ိဳး 
မျပဳအပ္ဟု ေကာင္းစြာ ယံုၾကည္ လက္ခံထားသည္။ ေဒသခံမ်ားႏွင့္ ဆက္ႏြယ္ကာ အတူတကြ လႈပ္ရွားမွ 
ကြန္ျမဴနတီ၏ တိုးတက္မႈကို ရရွိႏိုင္မည္ဟု ယံုၾကည္သည္။ လက္ေတြ႕မွာလည္း ေဒသတြင္း လူမႈအဖြဲ႕အစည္းမ်ား၊ 
တိုင္းရင္းေဆးသမားရွင္မ်ားႏွင့္ ဆရာ၀န္မ်ား၊ ေရွ႕ေန၊ အလုပ္သမားေရွ႕ေန၊ ရဲ စသည္တို႕ႏွင့္ ခ်ိတ္ဆက္ျပီး ျ
မန္မာကြန္ျမဴနတီႏွင့္ အတူျပဳလုပ္ေသာ လႈပ္ရွားမႈမ်ားကို ျပဳလုပ္ေနသည္။ ျမန္မာကြန္ျမဴနတီက ဦးေဆာင္၍ ျ
မန္မာႏိုင္ငံသား အဖြဲ႕၀င္မ်ားႏွင့္အတူ ေဒသတြင္း သန္႕ရွင္းေရး၊ ရဲမ်ားႏွင့္အတူ ေဒသတြင္း လံုျခံဳေရးအဖြဲ႕၊ 
အလုပ္သမားေရွ႕ေနႏွင့္အတူ အလုပ္သမားေရးရာေဆြးေႏြးတိုင္ပင္ျခင္း၊ ဆရာ၀န္မ်ားႏွင့္အတူ ေဆးကုသျခင္း 
စသည္တို႕သည္ အဓိက လႈပ္ရွားမႈမ်ား ျဖစ္ၾကသည္။

တဖန္ ေရႊ႕ေျပာင္းသူတို႕အတြက္ ကြန္ျမဴနတီဟူသည္ အသက္ေသြးေၾကာကဲ့သို႕ျဖစ္သျဖင့္ ကြန္ျမဴနတီ ေရရွည္ 
တည္တန္႕ရန္ လိုအပ္သည္။ ကြန္ျမဴနတီသည္ ေရႊ႕ေျပာင္းသူတို႕၏ အသက္ေသြးေၾကာ မျပတ္ေတာက္ရေအာင္ 
ကာကြယ္ေပးေသာ တာ၀န္ကို ယူရမည္္ဟု ဆိုလိုျခင္းျဖစ္သည္။ သို႕ေသာ္ လက္ေတြ႕တြင္ ေရႊ႕ေျပာင္းသူ 
ကြန္ျမဴနတီမ်ား ရပ္တည္ရန္ အလြန္ခက္ခဲသည္။ အထူးသျဖင့္ ဘ႑ာေရးအခက္အခဲသည္ အၾကီးမားဆံုး ျဖစ္သည္။ 
ထိုအခက္အခဲကို ေျဖရွင္းရန္ ျမန္မာကြန္ျမဴနတီသည္ ျမန္မာေရႊ႕ေျပာင္းသူမ်ားအား အဖြဲ႕၀င္အျဖစ္ ၀င္ေစျပီး 
လစဥ္ေၾကးအား ေပးေစကာ ကြန္ျမဴနတီ လည္ပတ္ႏိုင္ရန္ ၾကိဳးစားေနသည္။

အေသးစိတ္ဆိုရေသာ္ ကြန္ျမဴနတီသည္ မိခင္ႏိုင္ငံသားတို႕ အခက္အခဲကို သြက္လက္စြာ ေျဖရွင္းႏိုင္ေလ အဖြဲ႕၀င္ 
စုေဆာင္းျခင္းသည္လည္း အဆင္ေျပေလျဖစ္သည္။ ကြန္ျမဴနတီက မိခင္ႏိုင္ငံသားတို႕ အခက္အခဲကို ေကာင္းစြာ ေျ
ဖရွင္းခဲ့ေသာ အေၾကာင္းအရာမ်ားကို ဆိုရွယ္မီဒီယာတြင္ ပံုမွန္ဆက္တိုက္ တင္ျပရင္း ကြန္ျမဴနတီ၏ လႈပ္ရွားမႈကို 
နားလည္ သေဘာေပါက္ျပီး ကြန္ျမဴနတီအေပၚ စိတ္၀င္စားလာေအာင္ျပဳလုပ္ရသည္။ ထို႕ျပင္ ျမန္မာႏိုင္ငံသားတို႕သည္ 
စာနာတတ္ျခင္း၊ လွဴဒါန္းတတ္ျခင္း၊ ဂုဏ္သိကၡာရွိျခင္း စသည္တို႕အေပၚ အထူး အေလးစိုက္ တန္ဘိုး ထားတတ္သည့္ 
ထူးျခား ၀ိေသသမ်ား ရွိၾကသူမ်ား ျဖစ္ၾကသည္။ ထို႕ေၾကာင့္ ျမန္မာကြန္ျမဴနတီက မိခင္ႏိုင္ငံသားတို႕၏ 
အခက္အခဲမ်ားကို ေကာင္းစြာ ေျဖရွင္းေပးေနသည့္ သတင္းအား ၾကားသိရေသာ္ လြန္စြာ ၾကည္ႏူးျပီး အဖြဲ႕၀င္အျဖစ္ 
ပါ၀င္လာၾကသလို ကြန္ျမဴနတီ၏ အဖြဲ႕၀င္အျဖစ္ ပါ၀င္လႈပ္ရွားရျခင္းအေပၚမွာလည္း ဂုဏ္ယူၾကသည္။ ကြန္ျမဴနတီမွ 
ထို႕သို႕ ၾကိဳးပမ္းမႈျဖင့္ အဖြဲ႕သားမ်ား တိုးပြားလာေစျပီး ကြန္ျမဴနတီလည္ပတ္ရန္ လိုအပ္သည့္ ဘ႑ာေရးလည္း 
တည္ျငိမ္လာသည္။ ထိုမွတဆင့္ အဖြဲ႕၀င္မ်ားထဲမွ တာ၀န္ခံအားအလုပ္ခန္႕ကာ ျမန္မာႏိုင္ငံသား ေရႊ႕ေျပာင္းသူမ်ား၏ 
အခက္အခဲမ်ားကိုလည္း ပိုမိုထိေရာက္စြာ ကူညီႏိုင္ရန္ ၾကိဳးပမ္းလွ်က္ရွိသည္။

ကြန္ျမဴနတီသည္ ကုသိုလ္ျဖစ္ လႈပ္ရွားသည့္ အဖြဲ႕၀င္မ်ားျဖင့္သာ ဖြဲ႕စည္းထားပါက ေရရွည္တည္တန္႕ရန္ 
ခက္ခဲသည္။ မိခင္ႏိုင္ငံသားမ်ား အခက္အခဲကို လွ်င္ျမန္စြာ ေျဖရွင္းေပးႏိုင္တဲ့ စနစ္ကို က်င့္သံုးမွသာ အဖြဲ႕အစည္း 
ေရရွည္ ရပ္တည္ႏိုင္မည္ျဖစ္သည္။ ထို႕ျပင္ ကြန္ျမဴနတီသည္ အဖြဲ႕၀င္မဟုတ္ေသာ ျပင္ပေထာက္ပံ့မႈမ်ားအေပၚ 
အလံုးစံု မွီခိုရန္ မသင့္။ ကြန္ျမဴနတီအား အဖြဲ႕၀င္မ်ား၏ ခြန္အားျဖင့္ တည္ေဆာက္ကာ အဖြဲ႕၀င္မ်ားအေနျဖင့္ 
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ကြန္ျမဴနတီအား မိမိတို႕ ကိုယ္ပိုင္အျဖစ္ ခံယူကာ ကြန္ျမဴနတီတိုးတက္ေစရန္အတြက္ ပံုစံမ်ိဳးစံုျဖင့္ ေထာက္ပံ့ျခင္းႏွင့္ 
ပူးေပါင္းပါ၀င္ၾကသည့္ အေနအထားကို ဖန္တီးႏိုင္ရန္ ၾကိဳးစားရမည္ဟု မိမိခံယူသည္။

အထက္ပါအတိုင္း ျမန္မာေရႊ႕ေျပာင္းသူတို႕ကဲ့သို႕ ထူးျခား ၀ိေသသကို ပိုင္ဆိုင္ၾကေသာ ေ
ရႊ႕ေျပာင္းသူႏိုင္ငံမ်ားလည္း ရွိၾကမည္ ျဖစ္သည္။ ဥပမာ ဖိလစ္ပိုင္ေရႊ႕ေျပာင္းသူမ်ားသည္ စုေ၀းျပီး 
ပါတီလုပ္ရတာ သေဘာက်သည္ကို ေကာင္းစြာသိေသာ ဖိလစ္ပိုင္ေခါင္းေဆာင္က မၾကာခဏ ပါတီဖြင့္ေပးျပီး 
လူစုကာ ဖိလစ္ပိုင္ကြန္ျမဴနတီကို ဖြဲ႕စည္း တည္ေထာင္ႏိုင္ခဲ့ေသာ အေၾကာင္းအရာလည္း ရွိခဲ့သည္။ 
ထိုကဲ့သို႕ ေရႊ႕ေျပာင္းသူမ်ားကိုယ္တိုင္ ကြန္ျမဴနတီတြင္ ပါ၀င္မႈျဖင့္ ေရႊ႕ေျပာင္းသူလူမႈ႕အသိုက္အ၀န္းကို ပိုမို၍ 
လန္းဆန္းတက္ၾကြလာေအာင္ ဖန္တီးႏိုင္သည္။ ထို႕ျပင္ ကြန္ျမဴနတီေခါင္းေဆာင္မ်ားသည္ မိခင္ႏိုင္ငံသားမ်ားမွ 
ကြန္ျမဴနတီ၏ လႈပ္ရွားမႈမ်ားကို ေကာင္းစြာသိရွိျပီး ကြန္ျမဴနတီအဖြဲ႕၀င္အျဖစ္ ပါ၀င္ျခင္းသည္ လြန္စြာ 
ဂုဏ္ယူဖြယ္ေကာင္းသည္ဟု ခံစားေအာင္ ျပဳလုပ္ေပးသည့္ တာ၀န္၊ ကြန္ျမဴနတီႏွင့္ ေဒသခံမ်ား သီးျခားမျဖစ္ေအာင္ 
ေဒသတြင္းျပည္သူမ်ား ႏွင့္အတူ ပူးေပါင္းေဆာင္ရြက္သည္ ့လႈပ္ရွားမႈမ်ားကို ဖန္တီးေပးသည့္ တာ၀န္၊ တျခား ေ
ရႊ႕ေျပာင္းသူကြန္ျမဴနတီမ်ားႏွင့္ ပူးေပါင္း ေဆာင္ရြက္သည့္ တာ၀န္မ်ားကို ေကာင္းစြာ ထမ္းေဆာင္ႏိုင္ရမည္ျဖစ္သည္။

ေနာက္ဆံုးအေနျဖင့္ ကိုရီးယားႏွင့္ ဂ်ပန္သည္ အာရွေရႊ႕ေျပာင္းသူမ်ား သြားေရာက္လိုေသာ 
ဦးစားေပး ႏုိင္ငံမ်ားျဖစ္သည္။ လက္ရွိ ေရႊ႕ေျပာင္းသူမ်ားေနထိုင္ေနေသာ တျခား အာရွႏိုင္ငံမ်ားႏွင့္ ႏိႈ
င္းယွဥ္ေသာ္ ေရႊ႕ေျပာင္းသူတို႕အတြက္ ပံ့ပိုးေရးေပၚလစီ၊ လစာ၊ ဥပေဒျဖင့္ ကာကြယ္မႈ စသည္တို႕ ပိုမို 
သာလြန္ေသာေၾကာင့္ျဖစ္သည္။ ဒီ ပေရာ့ဂ်က္မွတဆင့္ ေတြ႕ရွိရေသာ ႏွစ္ႏိုင္ငံတြင္းရွိ ေရႊ႕ေျပာင္းသူမ်ားအား 
ေဘးဖယ္ျခင္း၊ ကန္႕သတ္ခ်ဳပ္ခ်ယ္ျခင္း စနစ္မ်ားကို ဖယ္ရွားျပီး နားလည္မႈႏွင့္ စာနာမႈကို အေျခခံေသာ 
စနစ္မ်ားကို က်င့္သံုးေပးပါက ေရႊ႕ေျပာင္းသူမ်ား ကဲ့သုိ႕ေသာ အင္အားနည္း လူနည္းစုမ်ားသည္လည္း 
မိမိတို႕၏ ကိုယ္ပိုင္အိပ္မက္အား လြတ္လပ္စြာ လက္ေတြ႕ အေကာင္အထည္ေဖာ္ႏိုင္မည့္ အခြင့္အလမ္းမ်ား 
ရရွိလာၾကမည္ျဖစ္ျပီး ထိုသို႕ေသာ အခြင့္အေရးမ်ားကို လမ္းဆင့္ေပးသည့္ ႏိုင္ငံသည္လည္း ေရႊ႕ေျပာင္းသူတို႕ ရင္၀ယ္ 
အစဥ္အျမဲ ေက်းဇူးတင္ေနမည့္ ႏိုင္ငံမ်ားျဖစ္ၾကမည္ဟု ယံုၾကည္မိသည္။

日韓両国の移住者と移住者コミュニティへの期待と可能性

在韓ミャンマー労働者福祉センター
 ソ・モゥ・トゥ

1. 日本の移住者政策と移住者コミュニティの姿

日韓移住者交流プロジェクトを通じて、日韓両国の政府が、移住労働者を「必ず」必要としている
国であるがゆえに、移住者に様々な支援政策を「それなりに」実施していることを知った。それは、
移住者の必要性を認識し、移住者と共に暮らす未来のために準備していこうとする努力が存在し
ていることを確認することができたということでもある。

にもかかわらず、日本で私のように難民として暮らしている方 と々話しているうちに、やはり定着し
た国は違っても、移住者の苦労、困難、政府の排他的なスタンスは同じであるとも感じた。支援政策
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が実施されているにもかかわらず、韓国政府と日本政府の移住者に対する政策が閉鎖的であるこ
とには違いがないからということだろう。

一方、韓国で活動してきた経験をもとに日本の移住者運動に接してみると、日本社会では支援
活動はかなり多様である反面、移住当事者すなわち、移住者コミュニティの活動が弱いことを知って
非常に残念な気持ちになった。移住者とともに暮す社会に向けて、移住者は支援を受けるだけとと
らえるのではなく、社会をともに創っていく同伴者の役割も担っていけるような道が開けられたらと
期待してたい。

2. 新しい課題への認識と挑戦

日本の視察訪問プログラムで訪ねたネパール学校、ブラジル学校では、移住者の主体性のもと
で学校が立派に運営されていることがとても印象的だった。特にネパール学校は、ネパール以外
に設立された最初のネパール学校で、認定を受けるまで2年もかかったが、ネパールコミュニティの
リーダーらの絶えない努力によって、日本に暮らす数多くのネパールルーツの子どもが教育を受け
られるようになった。また、ネパールの正規教育課程を修了したと認められるので、年齢に適した編
入学も可能であるという。つまり、ネパールルーツの子どもは、親と一緒にネパールに帰ったとしても
ネパールで引き続き学校に通うことができ、日本でネパール学校以外の学校に通うために編入学
することも可能なので、多様な選択ができる。

ネパール学校の運営方法をみながら、韓国に定着したミャンマー難民家族の子どもの教育につ
いて考えてみた。現在、ミャンマールーツの子どもは、韓国人の子どもと一緒に学校に通いながら同
じ教育を受ける選択肢しかない。また、親は共働きで休みなく働いているため子どもと過ごす時間
は極めて少ない。それゆえに、ミャンマールーツの子どもは韓国人の友達と時間を過ごすことで韓
国人の子どもとの違いを感じることはないものの、ルーツであるミャンマーについては知らないこと
が多い。

しかし、ミャンマーコミュニティのリーダーらは、このような子どもたちの状況を当然のこととしてと
らえている。日本でみたネパール学校の運営方法について各コミュニティの代表と話してみたが、や
はり財政的な課題があるとのことで議論が止まっている。ミャンマールーツ子どもたちの教育におけ
る選択権と居住における選択権のために今後を考えていかなければならない課題が残っている
のである。

一方、日本で出会ったミャンマー出身移住者と話しているなかで、日本に暮らす移住者の状況
が、いくつかにおいて韓国での移住者の生活よりよいと感じた点である、個人的な感想だが、労働
者の権利保障においては日本が韓国より「まし」だと思った。ある意味、日本政府が今の閉鎖的な
政策をもっと修正していけば、こうした「よい」ところが進展し、日本で働き、生活する移住者の暮ら
しが今より改善されるのではないかとの希望を持った。

しかしながら、その一方で日本は非正規滞在の移住者をすべてにおいて排除していた。日本で
訪問した機関のほとんどが非正規滞在の移住者について、すなわちその存在についていかなる支
援も、関心もないように見えた。ある国における状況を短い時間、経験をもって評価することは失礼
であり、無理があるとは思うが、経済の底辺を黙 と々担っている非正規滞在の移住者を包摂する支
援が行われる日本の姿を想像したい。
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3. 交流を未来に向けた持続的なつながりへ 

移住者の活動、コミュニティ活動に焦点をあてたプロジェクトが進むにつれて、一緒に参加した出
身国が違う韓国のメンバーとより親密になり、移住者にかかわる多様な中身を見ることができ、一
緒に考えていくべきことを発見することができた。韓国の移住者メンバーは、移住労働者、移住女
性、移民2世、難民、企業家など各分野で活発に活動しているので、会を重ねるなかで、コミュニティ
が抱えている困難、考えられないようなケース、改善すべき状況、問題が露呈される制度とそれに
ついての問題意識を共有しながら、移住者を取り巻く全般的な状況を学ぶことができた。

また、コミュニティのリーダーだからこそ直面する問題も共有することができた。他の移住者に比
べて韓国語や韓国の文化、韓国の慣習などに慣れているはずのコミュニティのリーダーも避けられ
ない、現実に即さない韓国政府の統制的な移住者政策にもどかしさを感じた。このプロジェクトを
きっかけにこれからも韓国の国を異にする移住者コミュニティ同士が定期的に会い、移住者に関連
する多様な悩み、課題を共有、議論して解決に向けた答えを導き出し、市民社会の団体と力を合わ
せて韓国社会に提示するといった、移住者が今より過ごしやすい韓国社会を創っていく方策も探っ
ていきたい。

あわせて、日本の移住者、移住者コミュニティのリーダーとの出会いを通じて、日本で移住者の生
活を改善していくための努力と多様な方法を接することができた。ネパール学校とブラジル学校で
見た教育活動から多くを学び、感動した。そうした学校を卒業した外国ルーツの青少年が、今後移
住者に必要な活動に関心をもって参加してほしいとの期待も持った。

他国でなじみのない環境で長期間過ごさなければならない移住者にとっては「知る権利」が何
より重要である。知らないがゆえに本人の権利を奪われてしまった移住者を韓国で多く見てきた。
移住者コミュニティのリーダーは言葉の壁により情報を得ることができない同じ出身国の移住者の

「知る権利」を保護する活動を進めていく必要があり、こうした活動に外国人学校を卒業した外国
ルーツの青少年が参加できるようにしていく必要があろう。ひいては、プロジェクトを通じて出会った
移住者コミュニティのネットワークを、日韓両国の移住者コミュニティの活動に役に立てるような機会
として継続していくことを望む。

4. 認め合いの中で可能となる移住者コミュニティの安定的な活動

日韓における移住者政策、移住者の話を学びながら、移住者運動を取り巻く共通の困難と解決
していくべきこと、それぞれの国の未来と関連して予想される移住者政策について、移住者活動家
として今後準備していくべき方向を模索することができた。特に、移住当事者運動の重要性、移住
者に対する地域住民の認識改善の必要性など、移住者コミュニティの活動を改善していく上でのア
イデアを得ることもできた。

私は、移住者コミュニティが地域社会と分断されて活動してはいけないと思う。地域社会とのつ
ながりのなかで一緒に活動することによって、コミュニティが改善されていくだろうと信じている。
実際に地域で活動する市民団体や、病院、医者、社会労務士、弁護士、警察などを連携して、ミャン
マー・コミュニティの活動を創っている。ミャンマー・コミュニティがイニシアチブをもって進めてきたコ
ミュニティ会員による街の清掃活動、警察と協働する治安ボランティア活動、社会労務士とともに行
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う労働相談、医者と一緒に開催する診療活動などが代表的な例だろう。
一方、移住者にとって出身国の移住者コミュニティは、「命綱」のような存在であるため、継続され

なければならない。つまり、コミュニティが移住者の「命綱」が途切れないように保護する役割を果た
すべきとの意味でもある。しかしながら、現実は移住者コミュニティを維持することは非常に難しい。
とりわけ、財政的な困難が大きい。これを克服するためにミャンマー・コミュニティでは、ミャンマー出
身移住者がコミュニティに加入する際に定期的に会費を支払うことでコミュニティが運営できるよう
に努めている。また、コミュニティが同じ出身国の困難、問題を活発に解決しているほどコミュニティ
への加入もうまくいくことから、SNSなどを通じてコミュニティによって解決された事例を知らせ、コ
ミュニティ活動への理解を高めようとしている。あわせて、ミャンマー人は、慈悲、寄附、道徳などを大
事にしているので、コミュニティとして困難な問題に取り組み、解決につなげていることに喜びを感
じ、会員として活動することに自負を持っている。

こうした努力が実り、会員が増え、財政もある程度安定してきたため、次のステップとしてミャン
マー出身の常勤のスタッフを採用し、ミャンマー出身移住者の問題に積極的に取り組もうとしてい
る。つまり、コミュニティは無料のボランティアで構成されているだけでは長く存続することはできず、
同じ出身国の移住者の問題を素早く解決していけるようなシステムを創って運営していくからこそ、
組織の継続性が担保できるのであろう。そこには、コミュニティが外部に依存するのではなく、自らの
力で作り、そのコミュニティを自らが所有していると考え、コミュニティに様々な形で参加、支援してい
こうとする当事者の努力が欠かせない。

当然ミャンマー出身移住者とは異なる特色が、移住者の出身国毎にあるだろう。フィリピン人が集
まってパーティーをするのが好きというのを知っているフィリピン出身移住者リーダーがパーティー
を開くことでフィリピン出身移住者を集め、それをコミュニティ組織の結成へとつなげていった事例
がある。このように移住当事者がコミュニティに参加することで移住者社会をより活気のある形へと
作っていくことができよう。

つまり、コミュニティのリーダーたる者は、移住者がコミュニティの活動をよく理解し、コミュニティの
会員として参加することが誇らしいと感じるようにする役割、コミュニティが地域社会と分断されない
ように地域住民との交流を創っていく役割、他の移住者コミュニティとつながりを創っていく役割を
担わなければならない。

最後に、韓国と日本はアジアの移住者が行きたいと思う代表的な国である。現在移住者が暮らし
ている他のアジアの国に比べて、移住者に対する支援政策や、賃金、法的な保護などがより勝って
いることがその理由だろう。このプロジェクトを通じて発見した日韓両国に存在する移住者に対する
排他的と統制的要素を取り除き、理解と配慮に基づいた政策が展開されていくことができれば、社
会的弱者である移住者が自分の夢を自由に実現していける機会がある「ありがたい」国になるの
ではないだろうか。
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Meaning of Mutual Exchange

Seulgi Kang
Uijeongbu 「EXODUS」

1. Difference over Migrants between Korea and Japan 

The biggest difference between Korea and Japan is that Japan has awith the background 
of local government system that attempts diverse polices on migrants. Korea is thehas a 
central-driven government system; however, the system is for the management controls 
on migrants rather than respecting the diversity of migrants. The number of migrants 
has been rapidly increasing and shows the diverse diversity in identity: a disabled ref-
ugee, a working international marriage woman, a LGBTQ migrant worker, an undocu-
mented migrant child, etc. Migrants have the intersectionality of identity but the current 
system on migrant doesn’t consider it. The system allows them to live only as according 
to the purpose of their visa status that is given. 

Comparing the situation of Korea with Japan, I was able to observe how the various lo-
cal government system of Japan approaches in a very sensitive way when they deal with 
migrants. It gave me a good grasp of new approaches. In the future Korean government 
should also consider in making migration policy to emphasize the role and importance 
of local government with the participation of not only the local government but also 
civil society and migrants’ communities. If they do research on the actual condition at 
the local government level with its various resources, the quality of policy will be dif-
ferent. Also, the opportunity to participate in resident’s association for migrants should 
be extended so that they can take part in policy decision and implementation. It will 
give support not only for the migrants’ rights but also for the development of the whole 
community. By the way, in the dictionary, ‘resident’ means a person who has an address 
within the jurisdiction of local government. Regardless of nationality and visa status, if a 
person has an address, it becomes a question mark whether it is still necessary to divide 
between a native and a migrant.

The second difference is that the history of young people with migration background 
have has been long since it became the an issue in Japanese society. Also, diverse pro-
grams and activities take places atthe various layers of the society. The issues like the 
sense of identity and belonging of the second generations with migration background 
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are being said in front of the public. And it was very impressive that the people them-
selves with migration background lead their own gatherings and activities. 

I was able to learn different programs for young people with migration background in 
Japan. however However, unfortunately, I couldn’t see the any written policy for them. 
Japan must already have various attempts of experiences of attempts in multicultural 
situations having Korean residents in Japan, Ainu tribes, Brazilian immigrants and so 
on. Of course, it will be easier to mention about the nationality or social welfare system 
including social insurance, public aid and social services, but it is needed necessary to 
contemplate whether it is possible to express a person’s identity and belonging into a pol-
icy. However, I do believe that it is still possible to make a policy that provides an environ-
ment where a person can live with his/her whole identity and not being excluded from a 
society with the identity. Maybe as the an alternative, The Hate Speech Act in Japan can 
be the starting point for making those environments. In Korea The Equality Act has not 
been legislated for over 10 years. Although Even if The Equality Act will be legislated, 
all the discrimination and hate in our daily lives will not disappear; but it will become 
a trigger letting people know what discrimination and hate are. With this background, 
we can build a society where the diversity is recognized and hold held in respect. That is 
why the legislation of The Hate Speech Act in Japan gives is of a great significance to us. 

2. Understanding and Learning 

The most meaningful part for me from of this project was the meeting with people with 
migration background like Brazilian community, JFC, etc. The understanding and learn-
ing through meeting them brought me a change. I have realized that even just knowing 
the existence of people who have a similar background with me gives a comfort and 
cheer in life. The networking I experienced in Japan encouraged me and to shared some 
ideas and to organize a meeting for people who have the issues on identity and belonging.

Also, I have come to know realize again that the background and purpose of estab-
lishing migrant community come in various ways. In my field I have hoped that migrant 
communities will have a strong voice and speak it out to achieve a change for in migrants’ 
rights. However, I realized even the hope I had was coming from the idea that migrants 
are the people who are in need. I felt ashamed about it and reflected on myself. The im-
portant things are whether an environment is given where anyone can raise their voices 
freely and whether people around are also ready to listen to the voice.

Through meeting different communities in Korea and Japan, I have started thinking 
on who the person is directly concerned in migration movement. Today some conflicts 
are coming up to the surface between migrant activist and native activist in Korea. And 
it makes me to think how Japan with its long history of migration movement considers 
who the person is directly concerned or involved. I do think that we are all migrants and 
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all people are directly concerned in migration movement. But I hope to have an opportu-
nity to share different ideas about it. 

3. My Issues and Reflection from now on 

I have started the a meeting for people who have issues on identity and belonging in 
Korean society. the The first meeting took place in July, 2019 and the second meeting is 
scheduled in November, 2019. It is still on theat a starting stage and I’m working on the 
contents and tools based on what I have felt and experienced from the network in Japan. 
I will keep my concern focus and reflection on young people with migration background 
in my activities and migration field from now on. At last I will continue my work hoping 
that somehow my concern and reflection will do much to help in the process of changing 
the society where anyone can live as the way as they are. 

交流の意味とは

Uijeongbu 「EXDOS」
カン・スルギ

１．日韓移住者交流事業の参加を通して－－新しい視点の発見 

韓国と日本の移住者を取り巻く状況における最も大きな違いは、日本の地方自治という背景と
それに伴う多様な政策的アプローチが試みられているということだった。韓国は中央政府が主導す
る形で政策が行われており、移住者の多様性を尊重するというよりは、管理と統制の方向に向かっ
ていると感じている。移住者が増加するにつれて、多様性アイデンティティが現れている。障害をもつ
難民、労働する結婚移住女性、性的マイノリティの移住労働者、非正規滞在の子どもなど、移住者の
アイデンティティは交差する形で現れるが、現在の韓国の移住者政策は、こうした部分を全く考慮で
きていない。与えられた在留資格の目的に沿ってのみ、生きていくことを認めている。

プロジェクトを通じて触れた日本の移住者をめぐる状況と活動を踏まえて、このような韓国の状
況を比較してみると、地方自治体毎に多様な形で行われている日本の政策の中では、移住者にき
め細やかなアプローチをする日本の姿勢を垣間見ることができた。そしてそこからこれまでとは異
なるアプローチの仕方を学ぶことができた。

とりわけ、移住者政策を創っていくうえで、今後は韓国においても中央政府主導型から抜け出し、
地方政府、市民社会、移住者コミュニティ等の積極的な参画とともに、地方政府の役割が強調され、
活発化されていく必要性があると感じた。地方政府レベルで現場の実態を把握し、地域の多様な
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資源を活用することができれば、移住者一人一人が実感する政策の質は異なってくるだろう。また、
既存の住民自治会のような委員会にもっと多くの移住者が参加し、政策決定と施行に携わる機会
を拡大すべきだろう。こうした方向性は、移住者だけでなく、地域社会全体の発展に寄与することに
つながるだろう。辞書には、「住民」とは、地方自治団体の域内に住所をもつ者と定義されている。
地域内に居住すれば、国籍、在留資格は関係なく、さらにホスト社会の「ホスト側住民」と「移住民」
の区別も必要ないのではないだろうか。

二つ目の違いとは、日本では外国ルーツ青少年と若者に対する議論が長く行われ、多様な層に
多様な形で、様々なプログラムと活動が行われているということである。外国ルーツの移民2世のア
イデンティティや帰属意識といったイシューが大衆の前で語られ、移住の背景をもつ人々が直接集ま
り、会を運営し、活動へとつなげている姿がとても印象的だった。

日本で行われている外国ルーツ青少年と若者のためのプログラムは色々学ぶことができたが、
残念ながら彼・彼女らのための文書化された直接的な政策にどういったものがあるかについて知
ることができなかった。日本はすでに在日コリアン、アイヌ民族、ブラジル出身移住など多文化的状
況の中で様々な取り組みを行った経験を持っているだろう。むろん国籍や社会保険、公的扶助、社
会サービス等を含む社会福祉制度については話しやすいだろうが、一人のアイデンティティと帰属
意識について政策的に表現できるかについては議論が必要だろうと思う。

しかしながら、一人の人間が、どんな社会であっても自分らしく生きていくことができるアイデン
ティティをもち、そのアイデンティティによって社会から排除されないように帰属意識を感じることがで
きる環境を提供する政策はいくらでもできるのではないかと考える。おそらくオルタナティブな政策
案として日本のヘイトスピーチ規制法がそういった環境を創っていくうえで出発点になりうるのでは
ないだろうか。

韓国では差別禁止法が十年以上制定されずにいる。差別禁止法が制定されるからといって日常
における差別と嫌悪がなくならないだろうが、何が差別であり、嫌悪であるかを知らせるきっかけに
はなるだろう。そうした下地のうえに、多様性が受け入れられ、尊重される社会を創っていくことが
できるだろう。それゆえ、日本でヘイトスピーチ規制法が制定された意味は大きい。

2．共感と学び 

今回のプロジェクトが、私自身に最も大きな変化を生じさせたのは、日系ブラジル人のコミュニテ
ィとJFC（ジャパニーズ・フィリピノ・チルドレン）等、移住の背景をもつ人々との交流を通じた共感と
学びだった。私と類似な背景をもつ人々がいることを知ること、それだけであっても生きていく上で
大きな支えになることを改めて感じることができた。日本で見て感じたネットワーキングの力で、韓
国でアイデンティティと帰属意識に悩む人 と々の集まりを作り出していく勇気とアイデアを得ることが
できた。

また、移住者コミュニティが作られる背景と目的は様々であることを改めて感じることができた。現
在、移住民センターで活動しながら、多くの移住者コミュニティが変化のための自らの声を強く出すこ
とができればとの願いをもっていた。しかし、これもまた移住者は助けが必要な対象であるとの考え
から出てきたものであると反省した。そして、重要なのは誰でも声を出すことができる環境が整ってい
るのか、周りの人々の声を聴く準備ができているのかも共に考えていくべきとのことを学んだ。
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同時に、韓国と日本で多様なコミュニティに出会い、移住者運動で「当事者」は誰なのかについて
考えるようになった。最近、ホスト社会の活動家と移住者活動家の間のコンフリクトを目にするよう
になり、より長い移住者運動の歴史をもつ日本で「当事者」についてどう考えているのかを知りたく
なった。我々はみんな移住者であり、みんなが当事者であると思っているが、多様な意見を聞いて、
話し合える機会を望む。

3．これからへの思いと省察 

プロジェクトのメンバーとして参加し韓国の多様な移住者コミュニティに触れ、日本のさまざまな
活動に触れたことで、触発され勇気を得て、韓国社会でアイデンティティと帰属意識について思い悩
む人 と々の集いをスタートさせた。2019年7月に第一回目の会合をもち、11月に二回目の会合をも
つ予定である。まだスタートの段階であるが、私が日本でのネットワーキングを通じて感じたことを
分かち合えるように、会合の内容と進め方を検討している。これからも私の活動の中心テーマとし
て、外国ルーツ青少年・若者についての思いと省察を継続していきたい。最後に誰でも自分自身の
ありのままの姿で生きていける社会へと変わっていくために、私の思いと省察がどのような方法で
あれ、役に立つことを願いながら、これからも活動を続けていきたい。
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कोरिया-जापान आप्रवाशीहरूको वर्तमान अवस्था तथा भविश्य

एनसिसि कोरिया, एनआरएनए कोरिया 

के. पि. सिटौला

 १. कोरिया-जापान आप्रवाशी समुदायविच पारस्परिक आदानप्रदानले देखाएको जापान  

प्रोजेक्ट शुरूहुनु अघि आप्रवाशीहरूको इतिहासजस्ता विविध कुराहरूमा जापान कोरियाभन्दा निकै अघि रहेको छ भन्ने लागेको 
थियो । प्रोजेक्टमा भाग लिदै गरेका सदस्यहरूको पृष्ठभुमिमा पनि विविधता देखिएकोले केहि अपेक्षा गर्न सकियो । २बर्षको 
प्रोजेक्टबाट जापाको  आप्रवाशी सदस्य तथा जापानका विभिन्न सस्था, विद्यालय, नगर तथा गाउहरूको अवलोकन गरि 
जापानका आप्रवाशी सम्बन्धि इतिहास थोरै भएपनि बुझ्न सकियो । सर्वप्रथम, कोरियामा विविध धरातलका आप्रवाशीहरूको 
सङ्ख्यामा वृद्धि भएको कुरालाइ मध्यनजर गर्दा बसोबासको अवस्था(भिसा) व्यवस्थापनमा कडाइका साथ नियमन गरेको 
पाइएको तर जापानमा भने कुनै भिसामा आश्रित परिवार सदस्य तथा विदेशीको हकमा रोजगार स्वतन्त्रता बढी नै रहेको पाइयो 
।  त्यसैगरि स्थानिय सरकारद्वारा आप्रवाशीहरूलाइ प्रदान गरिने सेवा सुविधामा बसोबासको अवस्थामा आधारित नभइ विभिन्न 
आप्रवाशीहरू केन्द्रित रहेको पाइयो ।  

यसको विपरित कोरियामा बहुसास्कृतिक निति लागु गर्दै बसोबास गर्ने आप्रवाशीहरूलाइ “बहुसास्कृतिक” तथा बहुसास्कृतिकमा 
नपर्ने सामान्य आप्रवाशी भनि दुइ प्रकारमा बिभाजन गरि त्यसै अनुसार पाउने अनुदान तथा लाभमा फरक पर्ने देखिन्छ । 
जापानको आप्रवाशीहरूको अवस्था तथा गतिविधिको पृष्ठभुमि हेरि कोरियाको अवस्थासँग तुलना गर्ने हो भने जापानको स्थानिय 
सरकारले अवलम्बन गरेको निति जस्तै वास्तविकतामा आधारित निति कोरयामा पनि आवश्यक रहेको देखिन्छ । 

२.  प्रवाशी समुदायमा केन्द्रित बालबालिका शिक्षा

बालबालिका शिक्षा सम्बन्धि समस्याका कारण कोरियामा स्थाइ बसोबास गर्न नसकेका अभिभावकहरूको तर्फबाट धेरैनै 
चिन्ता ब्यक्त गरिएको र  यस पटकको प्रोजेक्टबाट आप्रवाशी समुदायलाइ मध्यनजर गरि विद्यालय स्थापना गर्नुपर्ने कुरामा 
थप केन्द्रित हुनुपर्ने देखिन्छ । 

यस अर्थमा नेपाली समुदाय केन्दित रहि स्थापना गरिएको र सन्चालनरत एभरेष्ट जापान सन्चालन कार्यविधि तथा 
पाठ्यक्रमका बारेमा अध्ययन गरियो ।  कोरियामा जापानको एभरेष्ट जापान जतिको विद्यालय सन्चालन गर्न पाठ्यक्रम, 
भाषा तथा परिवारसंख्या बढि भएका क्षेत्र तथा उपयुक्त विद्यार्थि छनौट त्यति सजिलो देखिदैन । उदाहरणका लागि कोरिमा 
छोटो समयका लागि बसोबास गर्ने अभिभावकले अन्य देशमा स्थानान्तर हुने विचार भएमा त्यस्ता अभिवाकका बालबालिकाहरू 
कोरियन पाठ्यक्रममा आधारित विद्यालयमा पठाउन वा कोरियामा रहेका महंगा अन्तराष्ट्रिय अंग्रेजी विद्यालयमा पठाउन पनि 
कठिन देखिन्छ । 

त्यसैले कोरियन विद्यालय तथा अन्तराष्ट्रिय विद्यालयको विचमा हुनेगरिका सामुदायिक विद्यालय स्थापना गर्न सकिएमा 
विद्यार्थी, कर्मचारि लगायतका विभिन्न समुदायका मानिसहरू कोरियामा लामो समय बसोबास गर्न सक्ने बाटो खुला हुने थियो 
। कोरियाको वास्तविकता मध्यनजर गर्दा जापान भ्रमणमा अवलोकन गरेको माध्यमिक विद्यालय तथा ब्राजिल विद्यालय 
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ककोो��ररययाा--जजाापपाानन  आआ��ववााससीीहहरूरूककोो  ववततर्र्ममाानन  अअववस्स्थथाा  ततथथाा  भभ��ववष्ष्यय 

 
एन�स�स को�रया, एनआरएनए को�रया 

के. �प. �सटौला 
  

११..  ककोो��ररययाा--जजाापपाानन  आआ��ववााससीी  ससममुदुदाायय��ववचच  पपााररस्स्पप��ररकक  आआददाानन��ददााननललेे  ददेेखखााएएककोो  जजाापपाानन    

�ोजके्ट शरुूहनु ुअिघ आ�वासीहरूको इ�तहासजस्ता �व�वध कुराहरूमा जापान को�रयाभन्दा 
�नकै अिघ रहेको छ भ�े लागेको �थयो । �ोजके्टमा भाग �लंदै गरेका सदस्यहरूको प�ृभ�ुममा 
प�न �व�वधता देिखएकोले के�ह अपेक्षा गनर् स�कयो । २ बषर्को �ोजके्टबाट जापानको  आ�वासी 
सदस्य तथा जापानका �व�भ� संस्था, �व�ालय, नगर तथा गाउंहरूको अवलोकन ग�र जापानका 
आ�वासी सम्बिन्ध इ�तहास थोरै भएप�न ब�ुन स�कयो । सवर्�थम, को�रयामा �व�वध धरातलका 
आ�वासीहरूको सङ्ख्यामा व�ृ� भएको कुरालाइ मध्यनजर गदार् बसोबासको अवस्था (�भसा) 
व्यवस्थापनमा कडाइका साथ �नयमन गरेको पाइएको तर जापानमा भने कुनै �भसामा आि�त 
प�रवार सदस्य तथा �वदेशीको हकमा रोजगार स्वतन्�ता बढ� नै रहेको पाइयो ।  त्यसैग�र 
स्था�नय सरकार�ारा आ�वासीहरूलाइ �दान ग�रने सेवा स�ुवधामा बसोबासको अवस्थामा 
आधा�रत नभइ �व�भ� आ�वासीहरू केिन्�त रहेको पाइयो ।   

यसको �वप�रत को�रयामा बहसुासँ्कृ�तक �न�त लाग ु गद� बसोबास गन� आ�वासीहरूलाइ 
“बहसुासँ्कृ�तक” तथा बहसुासँ्कृ�तकमा नपन� सामान्य आ�वासी भ�न दइु �कारमा �बभाजन ग�र 
त्यसै अनसुार पाउने अनदुान तथा लाभमा फरक पन� देिखन्छ । जापानको आ�वासीहरूको 
अवस्था तथा ग�त�व�धको प�ृभ�ुम हेर� को�रयाको अवस्थासँग तलुना गन� हो भने जापानको 
स्था�नय सरकारले अवलम्बन गरेको नी�त जस्तै वास्त�वकतामा आधा�रत नी�त को�रयामा प�न 
आवश्यक रहेको देिखन्छ ।   
  
२२..    ��ववााससीी  ससममुदुदााययममाा  ककेेििन्न्��तत  बबााललबबाा��ललककाा  ििशशक्षक्षाा   

 
बालबा�लका िशक्षा सम्बिन्ध समस्याका कारण को�रयामा स्थाइ बसोबास गनर् नसकेका 

अ�भभावकहरूको तफर् बाट धेरैनै िचन्ता ब्य� ग�रएको र  यस पटकको �ोजके्टबाट आ�वासी 
समदुायलाइ मध्यनजर ग�र �व�ालय स्थापना गनुर्पन� कुरामा थप केिन्�त हनुपुन� देिखन्छ ।  
यस अथर्मा नेपाल� समदुाय केिन्�त र�ह स्थापना ग�रएको र सन्चालनरत एभरे� इन्टरनेशनल 

स्कुल जापानको सन्चालन कायर्�व�ध तथा पा��मका बारेमा अध्ययन ग�रयो ।  को�रयामा 
जापानको एभरे� इन्टरनेशनल स्कुल जि�को �व�ालय सन्चालन गनर् पा��म, भाषा तथा 
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移住者として生きる

प्रभावकारि मोडेलको रूपमा हेर्न सकिन्छ । 
हाल, कोरियामा परिवारको रूपमा बसोबासरत प्रवाशीहरू सिओल केन्द्रित बसोबासमा नरहेको तथा सिओलमा विद्यालय 

स्थापना गर्ने भए पनि अन्य क्षेत्रबाट विद्यालय जान त्यति सजिलो देखिन्न र छात्राबासको समेत प्रवन्ध मिलाउनु पर्ने 
भएकोले यो कार्य जटिल देखिन्छ । 

त्यसैले नेपाली बालबालिकाहरूकै लागि मात्र विद्यालय स्थापना गर्न कठिन भएकाले, भारत, पाकिस्तान, बंगलादेश जस्ता 
छिमेकी देशका बालबालिकाहरूलाइ समेत हुने गरि विद्यालय स्थापना सम्भव देखिन्छ तर पाठ्यक्रमको थप समस्या रहिरहन्छ । 

बालबालिकाहरूको शैक्षिक समस्या समाधान नभएको वर्तमान परिवेशमा कोरियामा जन्मिएका नेपाली बालबालिकाहरू मध्ये 
करिब ७० देखि ८० प्रतिशत अभिभावकबाट अलग रहि नेपालमा नै शिक्षा तथा हेरचाह गर्नु पर्ने बाध्यात्क तथा कारूणिक 
अवस्था छ । 

माथिका कुराहरू मध्यनजर गरि, जापानको ब्राजिल विद्यालयमा चिलि, ब्राजिल तथा छिमेकि राष्ट्रहरूका बालबालिकारू सँगै 
पठनपाठन गराइएको हेर्दा छिमेकि देशका समुदायलाइ सँगै लिएर जाने तरिका पनि समाधानको एउटा महत्वपूर्ण उपाय हुनसक्छ । 

३.  फरक वातावरणमा कार्यरत दुइ देशका प्रवाशी समुह

कोरियामा प्रत्येक देशका समुदायहरू अति नै धेरै छन् । कोरियामा रहेका नेपाली प्रवाशीहरूको कुरा गर्ने हो भने हरेक राजनैतिक 
दलका छाता संगठन, क्षेत्र, धर्म, सस्कृति, खेल इत्यादि विविधहरूको जमघट रहेको पाइन्छ भने आआफ्नै तरिकाले समस्या 
समाधान लागि सेल्टर सन्चालन, प्रायोजन आदि कार्यहरू राम्रोसँग गरेतापनि धेरैनै छरिएर रहि एकजुट हुन नसक्ने समस्या रहेको 
छ ।  

यस अर्थमा जापानमा कार्यरत रहेका बिभिन्न देशका समुदायले के कसरि कार्यक्रमहरू सन्चालन गरिरहेका छन भनि अध्ययन 
गर्न सकेको भए राम्रो हुने थियो । 

अन्ततोगत्वा प्रत्येक समुदायको जमघट, समुदाय हरेकको कार्यले पनि महत्व राख्ने भएता पनि त्यस्ता विविधता सस्कृति, 
पर्व इत्यादि कार्यक्रमहरू स्थानिय स्वदेशी तथा प्रवाशीहरू सबै मिलेर एक अर्काको संस्कृति बुझ्ने महत्वपूर्ण मौका हुने 
भएकोले सँगै बसोबास रहेका स्थानियहरूको सोचाइ परिवर्तनमा सहयोग पुर्याउने खालका योजनाहरू आवश्यक देखिन्छ । एकातिर 
कोरिया वा जापानमा स्थानान्तर हुन एशियाका धेरै युवा युवतिहरू भाषा सिक्ने, भाषा परिक्षामा भाग लिने जस्ता आर्थिक तथा 
मानसिक क्रियाकलापहरू गरेका हुन्छन । 

आफ्नो देशमा रहदा हेरेका ड्रामा, कोरियालि वेभ तथा छिमेकीले कमाइ ल्याएको पैसा हेरि प्रवेश गरेता पनि आफ्नो देशमा कुनै 
श्रम नगरेका युवा युवतिहरू फरक वातावरणमा अभ्यस्त हुन निकैनै कठिन हुन्छ । 

यिनिहरू कोरिया, जापानका समाजमा पूर्ण रूपले अभ्यस्त हुने गरि अग्रिम शिक्षा तथा अनुभव साटासाट गर्ने महत्वपूर्ण 
भूमिकामा दुइ देशका समुदाय रहन सक्दछन । त्यस्तै, जापानले कोरियाको इपिएस प्रणालिमा ध्यानकर्षण भइ नया प्रकारको 
विदेशी भित्राउने निति अवलम्बन गर्न लागेको कुरा हेर्दा कोरिया जापानका एनजिओ तथा प्रवाशी समुदायहरू इ पि एस प्रणालि ले 
ल्याएका समस्याहरू इङगीत गर्दै एक कदम उचाइमा पुग्ने खालका बातावरण बनाउन एकसाथ प्रयाश गर्ने र समस्या समाधानमा 
भुमिका निर्वाह गर्न सक्नेछन । 

४.  भविश्यका लागि तयारि तथा प्रवाशी समुदायको भुमिका 

प्रवाशी जीवन एकैपटक एउटै कार्यकालमा सकिदैन । कोरियाको इपिएसकै बारेमा भन्नुपर्दा करिब ५ बर्ष जति प्रवाशी 
श्रमिकको रूपमा रहेर जम्मा गरेको पैसाले कसरि हुन्छ पुनः कोरियामा नबसि नेपालमै परिवारसँग बस्न सकिन्छ भनि सोच्नुपर्ने 
अवस्था छ । 

उदाहरणका लागि प्रवाशमा रहि कमाएर पठाएको सबै पैसा बचत गर्ने हो भने पुनः कोरियामा प्रवाशी जीवन व्यतित नगरे पनि 
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प�रवारसंख्या ब�ढ भएका क्षे� तथा उपय�ु �व�ाथ� छनौट त्य�त सिजलो देिखंदैन । 
उदाहरणका ला�ग को�रयामा छोटो समयका ला�ग बसोबास गन� अ�भभावकले अन्य देशमा 
स्थानान्तर हनुे �वचार भएमा त्यस्ता अ�भभावकका बालबा�लकाहरू को�रयन पा��ममा 
आधा�रत �व�ालयमा पठाउन वा को�रयामा रहेका महंगा अन्तरा��य अं�जेी �व�ालयमा पठाउन 
प�न क�ठन देिखन्छ ।  

त्यसैले को�रयन �व�ालय तथा अन्तरा��य �व�ालयको �वचमा हनुे ग�रएका सामदुा�यक 
�व�ालय स्थापना गनर् स�कएमा �व�ाथ�, कमर्चा�र लगायतका �व�भ� समदुायका मा�नसहरू 
को�रयामा लामो समय बसोबास गनर् सक्ने बाटो खलुा हनुे �थयो । को�रयाको वास्त�वकता 
मध्यनजर गदार् जापान �मणमा अवलोकन गरेको मा�ा�मक �व�ालय तथा �ािजल �व�ालय 
�भावका�र मोडेलको रूपमा हेनर् स�कन्छ ।  

हाल, को�रयामा प�रवारको रूपमा बसोबासरत �वासीहरू �सओल केिन्�त बसोबासमा नरहेको 
तथा �सओलमा �व�ालय स्थापना गन� भए प�न अन्य क्षे�बाट �व�ालय जान त्य�त सिजलो देिख� 
र छा�ाबासको समेत �वन्ध �मलाउन ुपन� भएकोले यो कायर् ज�टल देिखन्छ ।  

त्यसैले नेपाल� बालबा�लकाहरूकै ला�ग मा� �व�ालय स्थापना गनर् क�ठन भएकाले, भारत, 
पा�कस्तान, बंगलादेश जस्ता �छमेक� देशका बालबा�लकाहरूलाइ समेत हनुे ग�र �व�ालय 
स्थापना सम्भव देिखन्छ तर पा��मको थप समस्या र�हरहन्छ ।  

बालबा�लकाहरूको शैिक्षक समस्या समाधान नभएको वतर्मान प�रवशेमा को�रयामा जिन्मएका 
नेपाल� बालबा�लकाहरू मध्ये क�रब ७० देिख ८० ��तशत अ�भभावकबाट अलग र�ह नेपालमा 
नै िशक्षा तथा हेरचाह गनुर् पन� बाध्यात्मक तथा कारूिणक अवस्था छ ।  

मा�थका कुराहरू मध्यनजर गर� जापानको �ािजल �व�ालयमा िचल�, �ािजल तथा �छमे�क 
रा�हरूका बालबा�लकारू सँगै पठनपाठन गराइएको हेदार् �छमे�क देशका समदुायलाइ सँगै �लएर 
जाने त�रका प�न समाधानको एउटा महत्वपूणर् उपाय हनुसक्छ ।  

 
३३..    फफररकक  ववााततााववररणणममाा  ककााययर्र्ररतत  ददुइुइ  ददेेशशककाा  ��ववााससीी  ससममुहुह 

 
को�रयामा �त्येक देशका समदुायहरू अ�त नै धेरै छन ् । को�रयामा रहेका नेपाल� 

�वासीहरूको कुरा गन� हो भने हरेक राजनै�तक दलका छाता संगठन, क्षे�, धमर्, संस्कृ�त, खेल 
इत्या�द �व�वधहरूको जमघट रहेको पाइन्छ भन ेआ-आफ्नै त�रकाले समस्या समाधानका ला�ग 
सेल्टर स�ालन, �ायोजन आ�द कायर्हरू रा�ोसँग गरेताप�न धेरैनै छ�रएर र�ह एकजटु हनु 
नसक्ने समस्या रहेको छ ।   

यस अथर्मा जापानमा कायर्रत रहेका �ब�भ� देशका समदुायले के कस�र कायर्�महरू स�ालन 
ग�ररहेका छन भ�न अध्ययन गनर् सकेको भए रा�ो हनुे �थयो ।  
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हुन्छ ।  तर कमाएको पैसा मध्ये पहिल्यै आधा भन्दा बढि घरखर्चमा प्रयोग भैसक्ने भएकोले बाँकि पैसाले जग्गा जमिन किनेर 
घर बनाउन र थप बचतका लागि पुनः प्रवाशी जीवन विताउनु पर्ने हुन्छ । 

यसको मतलब पटक पटक विदेशीनु र प्रवाशी जीवन व्यतित गर्न रोक्न सक्ने साना काम भए पनि शुरू गरिहाल्न कोरिया 
जापानका समुदायहरू एक भएर केन्द्रित हुनुपर्ने देखिन्छ । यसैगरि नयाँ वातावरण, श्रमका कारण युवा युवतिहरूको आत्महत्या 
तथा औद्योगिक दुर्घटना इत्यादि रोक्नमा पनि प्रवाशी समुदायले महत्वपूर्ण भूमिका निर्वाह गर्न सक्छ । 

कोरियाको सन्दर्भमा भन्नुपर्दा प्राय जसो प्रवाशी समुदायहरूले आफ्नै देशका मानिसहरूका लागि साँस्कृतिक जमघटमा 
केन्द्रित भएको देखिन्छ । तर सामुदायिक कार्यहरू सिमित नहुने गरि आउदा दिनहरूमा प्रत्यक्ष गर्न सक्ने कार्यहरू समुदायले 
सम्पादन गरि, नसक्ने कार्यहरू भए कोरियन समाज वा जापानिज समाजले मध्यस्थता गरि सगै गरिरहेको अनुभव हुने गरि अगि 
बढ्नु पर्ने देखिन्छ ।  प्रवाशी समुदायका कार्य क्षेत्रमा पनि वृध्दि गर्दै सामाजिक सेवा तथा प्रायोजन, सामाजिक रूपले 
पिछडिएकाहरूका लागि गर्नु पर्ने कार्यक्रममा वृध्दि गर्नु पर्ने देखिन्छ । 

अन्त्यमा हालका विकाशशील देशहरू सधै सोहि रूपमा नरहने हुनाले प्रवाशीहरूले आफ्नो प्रवाशी जीवनमा जम्मा गरेको धन 
सम्पत्ति तथा प्राविधिक ज्ञान इत्यादिको प्रयोग गरि मातृभूमिमा सामुहिक लगानी गर्न तथा मातृभूमिको औद्योगिक क्षमता 
वृध्दि गर्दै विदेशी मुद्रा आर्जन गरि मातृमूमिको विकाशमा टेवा पुर्याउन सक्ने विश्वास दिलाउने कुरामा प्रत्येक प्रवाशी 
समुदायको महल्वपूर्ण भूमिका रहने छ । 

3 

 

अन्ततोगत्वा �त्येक समदुायको जमघट, समदुाय हरेकको कायर्ले प�न महत्व रा� ेभएता प�न 
त्यस्ता �व�वधता संस्कृ�त, पवर् इत्या�द कायर्�महरू स्था�नय स्वदेशी तथा �वासीहरू सबै �मलेर 
एक अकार्को संस्कृ�त ब�ुने महत्वपूणर् मौका हनु े भएकोले सँगै बसोबास रहेका स्था�नयहरूको 
सोचाइ प�रवतर्नमा सहयोग परु् याउन ेखालका योजनाहरू आवश्यक देिखन्छ । एका�तर को�रया 
वा जापानमा स्थानान्तर हनु एिशयाका धेरै यवुा यवुतीहरू भाषा �सक्ने, भाषा प�रक्षामा भाग �लन े
जस्ता आ�थर्क तथा मान�सक ��याकलापहरू गरेका हनु्छन ।  

आफ्नो देशमा रहंदा हेरेका �ामा, को�रया�ल वेभ तथा �छमेक�ले कमाइ ल्याएको पैसा हे�र 
�वेश गरेता प�न आफ्नो देशमा कुनै �म नगरेका यवुा यवुतीहरू फरक वातावरणमा अभ्यस्त 
हनु �नकैनै क�ठन हनु्छ ।  
�य�नहरू को�रया, जापानका समाजमा पूणर् रूपले अभ्यस्त हनुे ग�र अ��म िशक्षा तथा अनभुव 

साटासाट गन� महत्वपूणर् भ�ूमकामा दइु देशका समदुाय रहन सक्दछन । त्यस्तै, जापानले 
को�रयाको इ�पएस �णाल�मा ध्यानाकषर्ण भइ नया ं�कारको �वदेशी �भ�याउने नी�त अवलम्बन 
गनर् लागेको कुरा हेदार् को�रया जापानका एनिजओ तथा �वासी समदुायहरू इ�पएस �णाल�ले 
ल्याएका समस्याहरू इङगीत गद� एक कदम उचाइमा पगु्ने खालका बातावरण बनाउन एकसाथ 
�यास गन� र समस्या समाधानमा भ�ुमका �नवार्ह गनर् सक्नेछन ।  

 
४४..    भभ��ववष्ष्ययककाा  ललाा��गग  ततययाारर��  ततथथाा  ��ववााससीी  ससममुदुदााययककोो  भभूू��ममककाा   

 
�वासी जीवन एकैपटक एउटै कायर्कालमा स�कदैन । को�रयाको इ�पएसकै बारेमा भ�ुपदार् 

क�रब ५ बषर् ज�त �वासी ��मकको रूपमा रहेर जम्मा गरेको पैसाले कस�र हनु्छ पनुः 
को�रयामा नबसी नेपालमै प�रवारसँग बस्न स�कन्छ भ�न सोच्नपुन� अवस्था छ ।  
उदाहरणका ला�ग �वासमा रह� कमाएर पठाएको सबै पैसा बचत गन� हो भने पनुः को�रयामा 

�वासी जीवन व्य�तत नगरे प�न हनु्छ । तर कमाएको पैसा मध्ये प�हल्यै आधा भन्दा ब�ढ 
घरखचर्मा �योग भैसक्ने भएकोले बा�ँक पैसाले जग्गा ज�मन �कनेर घर बनाउन र थप बचतका 
ला�ग पनुः �वासी जीवन �वताउन ुपन� हनु्छ ।  

यसको मतलब पटक पटक �वदेशीन ुर �वासी जीवन व्य�तत गनर् रोक्न सक्ने साना काम भए 
प�न शरुू ग�रहाल्न को�रया जापानका समदुायहरू एक भएर केिन्�त हनुपुन� देिखन्छ । यसैग�र 
नयाँ वातावरण, �मका कारण यवुा यवुतीहरूको आत्महत्या तथा औ�ो�गक दघुर्टना इत्या�द 
रोक्नमा प�न �वासी समदुायले महत्वपूणर् भ�ूमका �नवार्ह गनर् सक्छ ।  

को�रयाको सन्दभर्मा भ�ुपदार् �ाय जसो �वासी समदुायहरूले आफ्नै देशका मा�नसहरूका ला�ग 
सासँ्कृ�तक जमघटमा केिन्�त भएको देिखन्छ । तर सामदुा�यक कायर्हरू �स�मत नहनुे ग�र 
आउंदा �दनहरूमा �त्यक्ष गनर् सक्ने कायर्हरू समदुायले सम्पादन ग�र, नसक्ने कायर्हरू भए 



65

移住者として生きる

4 

 

को�रयन समाज वा जापा�नज समाजले मध्यस्थता गर� सगै ग�ररहेको अनभुव हनुे गर� अ�ग बढ्न ु
पन� देिखन्छ । �वासी समदुायका कायर् क्षे�मा प�न व�ृ� गद� सामािजक सेवा तथा �ायोजन, 
सामािजक रूपले �पछ�डएकाहरूका ला�ग गनुर्पन� कायर्�ममा व�ृ� गनुर् पन� देिखन्छ ।  

अन्त्यमा, हालका �वकासशील देशहरू सध� सो�ह रूपमा नरहने हनुाले �वासीहरूले आफ्नो 
�वासी जीवनमा जम्मा गरेको धन सम्पि� तथा �ा�व�धक �ान इत्या�दको �योग ग�र मातभृ�ूममा 
साम�ुहक लगानी गनर् तथा मातभृ�ूमको औ�ो�गक क्षमता विृध्द गद� �वदेशी म�ुा आजर्न ग�र 
मातमूृ�मको �वकाशमा टेवा पयुार्उन सक्ने �व�ास �दलाउने कुरामा �त्येक �वासी समदुायको 
महत्वपूणर् भ�ूमका रहने छ ।  

日韓両国における移住者の現実と未来

在韓ネパール・コミュニティ（NCC）/在韓ネパール人協会（NRNA） 
ケーピー・シトウルラ 

1. 日韓移住者コミュニティの交流が見せてくれた日本と韓国への示唆  

プロジェクトに参加する前には、移住者の歴史など様々な側面において日本が韓国よりだいぶ
進んでいるだろうということしか知らなかった。2年あまりのプロジェクトを通じて日本の移住者メン
バーだけでなく、日本の多様な機関、学校、町を訪問したことで、日本の移住者の定着の歴史を少
しずつ理解することができた。

まず、韓国では多様なタイプの移住者が増加している一方、在留資格に基づいて在留を統制、管
理する側面が強いのに対して、日本では在留資格に従わないといけない家族滞在の在り方や、外
国人の職業選択の自由がもう少しオープンであると感じた。また、地方自治体を中心に行われてい
る移住者支援も在留資格に基づいた区別ではなく、多様な形で居住している移住者を対象にして
実施されていると感じた。

他方、韓国は多文化政策を実施する上で、居住する移住者を「多文化」（韓国人と国際結婚した
移住者とその子供）と多文化に含まれない「一般」の移住者と2つのカテゴリーに区別し、その区別
に従って国による支援とサービスが異なってくる。日本の移住者を取り巻く状況と活動をもとに、こ
うした韓国の状況をとらえると、地方自治体によって多様な形で施策が行われている日本の政策
を参考にしつつ、韓国でも現実に即した制度改善が必要だと思う。
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2. 移住者コミュニティが中心となった子どもの教育

子どもの教育問題のために韓国に定着しきれない移住者の状況を憂慮してきた私にとって、日
本での取り組みのなかで移住者コミュニティが中心となって設立された学校が重要な関心事の一
つであった。日本訪問時にはネパール・コミュニティが中心となって設立、運営されているネパール
学校の運営方針やカリキュラム等を注意深くみた。

まず、韓国でも日本で運営されているネパール学校と同規模の学校を運営するには、教育カリ
キュラム、言語、学生の募集と在籍管理といった面で課題が大きい。韓国のネパール・コミュニティで
は、短・中期滞在の目的の場合や、親が他の国へと移住も考えていたりする場合、子どもを韓国の
学校に通わせることも、学費の高いインターナショナルスクールに通わせることも難しい状況がある
からである。また、韓国に家族単位で暮らすネパール出身移住者はソウルに集中していないため、
ソウルに学校に作っても地方から通うのは簡単ではなく、寮までを用意するということは現実的に
難しい。言い換えれば、子どもの教育、就学の問題が解決されないなか、韓国で生まれたネパール
ルーツの子どもの70～80％が親と離れてネパールで暮らさなければならないという悲しい現実を
どう改善すべきかは、コミュニティが考えるべき課題である。そのため、韓国の学校とインターナショ
ナルスクールの中間に位置するような民間学校を創ることができれば、留学生やビジネスマン等多
様なタイプのネパール人移住者が、韓国での長期滞在・定着を選択することができる一つのルート
が開くのではないかと考えられる。

こうした課題を抱えている韓国のネパール・コミュニティにとって現実的なヒントを与えてくれた
のが、日本で訪問したペルー・ブラジル学校であった。訪問したペルー・ブラジル学校では、ペルー
ルーツの子どもを中心に南米諸国出身の子どもも生徒として受入れ、教育に取り組んでいた。ネ
パールルーツの子どもだけで学校を運営することが難しい現実の中で、インドやパキスタン、バング
ラデシュといった周辺国にルーツをもつ子どもを含むことで一定の規模を確保することはできるだ
ろう。むろん、言語、カリキュラムなど解決すべき課題は多いが、隣国のコミュニティとの連携により解
決方法を探していきたい。

3. 異なる環境で活動している日韓の移住者団体の交流のこれからの方向性

韓国には、各国ごとにコミュニティや、集いが非常に活発に活動している。例えば、韓国のネパー
ル出身移住者の場合は、ネパールの政党の下部組織や、地域・宗教ベースの団体、スポーツ、文化
をベースにした団体など様々なコミュニティが存在し、自主的に問題の解決のためにシェルター運
営や、募金活動などをうまく行っている。ただし、その活動は個別的に散在する形で行われていた
り、連携がうまくいかなかったりする課題がある。それゆえ、日本の移住者コミュニティが、コミュニ
ティ同士の連携、協働にどう取り組んでいるのか、各国別のコミュニティの具体的な活動を知る機会
がもっとあると互いにとってよいだろうと考える。

また、それぞれの集い、コミュニティにとって各自の活動が必要で重要であることは言うまでもな
いが、それぞれの文化やフェスティバルなどのイベントにおいては一緒に協力する、さらには地域住
民と一緒にすることで互いの文化を理解する機会を作るといった、一緒に暮らす地域をベースにし
た連携と地域住民の認識改善にもつながるような方向性が求められるだろう。
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一方、韓国や日本に移住するためにアジアの多くの若者は、言葉を学び、試験準備をするなど少
なくない費用とエネルギーを費やしたうえで入国することとなる。しかし、たとえば、母国で見たドラ
マや韓流、隣人から聞いたお金が稼げたという話を信じてきた若い移住者は、本国での労働、就労
経験も少ないゆえに異なる環境に適応することは簡単ではない。こうした若い移住者が、韓国と日
本の状況にうまく適応していけるような教育の場、経験を共有することができる交流の場を作る役
割も日韓の移住者コミュニティが担うべきものだろう。

また、日本が新しい移住労働者の受入れ制度をスタートさせたが、韓国の雇用許可制にも関心
をもっていることから、日韓のNGOや移住者コミュニティが雇用許可制で発生している問題や課題
を共有し、日韓両方の制度と労働環境を一段階アップグレードさせていくような努力を行っていくこ
とで、今後発生しうる課題を抑制していくことも重要だろう。

4. 未来に向けた準備と移住者コミュニティの役割

今日では、移住生活は一度で終わらない。例えば、韓国の雇用許可制の場合は、基本的に約5年
間しか就労を認めていないので、移住者は韓国で働いて貯めたお金で何をすれば再び移住労働
を選択せず、本国で家族と一緒に生活できるかについて考えていかなければならない。こうした状
況の中で、日韓の移住者コミュニティとしても、繰り返して移住生活を送るという現状を改善するた
めに小さいことであっても安定的な生活のために何か始められるようなプログラムを実施するなど
の共通の問題として考えていかなければならないのではないだろうか。また、慣れない環境、労働
により増えている若者の自殺と労災についても移住者コミュニティがキャンペーンなどを展開するこ
とで減らす大きな役割を果たすべきだろう。

一方、韓国の場合、ほとんどの移住者コミュニティは同じ出身国の移住者を主な対象として文化
イベント等を行っているのが現状である。しかし、コミュニティの活動が限定的なものにならないよう
に努めるべきではないだろうか。コミュニティが直接担うべきものと、韓国社会・日本社会と協力して
一緒にやっていくべきものを認識して、ホスト社会との接点を創り、協働を図るべきであろう。そのよ
うに移住者コミュニティの活動を多様化していくなかで、ボランティア活動や寄付といったように、韓
国と日本にいる他の社会的弱者のための活動にも取り組んでいくことを考えていく必要があろう。

最後に、現在の発展途上国が将来においても開発途上国であるということはあってはいけない。
そういった観点から、移住者は移住を通じて得られた財産や技術、知識などを活用し、母国への投
資や協働を進め、母国における産業の発展と生産性の向上を図ることでできるとの認識のもとで、
移住者コミュニティの役割を改めていくべきではないだろうか。
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Hoạt động của Hội Người Việt và phương hướng hỗ trợ 
người dân di trú ở hai quốc gia Nhật Bản và Hàn Quốc 

trong tương lai

Nguyễn Ngọc Cẩm
Chủ tịch Hội Người Việt Nam tại Hàn Quốc

1. Hiện trạng của người dân di trú và những hỗ trợ cần thiết

Khác với Hàn Quốc, ở Nhật Bản các vấn đề về người nước ngoài được giải quyết theo 
hình thức không được nhận bất kỳ hỗ trợ nào từ chính phủ trung ương mà chỉ được nhận 
những hỗ trợ riêng lẻ từ các cơ quan hành chính địa phương và dường như ở mỗi địa 
phương tùy vào quốc tịch của người dân di trú và đặc điểm đặc trưng của từng quốc gia 
đó mà các chương trình đa văn hóa dành cho người nước ngoài ở các địa phương cũng 
khác nhau. Nếu như chương trình đa văn hóa ở Hàn Quốc gần như là được tiến hành theo 
cùng một phương thức thì ở Nhật Bản tùy thuộc vào độ nhận thức và sự tiếp nhận về vấn 
đề đa văn hóa của các cơ quan hành chính ở địa phương mà chính sách thực thi cũng 
khác nhau tùy theo từng địa phương, mức độ hỗ trợ và chất lượng do đó cũng có sự khác 
biệt ít nhiều.

Nhưng do không có ngân sách hỗ trợ nên chủ yếu phải sử dụng tình nguyện viên, thì 
điểm này có sự giống nhau giữa các địa phương ở Nhật. Do vậy chỉ có thể hỗ trợ sinh hoạt 
hay phúc lợi xã hội trong cuộc sống thường nhật như hỗ trợ cung cấp thông tin, dịch vụ, 
tư vấn, thông biên dịch, giáo dục tiếng Nhật, v.v. còn các vấn đề liên quan về bảo vệ quyền 
lợi, ngăn chặn tình trạng phân biệt đối xử đối với người nước ngoài dường như còn nhiều 
hạn chế, cụ thể như về việc hỗ trợ tư vấn, thông biên dịch không phải được thực hiện 
mỗi ngày mà sẽ được ấn định 2 ngày mỗi tuần. Do đó, dẫn đến việc khi có trường hợp cần 
được hỗ trợ khẩn cấp, không được hỗ trợ ngay lập tức khi cần thiết mà phải chờ đến ngày 
có người tư vấn làm việc, tôi thiết nghĩ là cần tìm phương án để giải quyết tình trạng này.

Tôi lại nhớ về trường hợp của người phụ nữ Thái Lan là diễn giả trong “Diễn đàn toàn 
quốc dành cho người nước ngoài 2019” thông qua chuyến thị sát Nhật Bản vừa qua. Cô bị 
người chồng bạo hành nhiều lần, đã yêu cầu cảnh sát giúp đỡ nhưng ngược lại cảnh sát 
đã không giúp đỡ mà còn đứng về phía người chồng, đến bây giờ cảnh tượng ấy vẫn còn 
như tái hiện trước mắt tôi, tôi cảm nhận về tình trạng nghiêm trọng của việc phân biệt 
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đối xử và tình trạng yếu kém trong việc hỗ trợ người nước ngoài. Nếu như ở Hàn Quốc, 
trong những trường hợp bị bạo lực gia đình, thì người bị hại có thể gọi đến đường dây 
nóng (hotline) hay trung tâm bảo vệ nhân quyền phụ nữ di trú của Hàn quốc, trung tâm 
hỗ trợ gia đình đa văn hóa, v.v . Nhằm giúp đỡ người bị hại trong các vụ việc bị bạo hành 
gia đình, thông qua các trung tâm hỗ trợ trên toàn Hàn Quốc, người bị hại có thể yêu cầu 
hỗ trợ hoặc tư vấn. Trong trường hợp ly hôn, trung tâm sẽ có những hỗ trợ về pháp luật, 
vấn đề gia hạn visa, việc nhập học của con cái.v.v. đặc biệt, đối với những trường hợp bị 
bạo hành gia đình thì chính phủ cũng có những chương trình đào tạo cho nạn nhân có 
thể tự lập sau ly hôn. 

Thế nhưng, ở Nhật, người phụ nữ Thái Lan này đã không được nhận bất kỳ hỗ trợ nào 
từ xã hội, mà bản thân cô đã phải tự cô gắng vượt qua mọi khó khăn, thử thách, tự học 
tiếng Nhật, học và thi bằng lái xe, và bản thân cô đã tự mở một trung tâm tư vấn hỗ trợ đa 
văn hóa, ngoài việc giúp đỡ bản thân vượt qua nghịch cảnh, cô còn giúp đỡ những người 
có cùng hoàn cảnh như mình. Đó quả thật là một câu chuyện cảm động, nhưng ở một 
khía cạnh khác, ở xã hội Nhật Bản, mặc dù vấn đề bạo hành gia đình là vấn đề của xã 
hội nhưng hiện tại vẫn chỉ được xem là vấn đề cá nhân, và đối tượng phụ nữ di trú không 
thể nhận được bất kỳ hỗ trợ và sự bảo vệ từ pháp luật, xã hội, bản thân nạn nhân phải tự 
mình bảo vệ mình và tìm cách giải quyết vấn đề của mình. Do đây chỉ là một mẫu chuyện 
của cá nhân nên không thể đưa ra nhìn nhận hay đánh giá về tình trạng chung ở xã hội 
Nhật Bản, nhưng ở một góc độ nào đó đã cho chúng ta có cái nhìn thực tế về mức độ hỗ 
trợ dành cho người di trú của chính phủ Nhật Bản.

Mặt khác, ở Hàn Quốc, với đối tượng là người lao động nước ngoài thì có trung tâm hỗ 
trợ người lao động nước ngoài, với phụ nữ kết hôn nhập cư thì có trung tâm hỗ trợ gia 
đình đa văn hóa, du học sinh thì được đào tạo ngôn ngữ ở trường, tư vấn hỗ trợ, v.v. tùy 
theo tư cách cư trú mà được đào tạo ở những trung tâm khác nhau. Do đó, cơ hội để các 
khối đặc thù trong cộng đồng người nước ngoài không có nhiều cơ hội gặp gỡ, giao lưu và 
kết bạn. Bên cạnh đó, việc tập trung người nước ngoài theo tư cách vi sa để đào tạo riêng 
lẽ ở các trung tâm khác nhau đẫn đến việc hạn chế sự tiếp xúc với người bản địa (người 
Hàn Quốc), do đó người dân nhập cư không cảm nhận được mình là thành viên của xã 
hội đó, và vì cơ hội giao lưu, tiếp xúc không nhiều, nên vấn đề cải thiện về nhận thức đối 
với người nước ngoài của người dân bản địa cũng bị hạn chế. Thông qua chương trình của 
dự án, tôi đã có cơ hội được đi đến các địa phương, và tôi nghĩ rằng việc chính phủ Nhật 
Bản đã không phân loại riêng biệt ra từng loại visa, chính quyền địa phương đã tạo nên 
những chương trình có cả sự tham gia của người di trú và người dân bản địa, tạo ra nhiều 
cơ hội tiếp xúc giữa họ với nhau, do đó, người nước ngoài có cảm giác như mình là một 
phần của xã hội. Tôi nghĩ rằng nếu như ở Hàn Quốc, các trung tâm hỗ trợ gia đình đa văn 
hóa, trung tâm hỗ trợ người lao động nước ngoài không phân biệt theo nhóm người nhập 
cư, và cũng đừng tách biệt để hỗ trợ theo từng tư cách cư trú, thay vào đó, ở mỗi ủy ban 
nhân dân địa phương, lập thêm trung tâm hỗ trợ người nước ngoài kèm theo, và người 
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dân nhập cư không phân biệt tư cách cư trú, sẽ được đào tạo ngôn ngữ, các chương trình 
tìm hiểu văn hóa nước sở tại, tư vấn.v.v. Đồng thời tiến hành song song các chương trình 
dành cho người nhập cư và người bản địa cùng tham gia để tạo cơ hội cho họ giao lưu gặp 
gỡ, nâng cao hiểu biết về nhau.

2. Hiện trạng của cộng đồng người Việt ở Nhật Bản và Hàn Quốc và các hoạt 
động trong tương lai

Thông qua chương trình, tôi đã có dịp tiếp xúc với cộng đồng người Việt Nam tại Nhật 
Bản, tôi đã hơi có chút bất ngờ vì số lượng người Việt Nam hiện đang sống tại Nhật Bản 
nhiều hơn hẳn so với ở Hàn Quốc. Có một hiện thực đặc biệt ấn tượng cho tôi đó là có 4 
ngôi chùa Việt Nam ở Nhật Bản trở thành địa điểm chính của cộng đồng người Việt tại 
đây. Các ngôi chùa Việt Nam này không chỉ đóng vai trò là nơi an ủi dành cho người di cư 
khi họ cần được động viên về tinh thần khi họ gặp vấn đề trong cuộc sống, mà các ngôi 
chùa này còn đóng vai trò là nơi hỗ trợ về tài chính trong các trường hợp người di cư gặp 
các vấn đề về bệnh tật, tai nạn lao động dẫn đến tử vong thì cộng đồng phật tử nơi đây sẽ 
mở cuộc quyên góp tiền làm lễ tang hay đưa thi hài về cố hương.

Cộng đồng người Việt Nam tại Nhật đã và đang có những hoạt động như mở các lớp 
dạy nấu ăn cho người Nhật và người Việt để tạo quỹ học bổng hỗ trợ cho trẻ em vùng sâu, 
vùng xa của Việt Nam, tham gia các lễ hội văn hóa để thúc đẩy giao lưu văn hóa, mở hội 
chợ việc làm để tạo quỹ hoạt động, tư vấn sinh hoạt đời sống, sức khỏe, pháp luật cho 
người Việt nhập cư, đưa người Việt Nam sang Nhật xuất khẩu lao động, hoạt động giao 
lưu giữa các chuyên gia, chia sẻ thông tin qua mạng, giao lưu sinh hoạt cộng đồng tôn 
giáo như đạo tinh lành, đạo thiên chúa v.v. các hoạt động đa dạng của nhóm người và 
đoàn thể được mở rộng khắp đất nước Nhật.

Ở một mặt khác, tôi nhận thấy mặc dù có nhiều nhóm nhỏ hoạt động ở khắp nơi, tuy 
nhiên các hội nhóm này không có sự liên kết và không có các nhóm hỗ trợ cho người 
lao động Việt Nam. Có nghĩa là các lĩnh vực hoạt động chủ yếu tập trung vào giao lưu 
văn hóa hay thông tin cuộc sống, còn các vấn đề như đề xuất về chính sách, tăng cường 
quyền lợi cho người lao động nước ngoài, cải thiện tình trạng xâm phạm nhân quyền, 
đòi hỏi quyền lợi cho người di trú hay các hoạt động nói lên tiếng nói của người nước 
ngoài, trong vai trò là thành phần trong xã hội Nhật Bản thì vẫn chưa thực hiện được. Qua 
chuyến gặp gỡ tại các trung tâm giao lưu văn hóa, nhà hỗ trợ đa văn hóa, v.v. ở nhiều khu 
vực mà tôi đã ghé thăm, nhiều nơi tôi vẫn không tìm thấy những dấu tích hoạt động của 
cộng đồng người Việt ở những địa điểm tôi đã từng đến.

Nhưng dạo gần đây, tôi cũng được biết là cộng đồng người Việt tại Nhật Bản đã có 
những bước chuyển mình mới. Hệ thống nhập cư người nước ngoài của Nhật Bản, tuy 
chính phủ ký kết các biên bản hợp tác giữa các quốc gia, tuy nhiên vấn đề tuyển chọn, 
nhập cảnh và quản lý người lao động được thực hiện thông qua các hợp đồng ký kết với 
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các công ty tư nhân của hai quốc gia. Hội Người Việt Nam tại Nhật Bản hiện cũng đang 
dự kiến đưa ra mô hình quản lý nhân lực phù hợp với mô hình của chính phủ Nhật Bản. 
Thông qua việc đưa người sang lao động và quản lý nguồn lao động, hoạt động bán sim, 
card điện thoại, tạo ra nguồn doanh thu từ các hoạt động này hội Người Việt cũng có kế 
hoạch dùng vào việc vận hành hội và giúp đỡ cho các trường hợp gặp khó khăn trong 
cộng đồng người Việt tại Nhật.

Nói về vấn đề của Hội người Việt Nam tại Hàn Quốc, thì vấn đề khó khăn nhất đó là vấn 
đề về tài chính. Hiện tại hội không hoạt động vì lợi nhuận, nhưng lại tổ chức nhiều hoạt 
động như hội thao, lễ hội văn hóa. v.v. nguồn tài chính không có, cũng không nhận được 
bất kỳ nguồn hỗ trợ tài chính từ chính phủ, do đó, khi thực hiện các hoạt động này đều 
phải xin tài trợ từ các doanh nghiệp Hàn Quốc, đây là một điều khó khăn nhất.

Ngoài ra, hội Người Việt Nam tại Hàn Quốc chủ yếu bao gồm 3 khối cơ bản, đó là khối 
người lao động, khối phụ nữ di trú, khối du học sinh, các hoạt động doanh nghiệp Việt 
Nam chưa phát triển nhiều, mới bắt đầu hoạt đồng gần đây nên còn yếu. Do đó, khi tổ 
chức các sự kiện liên quan đến Việt Nam, đều rất vất vả để xin tài trợ từ các doanh nghiệp 
Hàn Quốc. Hiện tại, Hội Người Việt Nam tại Hàn Quốc cố gắng tìm các phương án gây lợi 
nhuận phù hợp như hội người Việt Nam ở Nhật Bản để có thể tự lực về tài chính.

Hội người Việt Nam tài Hàn Quốc và Nhật Bản, để có thể cải thiện tình trạng hiện tại 
và hoạt động độc lập, cần phải trăn trở nhiều hơn đến việc đảm bảo về vấn đề tài chính. 
Tôi hy vọng là hội Người Việt Nam tại Hàn Quốc và hội người Việt Nam tại Nhật Bản sẽ có 
nhiều hoạt động giao lưu hơn nữa trong tương lai.

日韓のこれからの移住者支援の方向性と 
ベトナム移住者の活動

在韓ベトナム人協会
ウォン・オッグム

１．移住者の現実と必要な支援

日本は韓国と違って中央政府から予算支援がほとんどなく地方自治体の個別裁量によって支
援する形で移住者にかかわる問題を解決しており、地域毎に居住する移住者の国籍や特性によっ
て多文化プログラムを行っているようである。すなわち、韓国の多文化プログラムが全国的にほとん
ど同じ形で進められているのとは違って、日本では地方自治体の長の多文化への認識、理解度に
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よって異なる施策が進められているので、地域毎にプログラムが違い、支援の量も質も違うとのこと
だ。

しかし、地方自治体には予算があまりないので、主にボランティアを活用する共通点がみられ、移
住者を対象とした日常的サービスや情報提供、相談、通・翻訳、日本語教育など生活や福祉にかか
わる支援はある程度行われているものの、権利保護、救済、差別防止等の運動的支援は提供でき
ない限界があるのではないかと考える。また、移住者の相談や通・翻訳も毎日ではなく、一つの言
語に対して週2日といった限定的な形で、また通訳もボランティアを活用するならば、助けが必要な
移住者は適時に利用することができない。人権侵害を受けた場合も直ちに救済を受けることがで
きず相談や通訳可能な日まで待たなければならないという現状についての対応が求められてい
るのではないだろうかと思う。

日本への訪問プログラムの中でスピーカーとして参加したあるフォーラムで、移住者としての経験
を話したタイ出身の女性を思い出す。夫の繰り返されるDVから逃げて警察に助けを求めてもきち
んとした対応をしてもらえず、夫の肩を持つような対応だったと話す場面がいまだに生 し々く思い
出されるが、その話を聞き日本における移住者支援の劣悪さ、差別の深刻さを感じた。韓国ではこ
うした暴行のようなケースは、HOTLINEや韓国移住女性人権センター、多文化家庭支援センター、
家庭暴力被害者のためのシェルターなどを通じて相談や対応を求めることができ、シェルターでは
離婚に必要な法的支援、在留資格の延長、子どもの就学などの支援が受けられる。特に、DVを受
けた結婚移住女性の自立や養育を支援するプログラムも利用できる。

しかし、このタイ出身移住女性は、日本では社会システムの助けなく、自らが日本語を学び運転
免許を取るなど自立のために努力し、やがて多文化相談センターまで自らの力で作って活動するな
ど、自分の問題を自ら克服し、他の人を助けているという。感動的な話ではなるが、その反面、日本
ではDV問題が社会的問題であるにもかかわらず、まだ個人の問題として取り扱い、移住者が保護
や支援が受けられず、自分たちの力で保護し問題を解決していったという話は一つの事例であり、
全体の状況をすべて把握することができないとはいえ、日本の移住者支援の一側面を見せている
のではないかと思った。

他方、韓国では外国人を、労働者の場合は「外国人労働者支援センター」で、結婚移住女性の場
合は「多文化家庭支援センター」で、留学生は「学校」で、言語教育や相談支援などを別々に運営し
ているので、移住者同士の出会いや交流の機会は多くない。また、外国人だけを集めて「早期定着
教育」をさせる構造の中では、韓国人住民に接し、交流する機会が得られない移住者は韓国社会
への所属感を感じることができず、また韓国人住民も交流が少ないだけに多文化認識の改善が進
まず、社会的統合における妨げになっている側面がある。

プロジェクトを通じて訪問した日本の先進的な自治体では、外国人を在留資格で区別せず細か
く支援し、地域住民と一緒に参加するプログラムを通じて地域住民と交流する機会を作ることで移
住者が社会的所属感を感じることができるようにしているところがよいと感じた。韓国でも多文化
家庭支援センター、外国人労働者支援センターといったように外国人を区別し、別々に支援を受け
るようにするのではなく、日本のように住民センターで外国人住民の部署を開設し、言語教育や相
談と一緒に、韓国人住民と一緒に参加するプログラムを合わせて実施する方法が望ましいのでは
ないかと思う。
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2．韓国と日本のベトナム・コミュニティの現在とこれからの活動

プロジェクトを通じて日本のベトナム・コミュニティに接し、日本に韓国よりかなり多くのベトナム出
身移住者が暮らしていることに少し驚いた。特に印象だったのは、日本に4つのベトナム寺院があ
り、ベトナム出身者の生活の中心を成していることだった。ベトナム寺院は日本でつらいことにあっ
た時などに精神的な安らぎを求めてくるベトナム出身移住者の安息の場としての役割だけでなく、
仏教コミュニティは病気や労災などで死亡したベトナム人のために葬式費用や本国への運送費な
どの募金を行う役割もしているという。

また、日本のベトナム・コミュニティは、料理講座やフェスティバルを通じた文化交流の促進、生活・
健康・法律にかかわる相談、就職フェア―を通じた日本での就職支援、研究者による学術交流、ベト
ナム出身労働者の受入れと管理、ベトナム現地の子どものための奨学金支援、オンラインを活用し
た情報共有、カトリック・仏教など宗教ベースのコミュニティなど、様々な団体や集いが活動を展開し
ているようだ。

しかしながら、日本のベトナム・コミュニティは、総じて小規模で活動を展開しているものの、互い
につながりをもっておらず、移住労働者を支援する活動があまり見えないことを知った。すなわち、
活動分野が文化交流や日常生活に集中しているゆえに、まだ政策提言や労働者の権利向上、人
権侵害にかかわる状況の改善、移住者の権利やニーズといった日本社会のなかで当事者として声
を出す活動を見えないということだった。また、日本の視察訪問プログラムでは、学校、国際交流協
会、多文化共生センターといった地域社会の機関・団体を訪ねたが、そこでベトナム出身移住者が
活動している姿を見ることができなかった。

一方でベトナム・コミュニティの新たな動きを知ることができた。日本における移住労働者の受入
れは、送り出し政府と協力覚書（MOC）を締結するものの、労働者の送出し、受入れにかかわる業
務・管理は両国の民間業者が相互契約にて行っていることから、在日ベトナム人協会もこの業務に
行うことで、適切な送り出し・受入れのモデルを提示していくという。また、ベトナム出身労働者の受
入れと管理とあわせてsimカード販売などを行い、そこで得られる利益を協会の運営と、困難を抱
えているベトナム出身移住者のために使うという。

一方、韓国のベトナム・コミュニティ、とりわけ在韓ベトナム人協会の活動において最も大きい課題
は財政問題である。在韓ベトナム人協会でも、文化フェスティバルやスポーツ大会等多くの活動をし
ているものの、収益事業を行っていないため財政が乏しい。また、韓国に暮らすベトナム出身移住
者は主に労働者、移住女性、留学生であり、ベトナム出身企業家の活動が活発に行われているわけ
ではないので、韓国企業に後援要請をするなど頼らざるを得ない状況がある。法的な問題、社会的
認識の違いもあり、韓国のベトナム人協会が日本のような収益事業を行うことは簡単ではないが、
コミュニティの財政自立にむけてできることに取り組んでいきたい。

日韓のベトナム・コミュニティは自立的な活動や、移住者を取り巻く状況の改善のために財政基
盤を強化しなければならないという共通課題を抱えているのが現状であろう。統一的な組織のもと
で活動している韓国のベトナム・コミュニティと、新たな活動を展開していこうとする日本のベトナム・
コミュニティのこれからの交流に期待したい。
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おわりに：今後に向けて

日韓移住者交流プロジェクトの成果と今後の課題

アジア人権文化連帯 
イ・ワン

1. 韓国と日本の移民政策の範囲とは

韓国と日本では移住労働者を同じく必要としていると同時に、移住者に対する排他的な傾向も
同じく見られる。つまり、地理的にも近い韓国と日本は移民政策においても互いに影響しあってい
るのである。よく知られているように、韓国の産業研修生制度は日本の外国人技能実習制度を参考
とし、現在、日本では移民政策において新たな仕組みを考えるうえで韓国の状況を参考にしている
ようである。また、在留資格「特定技能」の新設で始まった最近の日本の移民政策の変化は、また韓
国の移民政策に大きな影響を及ぼすだろう。

また、韓国と日本に対する移住者送出し国も同じであることが多く、日韓の移民政策によるアジア
諸国の社会、経済、文化への影響は大きく、その影響は今後も続くだろう。言い換えれば、韓国と日
本の移民政策の変化は、単に韓国と日本に限った変化ではなく、アジアをはじめ多くの送出し国の
経済社会にも大きな影響を及ぼすということへの認識が必要だろう。

一方、現在、日韓両国は、移住者または多文化社会に対する反発、ひいては組織的な動きがみ
られるという課題を共に抱えており、この状況にどう対応するかは重要な政策課題ではないだろう
か。韓国と日本の状況は、既に様々な社会問題を経験しているヨーロッパ社会とは異なる様子を見
せていると同時に、類似していながら、日本と韓国の間にも社会・文化的違いにより移住者と難民
に対する反対が異なる側面を見せている。日韓の移民政策が社会に現れつつあるこの問題へ対応
していくことも重要であろう。

こうした移民政策を取り巻く諸論点を考えるうえで、韓国と日本の移民政策とそれに伴う地方
自治体や移住者コミュニティの状況を探る今回のプロジェクトは移住者支援活動に携わる私個人に
とっても有意義なものであったのはいうまでもない。
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2. 韓国と日本における違いから見える今後の方向性

韓国の地方自治体は、移住者が多い一部の自治体を除けば、ほとんどの自治体が中央政府の
政策をそのまま実行する程度の業務にとどまっている。それに対してプロジェクトを通じてみた日本
の状況は、地方自治体毎に地域の状況に合わせてより自由な形で移住者支援政策または交流政
策を組み立てていた。

一方韓国の移住者コミュニティが中央組織に基づくネットワークまたは統合された単一のネット
ワークを求める傾向があるのに対して、日本には出身国に基づいて全国的かつ単一の移住者コ
ミュニティを構成している例は見られなかった。その背景には、高い交通費、韓国に比べて広い領
土、日本の地方自治体で見られる個別化された政策があり、それらが移住者コミュニティの形成に
も影響を及ぼしたのではないかとも思う。

このような日韓の移民政策と移住者コミュニティ活動に見られる違いをどうとらえるべきか、どう
対応していくべきかについては今後の課題であろうが、両国にとって求められる一定の方向性はあ
りうるだろう。それは、今後移住者コミュニティの活動を考えるうえで、生活の場との接点をどうつく
るかである。言い換えれば、生活の場である地域で活動する移住者コミュニティを地方自治体がどう
支援し、連携していくか、地域で日常をともにするホスト社会の住民との接点をどうつくっていくか、
という観点から地方自治体の役割を捉えなおすことが求められていよう。

あわせて学校という場をどうみるかもかかわってくる。韓国にはいくつか移住者の出身国をベー
スとした学校が存在するものの、日本のようなブラジル学校やネパール学校のような例は極めてま
れである。そのため、日本のネパール学校を訪問する前までは、出身国をベースにした特性をもつ
学校が果たして必要なのかについて疑問を持っていたのも事実である。しかし、プロジェクトを通じ
てネパール学校をはじめ移住者の出身国をベースにした外国人学校を訪問し、学校運営における
考え方や運営方法、さらに学校に通っている学生をみて、出身国をベースにした外国人学校が外
国ルーツの子ども・青少年にはオルタナティブな選択肢になりうると考えるようになった。ある意味、
学校という場が移住者コミュニティの力と在り方とも結びつくものであるといえるだろう。

今回のプロジェクトを通じて韓国と日本で現れている深刻ともいえる人種差別の問題を改めて注
目するようになった。韓国では嫌悪表現禁止条例、人権条例、文化多様性条例、民主市民教育条例
など人権に関する条例制定の動きが、ヘイト集団による反対活動で叶わない状況が続いている。実
際、日本と韓国は両方とも移住者を嫌悪する特定の人々がおりそれが組織化され、ムーブメントと
して現れており、そこから発されるヘイトスピーチがより日常的に使われ、一層大衆の中に入り込ん
でいるという大きな問題に直面している。韓国では最近、政界から移住労働者に対する最低賃金の
同一適用の見直しが必要との話が公然と出ているに至っている。

ただし、日本との違いとして、韓国の移住者と難民へのヘイトは保守派のキリスト教の一部が主
導しているということがある。主にイスラム反対、難民反対を叫び、宗教を基盤にして人を集め、牧
師など宗教的指導者ともいうべき存在がそうした動きの中心にいることも多い。キリスト教が極め
て少ない日本では見られない現象だろう。しかしながら、日本にも、韓国と同様に移住者または多
文化社会に反対するグループがインターネットを中心に活動するだけでなく、その勢いを増している
ことには留意すべきだろう。

こうした日韓両国の状況を踏まえると、日本国内では法律の実効性をめぐる批判はあるものの、
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ヘイトスピーチ解消法や、自治体レベルで制定が進められているヘイトスピーチ禁止条例は、韓国
社会にとってヘイト集団にどう対応していくべきかへのよい事例になりうる。また、ヘイト集団による
集会などに対して日本の市民団体と一般の市民がカウンタ・デモをはじめ様々な形で取り組んで
いる状況は韓国で組織化、ムーブメント化されようとするヘイト集団を防ぐ上で参考になろう。

社会においてみられる人種差別・嫌悪という共通の課題を抱えている日韓の市民社会にはそれ
らに対応しうる共同の努力が必要であり、そこには当事者としての移住者コミュニティが含まれるべ
きだろう。日韓両国に見られる人種差別・嫌悪をなくしていくため、より活発な交流と連携の機会を
作っていくことが必要だろう。

最後に、日韓の移民政策が単に韓国、日本それぞれの国に限った問題でないということに注目
すべきだろう。例えば、試験に応募するため、マッチングのため、入国前の教育研修を受けるためと
いった送り出し国で行われる行為は、送出し国の経済社会に大きな影響を及ぼしうる。一例として、
ネパールでは2019年に雇用許可制のための韓国語試験を受けた人数が9万人余りだという。しか
し、実際に韓国に行けるのはそのうち10％にも満たない人数であり、8万人という大半の人々は多
くの費用と時間を無駄に費やしたことになりうる。送り出し国にとっては、それが重なることで大き
な経済的、人的な損失へつながりかねない。

さらに、人の移動とは、単なる労働力の移動、賃金・送金による資本の移動だけでなく、その人が
持っている固有の文化やアイデンティティも移動することから、送り出し国と受入れ国において生じ
ている社会、文化の変化も注目していかなければならない。韓国と日本の移民政策が国内におけ
る影響、変化にとどまらず、移住者を送り出す国にも極めて大きな影響を及ぼしているという現状、
アジア全体に今後どのような影響を及ぼしうるかということへの関心が一層求められているといえ
よう。
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次なるステップへ

(公財)日本国際交流センター
李惠珍

1. はじめに

韓国にいると「マジョリティ」、日本にいると移住者という「マイノリティ」。韓国出身で日本に暮らす
私のことであり、移住者として生きることは、誰もが経験しうるものでもある。つまり、移住者として生
きる人々は特別な存在ではなく、どこの社会にも「普通」にいる存在である。しかしながら日本と韓
国では、この社会に「普通」にいる、移住者として生きる人々を、どう認識しているのだろうか。この
問いこそが、プロジェクトの始まりだったかもしれない。

そして、日本と韓国で「移住者として生きる」ネパール、ミャンマー、フィリピン、ベトナム出身のメン
バーと進めてきた2年間のプロジェクトを通じて見えてきたのは、日本と韓国いずれも、社会の様々
な場面で活躍する、ホスト社会へコミットメントする移住者が増え、移住者が「見える存在」として認
識されつつも、その広がりはまだ限定的であるということだった。しかし、誤解を恐れずに言えば、そ
こで見えてきた現在は、もどかしさよりは、これからへの期待を感じさせるものだった。何が期待を
感じさせたのだろうか。

2．交流から生まれた新たな学びの視点

移住者にかかわる日韓の交流を振り返ると、韓国と日本に海外からの人の流入が増加した1990
年代当初は、韓国の外国人産業研修制度に象徴されるように、韓国が日本の制度を後追いして
いるという現状認識から「日本から学ぶ」という性格が強かった。それに対して、近年の日韓交流
は、2000年代半ば以降韓国政府が移住者の存在を公式に認め、関連法の制定・整備などを通じて
社会的対応を試みたことを受け、政策転換がないまま「外国人」の受入れが進んでいる日本の現
状に対する問題提起として、「韓国から学ぶ」という傾向が強まった。しかし、日韓交流を大きな流れ
をなしてきた「日本から学ぶ」、「韓国から学ぶ」という観点は、両国の特徴的な流れを重視したあま
り制度の内容および運用実態の紹介に傾斜し、両国政府が矢継ぎ早に打ち出している移住者関連
政策・制度がもたらしうる移住当事者とそのコミュニティへの影響の複雑な側面を捉えるための試
みは十分に行われてこなかった。

たしかに、プロジェクトの移住者メンバーの報告からも「日本から学ぶ」、「韓国から学ぶ」という視
点がみられる。韓国の移住者メンバーからは、国からの支援がないなかで移住者のニーズに答えよ
うとした努力により培ってきた知恵やきめ細かさをもつ日本の自治体や学校、NGO/NPOの活動が
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学ぶべきものとして挙げられている。他方、日本の移住者メンバーからは、中央政府の積極的な関
与と予算支援により、韓国語習得をはじめキャリア支援、医療サービスなどが公的なサービスとして
自治体や民間レベルでも提供されている韓国の制度的基盤の整備が学ぶべきものとして言及され
ている。

しかし、このプロジェクトにおける学びはそれに止まるものではなかった。日韓のメンバーは移住
当事者であるが故に、その出自や社会的身分などが異なるが故に、移住者コミュニティが抱える現
状の共通項だけでなく、今後の課題における共通項への気づきがあったのである。子供の教育とア
イデンティティへの対応としてのエスニック・スクール、短期・中期的な労働を目的とした移住への対
応、コミュニティの構成員の多様化への対応、コミュニティを継続させるための人材と財源の確保と
いったコミュニティが何をなすべきかという共通課題が共有された。また、日本･韓国社会の構成員
としてホスト社会とよりオープンな形でつながりを創っていくための移住者コミュニティの役割も共
有された。

日韓交流を通じて日韓の違いへの認識をもとに両国の社会、政府に求められる視点が明確に
なってきただけでなく、同じ出身国の移住者向け活動に傾斜しがちな移住者コミュニティの活動に
求められる変革を共通課題として認識したことが、現状における限定された変化を、私は期待とし
て受け止めだのだろう。言い換えれば、ホスト社会における移住者をめぐる支援、制度の在り方を
変えること、移住者コミュニティの役割を拡大することが、日本と韓国社会において移住者を一層「
見える」存在へと変化させ、移住者にとっての「選択肢を増やす」ことへつながるとの期待ではない
だろうか。

3. 日韓交流の次なるステップへ：新たな課題への認識

2000年代半ば以降、日本と韓国の移住者政策は、関連法制度を策定し、政策の転換を図ってき
た韓国と、移住者にかかわる政策に踏み出さない日本が対比される形で捉えられてきた。しかし、
日本政府が、2018年冬に改正入管法を成立させ、「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応
策」を策定したことで、外国人技能実習生や留学生という「変則」がなくなっていないとはいえ、移
住者をめぐるイシューに社会統合の視点が加わり、海外から「労働者」を受け入れる制度的スキー
ムが整備された。このことは、日本と韓国における移民政策が、移住労働者については「ローテー
ション式」の受入れを基本とすること、移住者を教育・労働・社会福祉政策の対象として捉えること
へと収斂しつつあるともいえる。

本報告書の中で、日韓のメンバーが相手国を訪問し学ぶべきと考えた活動、取組み、施策は、そ
こに暮らすメンバーからは課題・問題として受け止められていたものである。このことは、「韓国から
学ぶ」べき制度的基盤の整備と、「日本から学ぶ」べき現場に根付いた丁寧な対応とは、移民政策
としていずれも欠かせないものであり、それを制度枠組みとして形作る上で、実際運営する上で考
慮すべきヒントは、既に日韓の試行錯誤の中にあるということを意味するのではないだろうか。日
韓交流の学びが、日韓両国の政府による政策的対応の収斂が不寛容さと排除を生み出さない方
向へなるように働きかけていくうえで重要な役割を果たせることを期待したい。

一方、日韓における政策的対応の収斂は、両国の社会にこれまでとは異なる視点への対応を求
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める。まず、日本と韓国が一層「移民社会」へ変化するなかで、移住者のプレゼンスは高まるだろう。
もっぱら欧米の先進国で観察されることとして捉えてきた、社会問題としての移民の政治化が、日
本と韓国でも無縁ではいられなくなるという状況にどう向かい合うのかである。東アジア近隣諸国
との外交・政治的関係の悪化を端緒として表面化してきた日本におけるヘイト・スピーチの動きと、
ムスリム難民への反イスラーム感情から表面化してきた韓国における難民・移民の排斥の動きは、
引き金となったものは異なるものの、移住者への排除・排斥であるという共通課題にどう対応してい
くかへの学びを求めるものではないだろうか。

もう一つは、日韓が海外からの「労働者」の受入れを「ローテーション式」を基本としているなか、
期限付きの労働移住の機会を得ようとする人々のより公正で安定した移住の実現にむけてどう対
応を進めていくかである。そのヒントは、「再労働移住を防ぐためのプログラムの運営」、「移住者コ
ミュニティによるオリエンテーション」、「送り出し、受入れにかかわるモデルづくり」といった移住者
メンバーの報告にあるといえよう。すなわち、ホスト社会で困難を抱えた同胞を対象にサービス、支
援をする存在としてみなしがちな移住者コミュニティの活動を、「ホスト社会」と「移住者」という枠組
みで捉えるのではなく、「送り出し国である母国」と「暮らしの場所としての受入れ国」をつなぐもの
へと広げるという発想である。その発想を実践として具体化していくための学びが求められている
だろう。
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